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はじめに（事務事業評価の位置付けと役割）              

 
 

品川区では、これまで行ってきた行財政改革を一層、推し進めるため、平成１２年度

より「区政総合業績評価制度」の構築に着手しました。 
「区政総合業績評価制度」は、健全財政の維持、区民ニーズにきめ細かく対応した業

務の遂行、地方分権後の自立的な行政運営など、区政に強く求められる改革方向に対応

するため、従来の行政の枠を飛び出し、新たな軌道に乗せるよう区の姿を転換し、その

動きを加速させる役割を担います。 
その構造は、政策や業務の執行を客観的に評価する行政評価の導入、及び、毎年度の

お金の出入り（フロー）を正確に把握するとともに、資産（ストック）とあわせて管理

する企業会計手法の導入、更にこれらと既存システムとの連動という３つの柱からなり

ます。 
この中でまず、平成１２年度から行政評価の一部をなす「事務事業評価」の導入モデ

ル実施の検討を開始しました。「事務事業評価」は、区の予算執行上の事業を基本単位

に、成果やコストの動きを見ながら評価を行うものであり、「区政総合業績評価制度」

の根幹をなすものです。平成１３年度は一部事業の事務事業評価を行い、平成１４年度

から全事業を対象に実施しています。一方、「政策評価」は、区における主要施策や重

点政策を対象に、政策選択、手段・手法、達成度などを評価し、自治体経営の方向と実

績を区民に明らかにするものです。政策評価は、学識経験者・地域団体関係者・公募区

民委員による外部評価方式で検討を進め、本年２月に区長へ答申されました。この政策

評価のしくみと試行結果については、別途公表する予定です。 
 

区政総合業績評価制度の体系 
 
 



 
Ⅰ．事務事業評価の考え方                      

事務事業評価は、区政の執行単位である事務事業に対して、いくつかの視点から評

価を行い、今後の実施方針や見直し方向を定めたり、あるいは実施するかどうかを判

断したりするために行うものです。 
品川区の事務事業評価の体系は、以下のようになっています。 
◇評価目的 

・行政と民間の役割分担を明確にする。 
・事務事業の費用対効果を見る。 
・職員の意識改革を図る。 

◇評価対象 
・評価対象は、内部管理業務を含めた全事務事業で、大きく「サービス事業」、「定型

事務」、「プロジェクト的な事務事業」の３つに区分されます。 
・これらを、既に実施している事業に対しては既存事業評価、今後、新規に出てくる

事業に対しては新規事業評価として評価を実施します。 
・既存事業評価は、今後の見直し方向を定めるためのもの、新規事業評価は事業を実

施するか否かの判断を行うためのものです。 
 

事務事業評価の基本的な仕組み 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分類 特性

福祉部門に典型的に見られるような、区民に対する
サービスを主にした事務事業

他に分類するのが難しい事務事業等、あるいは指標
化、目標値化して評価することが困難な事務事業

定型事務
内部管理事務、窓口処理業務、法定受託事務、共通事
務などの事務事業

プロジェクト的な事務事業

企画から整備・維持管理へ進む事業で、複数年度（ま
たは特定の期間）・複数の部署にわたることが多い事
業や企画・立案等の区政運営の方針に係る事務事業な
ど

サービス事業

新規事業評価

事前の評価で選ばれたも
のだけが実施されます

既存事業評価

毎年、改善等の見直しや廃止・中
止の判断を行います
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◇評価の時期  
・既存事業評価は執行中の事業を対象に、事業開始年度から、事業期間中に毎年度実

施します。また、新規事業評価は事業採択を検討するために、着手予定の前年度に

行います。 
 

◇評価方法 
・評価は、事業を行っている部・課みずからが評価を行った後に、区首脳部が最終的

な判断を下す形で実施されます。 
・事業を行っている部・課の評価では、まず各所管課長の責任のもと自己評価を行い、

これを受け、事業部長が第一次評価を行います。第一次評価では、９つの評価基準

に基づく得点化を行い、さらに、各事業をＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つのレベルに区分し

ます。 
・これを受け、首脳部によって第二次評価を行います。第二次評価では、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄの区分を最終決定します。第二次評価が最終的な評価となります。 
・なお、第二次評価で出た指示内容については、事業部経営会議で具体的な指示を行

うとともに、企画財政課において、事業執行の方向性や内容について、進行管理等

を行います。 
 

評価の体制と流れ 

各課長
（自己評価）

事
業
執
行

区首脳
（第二次評価）

既存事業評価シート
の追加作成

総合的視点による
評価のサポート

（企画部、総務部）

新規事業評価シート
の追加作成

既存事業評価シート
の審査、確定

新規事業評価シート
の審査、確定

新規事業評価シート
の作成

事業部長
（第一次評価）

既存事業評価シート
の作成

一部項目

予  算 実施計画

現場での評価

首脳部による
最終判断
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９つの評価基準 

  
＜基本評価基準＞ 

評 価 基 準 概                   要 

１ 必要性 目的の妥当性や行政が担う必要性があるか、また、時代変化に適応し

ているかなどの基準で評価 

２ 代替性 国、都、または民間等との役割分担のあり方からみて、区が実施する

ことが適当か、または、必要性はあっても行政の係わりや、代替手段は

他にないか、さらには、既存の事務事業で代替可能か、現在の所管で実

施することが適当なのかなどの基準で評価 

３ 経済性・効率性 投入された資源量に見合った結果、成果が得られているか、また、最

少の経費で最大の効果を挙げているか、結果、成果からみて費用がかか

り過ぎていないか、さらには、同種の事務事業を実施している自治体や

民間企業と比べて手法は効率が良いかなどの基準で評価 

４ 有効性 当初の目標値の設定が適正か、適正な場合には目標どおりの結果、成

果が達成されているか、また、利用者ニーズに対応しているか、さらに

は、区民に期待される結果、成果が得られているかなどの基準で評価 

５ 公平性 当該事業の便益や負担が公平に配分されているか、また、民間や他自

治体の同種のサービスと比べて不均衡を生じていないか、さらには、サ

ービスの受益者とそれ以外の者とに不均衡が生じていないかなどの基準

で評価 

６ 上位計画との整

合性 

事務事業の目的や結果、成果が、基本構想や長期基本計画などの上位

計画の方向性や考え方に沿った具体的内容となっているか、また、計画

実現に向けての有効な手段となっているかなどの基準で評価 

 

＜挑戦加点評価基準＞ 

評 価 基 準 概                   要 

１ 独自性・先駆性 他の自治体で見られない独自性や先駆性のある事務事業であり、区民

サービスの向上が得られ、他の自治体にアピールするとともに、区外か

らの転入促進をはじめ、品川区の魅力を高める事務事業となっているか

などの基準で加点評価 

２ 効果的・効率的

工夫 

事務事業の性格により、独自性、先駆性が出しづらい定型事務事業等

については、待ち時間の短縮、苦情の減少、徴収率の増加、OA 化の活

用など、効果的・効率的工夫などの基準で加点評価 

３ 環境への影響 環境ＩＳＯにおける「著しい環境側面」のうち環境改善事業もしくは

環境負荷を有効に軽減する事業として特定され、重要かつ有効と認めら

れるかなどの基準で加点評価 
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＜総合評価基準＞ 

 今後の実施方向 「今後の実施方向」の説明 

Ａ 拡大する事業 ・将来への必要度が高い場合 
・今後、重点的に実施すべき場合 
・政策アピール度が高い場合 
・特色ある政策を展開する場合 

Ｂ 継続する事業 ・ 事業方法等の新たな工夫は要するが、事業水準を維持する場合 

Ｃ 見直しする事業 ・委託化など対外的に事業転換をはっきりさせたほうがよい場合 
・事業縮小の方向で見直す場合 
・事業執行上の新たな課題に対応する場合 
・事業の大幅な見直しや改善を検討する場合 
 

Ｄ 廃止・中止する

事業 

・ 事業の廃止・中止を原則１年以内（最長３年以内）に行う場合 

（注）15 年度の基準では、評価レベル A「政策アピール度が高い場合」を文言整理した。評価レ

ベル B「事業縮小の方向で見直す場合」を削除し、文言整理して、見直しの方向性を明確にした。 

 
◇評価結果の活用方法 
・事務事業評価結果は当面、以下のように活用したいと考えています。 
 

◇事務事業の見直し、実施計画、予算編成等への活用 
◇事業部経営会議における、目標管理、進行管理等への活用 

◇組織、人事の評価への活用 

◇事業部間の連携、及び組織を支える職員の能力開発、政策形成能力向上の共通言語

として活用 

◇区民等への公表を通じ、対話のツールとして活用 
 
◇導入スケジュール 
・事務事業評価の導入スケジュールは以下のようになります。 

 

事務事業評価の導入スケジュール 

 

 

・ 行政評価制度の体系構築

・ 評価のモデル実施（各部から１課、３事業を対象にモデル実施）

・ モデル実施を受けたシステムの精緻化

　平成13年度 ・ 区が指定する事業を対象に評価を実施

・ 既存システム統合とＩＴ化の検討

・ 全事務事業を対象に本格実施

・ ＩＴを活用したシステムの整備

　平成15年度以降 ・ 制度の随時見直し、修正

　平成12年度

　平成14年度
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Ⅱ．平成 1５年度の検討内容                     

 
平成１５年度は、重点テーマ「行政と民間事業者との役割分担を明確化し、行政

のあるべき役割をとらえていく」という視点から、各事務事業を総点検しました。

評価結果については、平成１６年度の予算編成および、第３次総合実施計画（平成

１６年度～１８年度）の策定に反映させるとともに、評価結果の公表を通じ区民へ

の説明責任を果たしていきます。総合実施計画の策定作業と連動した実施計画事業

１９９件と計画以外の事務事業４２０件の合計６１９件の全事務事業に対して既

存事務事業評価を実施しました。 

評価の概要は以下のとおりです。 

 
◇評価対象 
・区の全事業を第三次長期基本計画に基づく総合計画による事業とこれ以外の事業に

分けました。 
・これらの事業を大きく「サービス事業」「定型事務」「プロジェクト的な事務事業」

「施設の管理運営」の４つに分類し、事務事業としてある程度まとまった大きさの

事業を評価対象としました。 
 

事業内容別実施本数 小計 
サービス事業 ３７１ 
定型事務 １１３ 
プロジェクト的な事務事業 ９６ 
施設の管理運営 ３９ 

合  計 ６１９ 
 

【所管部別事務事業評価実施本数表】 

 

 
総合実施計画

事業 

計画以外の事務

事業 
小 計 

企画部 ５ １４ １９ 

総務部 １ ３１ ３２ 

区民生活事業部 ２１ ９７ １１８ 

福祉事業部 ２２ ３６ ５８ 

保健高齢事業部 ２７ ８６ １１３ 

環境清掃事業部 １４ ２６ ４０ 

まちづくり事業部 ８２ ５３ １３５ 
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収入役室 － ３ ３ 

教育委員会事務局 ２７ ６７ ９４ 

監査委員事務局 － － － 

選挙管理委員会事務局 － ５ ５ 

区議会事務局 － ２ ２ 

合 計 １９９ ４２０ ６１９ 

 

 
 
◇評価スケジュール 

 
・平成１５年度の実施スケジュールは以下のとおりです。 
 

平成１５年度の実施経過 

４月下旬 ・ 事務事業評価実施通知および第二次総合実施計画の

策定に伴う計画案提出の通知 
５月～７月 ・ 計画事業、事務事業に対する各課長、各事業部長の評

価の実施 
・ 各課に対する個別サポート 

７月中旬～下旬 ・企画部への「評価シート」提出 
・各課に対する個別ヒアリング 

８月 ・企画部による調整 

 
９月中旬 ・事業部経営会議による第二次評価 

 
９月下旬 ・評価結果の各課への通知 

 
１０月～１月 ・翌年度予算編成への対応 

 
３月 ・公表 
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◇評価結果 
・今回評価を行った事務事業の評価結果は下表のとおりです。  
・拡大及び継続する事業が全体の８９％以上を占めた一方、残る１１％弱の事業には

見直し又は廃止・中止という結果が出ました。 
・見直しが必要な事業については早急に何らかの対策を講じることはもちろんですが、

拡大、継続する事業についても、なお一層のコスト意識の徹底、住民のみなさんに

対する効果の増大を念頭においた事業の執行を図っていきます。 
 

 
評価の結果（A～D）ランクの構成

A:拡大する事業
18.9%

B:継続する事業
70.3%

C:見直しする
　事業　10.0%

D:廃止・中止

　する事業
　　0.8%

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[1５年度] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価レベル

619 100%

該当事業数、比率

合　　計

18.9%

70.3%

10.0%

0.8%5

435

117

Ｂ

62

・事業方法等の新たな工夫は要す
るが、事業水準を維持する場合

Ａ 拡大する事業
・将来への必要度が高い場合
・今後、重点的に実施すべき場合
・特色ある政策を展開する場合

継続する事業

評価の内容

Ｄ 廃止・中止する事業
・事業の廃止・中止を原則１年以
内（最長３年以内）に行う場合

Ｃ 見直しする事業

・委託化など対外的に事業転換を
はっきりさせたほうがよい場合
・事業執行上の新たな課題に対応
する場合
・事業の大幅な見直しや改善を検
討する場合
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（１）全事業に占める評価ＡからＤまでの比率は、１４年度と比べて、大きな違いは、

見られませんでした。 
 

           １５年度    １４年度 

    評価Ａ    １８．９％   １９．０％ 

    評価Ｂ    ７０．３％   ６９．７％ 

    評価Ｃ    １０．０％    ９．８％ 

    評価Ｄ     ０．８％    １．４％ 

 

    しかし、評価内容を変更した事業は、７８事業（１２．６％）あり、今年度か

ら新たに評価対象となった新規事業は、３５事業あります。 

    評価Ｄの事業が減少しているのは、１４年度の事務事業評価の結果を受けて、

７事業の廃止、統合を行なったためです。 

 

 

（２）拡大する事業（評価 A）の主な分野 

 

①子育て支援センター、ファミリーサポートセンター、児童センターの親子サロン、

認証保育所の制度の活用、幼保一元化の推進（ぷりすくーる西五反田）、家庭教

育支援ネットワーク講習（保育ボランティア講座）などの子育て分野 

 

②小中一貫校施設計画、学校施設の計画的改築、教育内容の充実（習熟度別学習、

小学校における英語学習）、特色ある学校づくり（教科担任制、福祉教育、ふれ

あい教育、小中連携教育）、学校評価、学力定着度調査、すまいるスクール、ス

チューデントシティなど学校教育分野 

 

③環境活動推進会議、家庭版ＩＳＯ、学校版ＩＳＯなどの環境分野 

 

④電子区役所推進、基幹事務管理システム整備、施設予約システムの運用、魅力あ

る図書館づくりなど情報技術分野 

 

⑤都市計画道路の整備促進、大崎駅周辺地区整備、区民住宅建設、目黒川右岸排水

施設建設事業、密集市街地整備促進事業などの都市再生、まちづくり分野 

 

 

（３）見直しする事業（評価 C）の主なもの 

   事業転換を図るものは、電子計算組織運営のアウトソーシング、図書館運営など

があり、事業執行上の新たな課題に対応するものは、区有施設営繕業務、公立保育

園運営、住宅修築資金融資あっせん事業などがあります。このほか、事業の大幅な

見直しや改善を検討する事業があります。 
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（４）廃止・中止する事業（評価Ｄ）の主なもの 

  
学童保育事業は、すまいるスクール事業に移行し、認可外保育室助成は、認証保

育所への移行により、近隣住民協力員は、学校避難所連絡会の活用により廃止する

など、これらの事業は、個別の事業として行う必要性がなくなり、他の事務事業と

統合するものや、事業そのものの必要性が薄れ、廃止するものがあります。 

11



◇評価結果一覧の見方 
  

・事業区分 
総合実施計画（第二次）に示されている事業について「計画事業」の表示があり

ます。総合実施計画（第三次、平成１６～１８年度）の策定作業と連動し評価を実

施しました。 
 

・事業名称 
区では､相談事業､市町村交流事業、公園の整備などいろいろな区民サービス事業

を行っています。これらの事業は､インターネット等経費や施設運営費など、区の予

算上、約７００事業に区分して､事業の実施をしています。今回の事務事業評価は､

この区分を基本として、計画事業と組み合わせて評価を実施しました。 
評価対象とした事業の中には､同種の事業と比べるなど、大くくり化､細分化して

評価したほうがよいものもあり､評価対象の区分に工夫を図りました。 
 
・事業成果（活動）状況 

事業の活動状況や成果を測定するものさしとして､事業の実績をいろいろな形で

とらえています。事業の成果は､事業の目的をとらえた区民から見た事業の状態を

表す指標が求められています。例えば､アンケートによる利用者の満足度や事業へ

の参加率などです。 
また、活動状況は､参加者数、利用者数､取扱い件数、開催回数など事業の執行結

果を表しているものです。 
一覧の中の事業成果（活動）状況は、１４年度の実績を表しています。 

 
・コストのあらわし方 

事務事業を行うには､物品の購入や施設の維持管理費用など直接事業にかかる経費

のほかに、その事業に携わっている人にかかわる人件費や施設の老朽化に伴う費用

などもかかっています。 
これまで､自治体は、企業の損益とは違い､利益の獲得を目的としないことから資金

の収支をつかむことに重点をおいていました。一方､自治体の財政を健全に維持して

いくためには､企業会計手法も取り入れていくことが必要とされてきています。 
そこで、今回は､実際に､事業を実施する場合の経費について､多くの要素を考慮し

て､全体の経費を表すよう､次の方法でコストを算出しています。 
コスト ＝ 事業に支出している経費＋人にかかる経費＋施設の減価償却費等の経費 

 
正確なコストをつかむことは､費用対効果を考えるうえで､重要な要素です。今後も､

できるだけ事業のコストを正確につかむよう工夫していきます。 
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・評価 
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  評価レベル

Ｂ
・事業方法等の新たな工夫は要す
るが、事業水準を維持する場合

Ａ 拡大する事業
・将来への必要度が高い場合
・今後、重点的に実施すべき場合
・特色ある政策を展開する場合

継続する事業

評価の内容

Ｄ 廃止・中止する事業
・事業の廃止・中止を原則１年以
内（最長３年以内）に行う場合

Ｃ 見直しする事業

・委託化など対外的に事業転換を
はっきりさせたほうがよい場合
・事業執行上の新たな課題に対応
する場合
・事業の大幅な見直しや改善を検
討する場合

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 説明 
   事務事業の現状や今後の実施方向などを、簡潔にまとめています。 
 
 



事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明

1

計
画
事
業

区政総合業績評価制
度（行政評価制度等）
の構築

企画財
政課

年間の事務事
業評価実施数

552 事業 45,291 A
事務事業評価、政策評価のローリング
を通じて予算編成や施策に反映させ、
区民サービスの向上を図る。

2
事業部支援プロジェ
クト

企画財
政課

検討したプロ
ジェクト数

2 件 1,061 B
施策・事業に役立つ基本的データ、地
域分析の情報基盤を充実させる。

3 起債元利償還金
企画財
政課

起債制限比率 7.4 % 4,166 B
金融市場の流動化に適切な対応を図
り、適正な公債費の水準を維持するよ
うに努める。

4

計
画
事
業

公共サインの整備
広報広
聴課

駅前等サイン・
坂・区民憲章･
百景等の設置
数

6 件 4,772 B

効果的な公共サイン計画により、まち
の変化に即応した品川にふさわしい案
内板や標識など街のサインを整備す
る。

5

計
画
事
業

ＣＡＴＶの普及促進・
活用

広報広
聴課

ＣＡＴＶ視聴可
能世帯数

103,393 世帯 93,755 A
継続的に基盤整備を図りつつ、地域に
身近な情報発信機能を高めさせてい
く。

6
｢区のお知らせ　しな
がわ｣発行

広報広
聴課

｢区のおしらせ
しながわ｣等の
発行ページ数

492 頁 130,625 B

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの活用など情報源の多様化
の中にあっても、活用度は群を抜いて
いる。区政情報を伝える最も身近な媒
体として、内容充実・紙面づくりの工夫
をしながら継続する。

7 区政資料等発行
広報広
聴課

発行部数 51,200 部 27,550 B
区民生活の利便や区政の理解や関心
を高めるため、適宜内容等刷新しつつ
継続する。

8
ホームページ等によ
る情報提供

広報広
聴課

ホームページの
トップページア
クセス数

690,000 件 20,939 A

電子媒体の即時・即効性を活かした的
確な情報提供を継続する。また、区民
に親しまれる電子上のコミニュケーショ
ンスペースとして整備、充実を図る。

9 世論調査
広報広
聴課

世論調査回答
件数

1,134 件 5,975 B

区政への要望等を的確に把握するた
め、インターネットを活用した電子アン
ケートと組み合わせるなど工夫を図り
ながら継続して実施する。

10 区政モニター制度
広報広
聴課

ﾓﾆﾀｰ集会参加
者数、ｱﾝｹｰﾄ回
答者数等の年
間延べ人数

627 人 7,509 B
区の実情、施策等、広く区民の意見を
得る有効な手段として十分活用する。

事業成果（活動）状況
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事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

11 施設見学会
広報広
聴課

施設見学参加
者数

360 人 2,513 B

区政のPRとモニタリングの方法として
当面継続して事業を推進するが、若年
層を含めた幅広い層も参加し易くする
など工夫しながら実施する。

12 区民相談（一般相談）
広報広
聴課

年間相談件数 2,986 件 6,975 B

総合的行政知識を有する人材の確保
を図り、日常の生活で直面するさまざ
まな問題について、きめ細かく適切に
支援していく。

13 区民相談（専門相談）
広報広
聴課

年間相談件数 2,330 件 36,714 B
法律相談、不動産取引相談など、専
門的見地から適切なアドバイスを行
う。

14 区政資料コーナー
広報広
聴課

年間利用者件
数

75,424 件 6,975 B
　開かれた区政として、情報公開と併
せて資料提供が重要となる。今後は、Ｉ
Tの進展に注意を払い、調整していく。

15
情報公開等審議会等
の運営

広報広
聴課

審議会の開催 3 回 5,277 B

個人情報保護を堅守することは電子
区役所を推める上でも、極めて重要で
あり、制度の公正な運営と区政の透明
性の確保を図る。

16 区のイメージアップ
広報広
聴課

区民の声で寄
せられた苦情
件数

45 件 7,185 B
区民との良好なコミュニケーションを図
るため、職員の資質向上に向けた
様々な取り組みを継続する。

17

計
画
事
業

電子区役所推進事業
情報シ
ステム
課

・電子申請適用
業務数

・アウトソーシン
グ業務システム
数

- - - A

個人情報保護、セキュリティ対策に万
全を期しつつ、「小さな区役所大きな
サービス」の要の手段として計画的に
活用する。

18

計
画
事
業

基幹事務管理システ
ム整備

情報シ
ステム
課

システム開発作
業量

765 人日 221,107 A
電子区役所を進めるための基盤整備
であり、安定的運用に万全を期し、事
務の効率化を進める。

19 電子計算組織運営
情報シ
ステム
課

ホストコン
ピュータの稼働
日数
　(休日窓口、休
日稼動を含む）

282 日 708,083 C

個人情報の保護、セキュリティの確保
に万全を期しつつ、現行ホストコン
ピュータシステムを再構築し委託化へ
と移行する。

20 私立幼稚園補助金 総務課
園児保護者補
助金申請者数

1,702 人 464,383 B

私立幼稚園への就園の円滑化や幼稚
園教育の振興を目的とした事業であ
り、区が継続して実施する必要があ
る。また、就学前児童全体の支援のあ
り方については、所管の連携を図りつ
つそのあり方を検討する。
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事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

21
非核平和都市品川宣
言事業

総務課
「宣言普及記念
事業」への参加
者数

750 人 4,536 B

平成15年度から事業内容を充実した
が、今後も「非核平和都市品川宣言」
の制定趣旨の理念に基づく事業として
継続実施する。

22
国際友好都市交流事
業

総務課 協会の会員数 269 人 101,141 B
民間レベルでの国際交流を、より進展
させるために、経費増を伴わない方法
で、一層の充実を図る。

23 新年名刺交換会 総務課
当日参加した人
数

927 人 5,170 B
新年に各界代表者と直接意見交換で
きる場を設定することは、区政にとって
重要であることから継続実施する。

24 成人式 総務課
成人式対象者
数

3,598 人 9,995 B
新成人に社会人としての自覚を持た
せる機会となるよう、社会状況に応じ
て、区が実施する。

25 文書管理 総務課 - - - 13,785 B

庁内の文書管理システムについては、
平成15年度中に稼動予定の総合行政
ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の電子文書交
換システムにも対応した効率的なシス
テムとするため、効果を検証していく。

26
品川区表彰条例等に
基づく各種表彰

秘書課
各種表彰にお
ける被表彰者
の合計人数

253 人 6,475 B
区民との協働を進める上で、功績のあ
る区民を表彰する制度は不可欠であ
り、継続して実施する。

27 人権啓発事業費
人権啓
発課

差別されたと感
じる人の減少す
る割合

- - 51,546 B
「人権尊重都市品川宣言」制定の理念
を、区民に地道に普及させるために継
続して実施する。

28
行動計画推進会議の
運営

人権啓
発課

性別役割分業
について、「男
性は仕事、女性
は家庭」という
考え方を『そう
は思わない」と
答えた割合

51.5
(平成11年）

％ 7,211 B
「男女共同参画社会をめざす第３次行
動計画品川プラン」を確実に推進する
ため継続実施する。

29
男女共同参画セン
ター運営(啓発講座）

人権啓
発課

区が設置する
審議会等の女
性委員の占め
る割合

33.3 ％ 5,854 B

男女共同参画社会の実現のため各種
講座等を通じた取組の積み重ねが必
要であり、今後とも取り組んでいくべき
内容である。

30
男女共同参画セン
ターの運営（ﾊﾟｿｺﾝ講
座）

人権啓
発課

パソコン講座受
講者数

174 人 1,951 B
女性の再就職支援を図るため充実し
た事業内容を工夫する。
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事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

31
男女共同参画セン
ターの運営（相談事
業）

人権啓
発課

対面相談およ
び電話相談件
数

405 件 2,847 B

女性に対する相談業務は男女共同参
画センター設置理念の重要な柱であ
る。相談者のニーズに対応した事業と
なるよう工夫しながら継続して実施す
る。

32 職員研修 人事課
延べ研修受講
者数

13,959 人 54,199 A

地方分権が進むなかで、職員の意識
改革や政策形成能力の向上が一層求
められている。一定の成果が得られて
いるものの、新たな課題に挑戦し続け
る職員の育成を図る観点から、今後も
創意工夫を図る。

33 職員住宅管理 人事課
月平均入居者
数

69 戸 62,518 C

　災害対策初動体制要員の確保の面
から、一定規模は必要であるが、２寮
の廃止に続き、今後も見直しを進める
必要がある。

34
職員顕彰（個人・団体
表彰）

人事課
受賞団体・個人
数

6
団体
数 1,452 B

平成15年度から事業部長賞を導入す
るなど、職員全体の職務意識の向上
を図ることにより、より質の高い行政
サービスを目指していく。

35
職員顕彰（永年勤続
者感謝・表彰）

人事課 受賞者数 396 人 12,317 B
効率的執行に努めながら、継続して実
施する必要がある。

36
職員住宅資金融資
あっ旋事務

人事課
融資あっ旋実
績件数

0 件 5,412 D
新規あっ旋は休止しており、現存の利
子補給終了後は廃止する。

37 職員への被服貸与 人事課 被服貸与者数 1,659 人 31,077 C

平成15年度に少数職種について見直
し改善したものの、全職種について、
貸与品を精査した上で、職務を行う際
に真に必要なものについて貸与を行う
ものとし、経費削減を図る。

38 安全衛生関係事業 人事課
各種講習会参
加者数

492 人 18,370 B

職場環境の変化に応じて、事業内容
の見直しをしつつ、職場の安全衛生に
対し事業者としての責任を果たしてい
く。

39 職員の健康診断 人事課
定期健康診断
一次の受診者
数

2,205 人 26,005 B
雇用主として職員の健康管理に対す
る継続的な取り組みを行い責任を果
たしていく。

40 人事給与関係事務 人事課 - - - 142,706 B

基幹事務管理システムの中で人事給
与システムの改善に取り組んでおり、
引き続き効率的執行に努めながら継
続して実施する。
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事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

41

計
画
事
業

都市型公害対策の推
進

経理課

低公害車の導
入台数および
ディーゼル車の
他の燃料車等
への切り替え台
数

- - - A

環境対策に取り組む自治体として、庁
有車の買い替え時には低公害車の導
入を図るとともに、区民に対しても普及
促進を図る。

42 品川区土地開発公社 経理課
土地の先行取
得件数

11 件 7,569 B

事業目的である土地の先行取得実績
は縮小傾向にあるが、補助163号線等
の都市計画道路の整備事業が進行中
であることから継続する。

43 区有施設営繕業務 経理課

１年間に各事業
部から執行委
任された工事等
の件数

142 件 129,545 C

区有施設の営繕業務は建物や設備を
補修・改修し区有財産としてそれぞれ
の目的に沿って利用可能な状態に維
持することであり、効率的に業務を進
めるため、民間活用を更に進める必要
がある。

44 庁舎駐車場管理業務 経理課 年間利用台数 204,572 台 13,126 B
現状の利用状況から判断して需用は
高く、公有財産の有効活用を図る上で
コストに留意しつつ継続する。

45 電話交換業務 経理課
電話交換受付
件数

488,347 件 74,865 C
職員の年齢等を考慮しながら、民間委
託等を検討する必要がある。

46
入札予定価格１０００
万円以上の工事請負
契約事務

経理課 入札件数 93 件 6,896 A

財務会計制度とリンクさせた電子入札
の導入などを視野に入れ、公平性・透
明性・競争性をより高める必要があ
る。

47 総合庁舎維持管理 経理課  年間開庁日数 245 日 523,884 B

長く庁舎の使用が可能となるよう良好
な状態に維持し続けるとともに、環境Ｉ
ＳＯを踏まえた経費の縮減を図るなか
で、来庁者が気持ちよく安心して庁舎
を利用できるよう適切な管理を行って
いく。

48 財産価格審議会 経理課
審議対象物件
の資料作成件
数

11 件 4,827 B

公有財産について、処分時や取得時
に適正な価格を評定することは、区の
財産を守る上から継続する必要があ
る。

49 公有財産管理 経理課
  火災保険加入
件数

1,027 件 46,449 B

各部の財産管理を指導・助言する立
場から、公有財産の現状を正確に把
握し引き続き適切に管理していく。･

50
庁有自動車運行維持
管理

経理課 年間運行回数 5,633 回 118,543 C

平成15年度から集中管理を図る等の
見直しを行ったが、引き続き運転業務
の委託等を含め、経費削減のための
検討を進める。
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51
区有施設間のメール
運行管理

経理課
年間配送か所
数

37,975 か所 29,176 C

平成15年度よりメールカーの運行回
数の見直しを図り経費の削減に努め
たが、今後も庁内イントラネットの活用
状況を踏まえ見直しを検討する。

52

計
画
事
業

自立した消費者の育
成

区民課

小学６年生・中
学３年生への副
読本の配付人
数

4,500 人 2,211 A

副読本を配布するだけでなく、新たな
消費者問題傾向に対応した啓発手法
を考えるなど、より効果的な消費者教
育の方法を検討する。

53

計
画
事
業

マイガーデン運営 区民課 か所数 1
（平成15年度）

か所 - B
遊休地を対象とし、コストおよび周辺
環境を充分検討したうえで事業展開す
る。

54

計
画
事
業

インターネット美術館
の運営

区民課
ウェブサイトへ
の作品展示応
募件数

- - - B
多くの区民が参加し、継続的に楽しめ
るような内容を工夫し、実施する。

55

計
画
事
業

臨海部広域斎場建設 区民課
臨海部広域斎
場の建設予算
執行額

126,254,200 円 127,189 C
15年度竣工した後は利用実績に見
合った負担割合について調整を図り適
切な運営をしていく。

56

計
画
事
業

水と緑の市町村との
交流事業（山北）

区民課
交流事業参加
者数

4,531 人 17,663 C
現状の効果を分析し、品川区民と山北
町民のふれあいがより一層深まるよう
に内容を見直す。

57

計
画
事
業

水と緑の市町村との
交流事業（早川）

区民課
交流事業参加
者数

2,301 人 13,772 B
民間レベルでの交流も活発化している
ことも踏まえ、今後も魅力ある事業展
開を推進する。

58 消費者育成及び支援 区民課
啓発人数（事業
参加者数）

223,441 人 31,573 B

自立した消費者の育成と消費生活被
害の減少に向け、効果的なＰＲ活動、
最新の情報提供、講習会の開催など
の推進に努める。

59 消費生活相談 区民課 相談件数 1,741 件 17,686 B
相談に対しては的確に応対し、消費生
活被害の減少、未然防止を図る。

60 消費者センター運営 区民課
会議室と啓発
展示室の利用
件数

433 件 13,932 B
効率的な運営を図りつつ、消費者被害
の減少に向け、効果的なＰＲ活動の機
会と場の提供に努める。
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61 品川荘運営 区民課 利用人数 14,057 人 137,553 B
区民が満足し、より利用しやすい施設
運営をめざす。

62
区民保養所（暖景苑）
運営

区民課 利用人数 6,394 人 118,134 C
区民が利用しやすいよう、保養所事業
全体を見直す方向で検討する。

63 箱根荘運営 区民課 利用人数 8,303 人 88,999 B
露天風呂等リニューアルした部分をア
ピールして利用者の増を図る。

64
(財）品川文化振興事
業団に対する助成

区民課
事業参加者数
および利用者
数

79,644 人 294,352 B
引き続き助成していくが、今後も管理
運営や賃借料等経費を工夫していく。

65 総合区民会館運営 区民課 利用件数 9,586 件 1,006,990 C
区民の文化活動の拠点として利用者
の拡大に努める一方、会館運営の費
用対効果を検討する。

66 奨学金貸付事業 区民課
奨学金貸付人
数

362 人 99,804 C
収入未済が生じない返済方法等を検
討する。

67
区民斎場（なぎさ会
館）運営

区民課 利用件数 427 件 59,391 B
臨海斎場との連携もふまえ、より利用
しやすい運営を図る。

68
統計調査員等確保対
策事業

区民課
登録調査員の
確保数

124 人 2,438 B
国等の動向をふまえ、効率的に統計
調査員を確保、活用していく。

69 「品川区の統計」作成 区民課
資料の活用の
頻度

6,795 回 5,168 C
経年資料としても加工、活用できるよう
に過去の資料も含めた電算データの
構築を検討する。

70

計
画
事
業

地域センター施設の
充実・整備

地域活
動課

大崎第1地域セ
ンター改修工事
進捗率

平成１６年1月
オープン - 134,491 B

「ふれあいサポート活動」の拠点とし
て、地域センター･集会所を計画的に
整備改修する。
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71

計
画
事
業

ふれあいサポート活
動（地域相互支援活
動）

地域活
動課

ボランティア活
動延べ件数

835 件 38,813 A

各地域センターごとに設置された「ふ
れあいサポート活動会議」を中心に、
地域の特性に対応した区民相互扶助
を育む環境作りを積極的に推進する。

72

計
画
事
業

地域振興事業(地域
振興事業委託）

地域活
動課

地区活動会議
等の参加延べ
人数

3,518 人 42,848 B

形式的、形骸化することがないよう、
開催テーマと年間計画を作成し、各地
域団体と地区活動会議を開催してい
く。

73
地域活動基盤整備補
助

地域活
動課

会館建設・掲示
板設置等助成
件数

97 件 25,584 B
今後もコミュニティの拠点としての町会
会館の設置･改修の助成をしていく。

74
地域センター管理運
営

地域活
動課

各地域センター
の集会室を使
用した年間の件
数

24,204 件 482,339 C
地域コミュニティの核として対応する一
方、窓口行政事務に関してはＩＴ化の
推移を見ながら再検討をしていく。

75
東大井区民集会所管
理業務委託

地域活
動課

　施設を利用し
た年間の人数

31,249 人 20,968 B
地域コミュニティの自主活動の拠点の
ひとつとして効率的で適正な管理運営
に努める。

76
荏原区民センター管
理業務委託

地域活
動課

　施設を利用し
た年間の人数

82,442 人 37,586 B
地域コミュニティの自主活動の拠点の
ひとつとして効率的で適正な管理運営
に努める。

77 平塚橋会館運営
地域活
動課

年間利用実績
件数

1,218 件 13,484 B
斎場施設としてのあり方を見直し、地
域コミュニティの自主活動の拠点とし
ても活用する。

78 地域美化推進事業
地域活
動課

ポイ捨て禁止啓
発活動および
地域の清掃活
動等に対する
参加人数

10,701 人 81,531 B
歩きたばこ防止キャンペーンと連携
し、ポイ捨て禁止を始めとする地域美
化を推進・啓発していく。

79
地域環境整備等助成
金

地域活
動課

活動団体として
登録された町
会・自治会数

206 団体 70,773 B
町会、自治会を核に地域の環境整備
に有効に取り組んでいく。

80 区民まつり
地域活
動課

区民まつりの参
加延べ人数

69,613 人 83,280 B
地域の独自性を生かした区民まつりを
創造し、地域のふれあいの場を提供
する。
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81 地域食事サービス
地域活
動課

延べ配食回数 23,033 回 88,967 A
事業展開にあたっては、ふれあいサ
ポート活動を活用し、地域福祉事業と
して拡大していく。

82
地域振興事業（品川
区町会連合会補助
金）

地域活
動課

年度当たりふれ
あい保険の支
払件数

16 件 8,958 B
さまざまな地域行事や事業などを円滑
に運営するために、品川区町会連合
会と連携を図っていく。

83
地域振興事業（地域
ニュース発行等）

地域活
動課

発行回数 212 回 42,785 B
地域に密着した情報提供媒体として、
内容を充実させ、今後も発行していく。

84 ふれあい掲示板管理
地域活
動課

改修補修作業
掲示板数

38 基 9,471 B
効率的な維持・管理をし、今後も有効
に活用していく。

85
生活安全推進事業
（防犯防火協会補助
金）

地域活
動課

助成実績 8 団体 8,596 A
生活安全パトロールなどと連携し、防
犯･防災に関しては生活安全協議会で
協議を行いながら充実を図る。

86
歩きたばこ防止キャ
ンペーン

地域活
動課

歩行喫煙、ポイ
捨て禁止啓発
活動および巡
回指導等に対
する実施日数

平成15年７月
から開始 - - A

地域の美化・通行の安全などの観点
から歩行喫煙、吸い殻・空き缶等の投
げ捨てに対して罰則つき取締りおよび
啓発活動を実施していく。

87 青少年健全育成事業
地域活
動課

各地区の事業
参加者合計数

98,582 人 173,950 A
年々変化する青少年を取り巻く環境に
対応する地区委員会事業等を通して、
青少年の健全育成に寄与していく。

88
青少年問題協議会運
営

地域活
動課

1年間に開催す
る会議数

11 回 21,225 B

家庭・学校・地域・行政が連携し、青少
年の健全な育成を実現するため、今
後も青少年問題協議会を有効に開催
する。

89 災害応急対策
地域活
動課

災害弔慰金、災
害見舞金の受
給者数

410 件 12,249 B
災害時には被害状況を早急に把握し
対応する。

90 区政協力委員会
地域活
動課

年間参加延べ
人数

966 人 114,774 B
区政協力委員会を有効に活用し区民
の要望を的確につかみ、区政に反映
していく。
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91
住民基本台帳事務
(地域センター分）

地域活
動課

住民基本台帳
法に基づく諸届
件数および諸
証明交付件数

181,289 件 197,556 C

窓口で本人確認を行うことにより個人
情報の保護を図りつつ、効率的で適正
な管理運営に努める。今後は、住民基
本台帳ネットワークシステムなどの動
向を踏まえて事務改善を検討する。

92
印鑑登録証明事務
(地域センター分）

地域活
動課

印鑑登録届出
および証明書
の交付件数

135,281 件 53,537 B

窓口で本人確認を行うことにより個人
情報の保護を図りつつ、効率的で適正
な管理運営に努める。今後は、区民の
利便性を考慮した交付体制等につい
て検討する。

93

計
画
事
業

事業所の地域協力 防災課
防災協議会参
加事業所数

35
事業
所 1,042 A

事業所と連携して災害に備えることが
できるよう、具体的に計画をたて、体
制の整備を推進していく。

94

計
画
事
業

災害要援護者の安全
確保

防災課
災害要援護者
名簿の作成地
区数

36 地区 13,813 A
災害要援護者についての認識を高
め、ふれあいサポート活動を活用した
災害時の体制作りを図る。

95

計
画
事
業

学校等の避難所機能
の充実

防災課 便槽設置校数 42 校 30,820 B
残りの便槽を計画どおり整備するとと
もに、避難者確認システムなど導入に
より避難所機能の充実を図る。

96

計
画
事
業

防災行政無線管理 防災課
防災無線の整
備（固定系）

639 台 26,781 B

「防災伝言板」「防災テルてる」を有効
に活用するとともに、平成24年の周波
数デジタル化に向け、より良いシステ
ム導入を検討していく。

97

計
画
事
業

医療救護体制の整備
および救護所の設置

防災課
医療資機材の
配備学校数

58 校 3,947 B
医療資機材・医薬品のランニングス
トックの体制整備に努め、災害時に備
える。

98 防災会議運営 防災課
地域防災計画
策定(見直し検
討中）

- - 2,339 B
地域防災計画の見直し等、円滑に遂
行する。

99 消防団運営補助 防災課 消防団員数 638 人 21,400 B
地域防災の担い手として、消防団活動
に対し適切な補助を行う。

100 防災区民組織育成 防災課
防災区民組織
の設置状況

203
組織
数 31,931 B

防災区民組織は区の防災行政の根幹
をなすものであり継続実施する。
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101 防災協議会 防災課
防災協議会の
行なう街頭消火
器点検本数

5,158 本 10,501 B
防災協議会を通じ、地域の自主防災
意識普及活動を推進する。

102 防災訓練 防災課
防災訓練の実
施地区数

13 地区 14,982 B
災害時に迅速・適切な対応をとるため
に、効果的かつより多くの人が参加す
るよう訓練内容を工夫し実施する。

103 防災普及教育 防災課
家庭用消火器
購入斡旋補助
金支給本数

867 本 26,239 B
災害時の被害を最小限にとどめるた
め、防災知識の普及に努める。

104
防災センター展示・体
験施設運営

防災課
シアター等年間
利用者数

8,400 人 22,513 B
防災センターの展示･体験施設を含め
た全スペースの有効活用・催事・ＰＲ
方法を工夫する。

105 防災活動広場管理 防災課
防災活動広場
設置箇所数

20 箇所 11,078 B
今後、維持管理について効率的な方
法を探る。

106
区職員の防災体制整
備

防災課
延べ訓練参加
職員数

2,042 名 11,941 A
初動活動の職員を確保し、災害応急
対策活動の体制が充実するよう、職員
の対応力の向上を図る。

107 備蓄物資管理 防災課 備蓄食糧数 672,000 食 29,074 B
備蓄物資･食糧は内容、数量、保存年
限等を勘案し、効率的に管理する。

108 消火器整備 防災課
消火器の機能
点検本数

291 本 18,503 C
街頭消火器の老朽取替を計画的に実
施するとともに、家庭用消火器のあっ
せんを推進していく。

109 給水施設管理 防災課
ろ過機の維持
管理

58 台 3,243 B
応急給水施設、災害対策用井戸、学
校プールの水もいざというときすぐに
使用できるよう適切に管理する。

110  貯水槽管理 防災課
貯水槽整備基
数

1,475 基 1,629 B
今後は地域の必要度等を勘案し検討
していく。
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111

計
画
事
業

中小企業ＩＴ化促進事
業

産業振
興課

パソコン講習会
年間実施回数

58 回 4,102 B
　区内中小企業の経営基盤の強化を
図るために、各種ＩＴ講座を実施し、情
報化対応を支援する。

112

計
画
事
業

ベンチャー創業支援
事業

産業振
興課

事務室の入居
率

- － 8,571 B
将来性と意欲ある企業を誘致し、在来
製造業の活性化につながる事業展開
をする。

113

計
画
事
業

産業観光情報ネット
ワーク化事業

産業振
興課

産業情報ネット
ワーク化進捗
状況／年

100 ％ 8,207 A
区内産業の活性化戦略として位置づ
け、新たな広報媒体・情報収集ツール
として条件整備をする。

114

計
画
事
業

企業間交流支援事業
産業振
興課

交流活動に参
加した企業数
（延べ）

75 社 10,540 B
多様な企業間交流の支援をし、中小
製造業の活性化を推進する。

115

計
画
事
業

企業活力づくり支援
事業

産業振
興課

ビジネスカタリ
スト派遣件数

8 件 5,946 A
本年開設の「ものづくり創造センター」
を充分活用し、経営環境に応じた支
援・意欲的な企業の自立を支援する。

116

計
画
事
業

商店街にぎわい創出
事業

産業振
興課

補助金交付額 46,024 千円 76,368 B

商店街の実状を把握し、集客力向上
に向け、自主自立した商店街の販売
促進活動およびイベント事業を支援す
る。

117 産業振興懇談会
産業振
興課

開催数 2
(H13年度）

回 1,029 B
区内産業界と中小企業をとりまく諸問
題の討議・情報交換・質的向上の場と
して活用する。

118
地域産業情報収集提
供事業

産業振
興課

産業ニュースの
配付部数

163,710 部 20,673 B
区内中小企業に関係する幅広い層に
向け、わかりやすくタイムリーな情報の
提供に努める。

119 商工相談事業
産業振
興課

　融資相談の実
績（基幹相談事
業の実績）

1,871 件 21,797 B
経営環境の変化に対応できる商工相
談事業の展開を図る。

120
中小企業事業資金融
資あっ旋事業

産業振
興課

融資実行実績 1,398 件 304,346 B
手続きの簡素化・利便性を図るととも
に、社会経済情勢に的確に対応した
制度内容の充実に努める。
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121 伝統的産業の振興
産業振
興課

行事開催日数 36 回 10,416 B
区内伝統的産業をさまざまな機会を通
じ効果的に区民に紹介し振興･発展に
努める。

122 産業振興事業助成金
産業振
興課

補助金交付額 7,500 千円 8,431 B
区内産業の活性化に向け、区内中小
企業が組織する産業関係団体の活動
を支援する。

123
中小企業センター等
の運営

産業振
興課

開館日 347 日 255,961 B
効率的で適正な施設管理運営に努め
るとともに、産業ＰＲコーナーの活用を
図る。

124
工場等集団化・共同
化事業

産業振
興課

広町一丁目工
場アパートの入
居状況

100 ％ 4,495 C
近年の社会動向や企業の意向を検証
したうえで、新たな方策を検討する。

125
産業のまちネットワー
ク推進協議会事業

産業振
興課

総会・定例会に
参加した自治体
数（延べ件数）

55 件 3,068 B
他都市との産業政策等に関しての交
流を通じ、中小製造業の課題解決に
つなげる。

126
新製品・新技術開発
促進事業

産業振
興課

助成制度の中
堅製造業申請
件数

119 件 19,387 B
新製品･新技術の開発に対して意欲的
な中堅製造業を育成し支援する。

127
ＩＳＯ認証取得支援事
業

産業振
興課

ＩＳＯ認証取得
助成申請件数

92 件 14,021 B
中小企業の経営体質の改善を図る仕
掛けのひとつとしてＩＳＯの認証取得を
支援する。

128
人づくり・産学交流支
援事業

産業振
興課

インターンシッ
プに協力した新
規企業の累積
数

15 社 6,375 C

インターンシップに関して学生のニー
ズと受入れ企業とのギャップが生じて
いる点も踏まえ、事業内容の大幅な見
直しを検討する。

129
品川技術ブランドＰＲ
事業

産業振
興課

ＮＰＯを活用し
て創出した｢品
川技術ブラン
ド」の件数

－ － 10,555 A

技術力のある区内製造業に対し、技
術革新や製品開発の情報発信を支援
することにより、受発注機会の増大、
販路の拡大などの推進を図る。

130
製造業活性化情報発
信事業

産業振
興課

企業データの累
積登録件数

392 件 11,149 B
社会情勢や技術革新など様々な状況
の変化に対応できる企業情報の収
集、発信に努める。
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131 商店街振興事業
産業振
興課

装飾灯保有商
店街数に対す
る助成商店街
数

99 街数 22,294 B
商店街の振興発展につながるよう、経
済的・効率的な事業の執行に努める。

132 チャレンジマート事業
産業振
興課

助成金交付実
績

1,200 千円 15,993 B
商店街の空洞化の歯止めにつながる
効果をあげるよう有効な事業助成に努
める。

133
商店街活性化推進事
業

産業振
興課

補助金交付額 33,776 千円 107,954 B
施設改修や各種ソフト事業が商店街
の活性化につながるよう、適正な助成
に努める。

134
商店街ステップアップ
支援事業

産業振
興課

助成金交付額 5,432 千円 10,773 B
商業環境の変化や世代交代の動向を
踏まえ、商店街が取り組む人材育成
事業を支援していく。

135
共通商品券普及促進
事業

産業振
興課

助成金交付額
（H15年度から）

- - - A
区内商店街振興の一環として、区商連
における商品券事業の普及推進をサ
ポートする。

136 勤労者福利厚生事業
産業振
興課

開催日数 14 日 8,422 C
勤労者対策として実施する事業の再
検討をする。

137
内職相談およびあっ
旋事業

産業振
興課

内職あっ旋者
数

202 人 1,034 B
求職希望者が増加しているため、求人
数の割合を増やし効率的なあっ旋を
行う。

138
勤労者共済会運営補
助

産業振
興課

補助金交付額
実績

23,624 千円 24,555 B
中小企業勤労者の福利厚生を支援す
るために、勤労者共済会の事業を支
援する。

139 経営カレッジ
産業振
興課

講習会、セミ
ナー等の実施

1,107 人 8,920 B

経営実務に関する各種講座を実施す
ることにより、人材育成など経営基盤
の安定を図る。･

140

計
画
事
業

戸籍電算化開発事業
戸籍住
民課

電算化の進捗
状況

20 ％ 245,099 B

個人情報の保護に万全を期すととも
に、事務処理の標準化･効率化･省力
化および住民サービスの向上を図る
ために計画的に電算化を推進する。ま
た、電算化事業の進捗に合わせて、執
行体制等の見直しを検討する。
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141 誕生記念品事業
戸籍住
民課

誕生によって区
民になった新生
児数

2,325 件 3,997 B
品川区への愛着心、品川区の施策へ
の関心を高める機会のひとつとしても
継続する。

142
住民基本台帳ネット
ワークシステムの構
築

戸籍住
民課

システム整備の
進捗状況

50 ％ 54,935 B
個人情報の保護に万全を図りつつ、
住民基本台帳カードの普及に努める。

143
戸籍事務　①戸籍届
出事務

戸籍住
民課

戸籍に関する
届出の審査お
よび戸籍の編
製と保管

76,884 件 237,226 A

戸籍事務の電算化によりセキュリティ
対策に万全を期し、事務改善を積極的
に進める。また、窓口で本人確認を行
うことにより個人情報の保護を図る。

144
戸籍事務　②戸籍証
明事務

戸籍住
民課

戸籍の謄抄本
等証明書の交
付件数

137,111 件 120,730 A

戸籍事務の電算化によりセキュリティ
対策に万全を期し、事務改善を積極的
に進める。また、窓口で本人確認を行
うことにより個人情報の保護を図る。

145 人口動態調査
戸籍住
民課

出生、死亡、死
産、婚姻および
離婚の各届出
(処理)件数

8,513 件 7,956 B
戸籍事務全体の電算化に際し、効率
的な事務改善を図る。

146
住民基本台帳事務
(戸籍）

戸籍住
民課

住民票の写し
等の交付、閲覧
件数

283,038 件 185,270 C

住民基本台帳ネットワークシステムの
稼動や電子自治体の動向などを踏ま
えて、事務改善に必要な見直しを検討
する。

147
印鑑登録証明事務
(戸籍）

戸籍住
民課

印鑑登録･証明
書交付件数

186,412 件 36,986 B
窓口で本人確認を行うことにより個人
情報の保護を図りつつ、効率的で適正
な管理運営に努める。

148 住居表示管理事務
戸籍住
民課

住居番号付番
件数

848 件 9,456 B 効率的な事務執行に努める。

149 外国人登録事務
戸籍住
民課

外国人登録原
票の作製･整
備･管理、諸証
明の発行件数

34,040 件 67,335 B
個人情報の保護に考慮しつつ、効率
的で適正な管理運営に努める。

150
大井町サービスコー
ナー運営

戸籍住
民課

戸籍の謄抄本、
住民票、印鑑登
録証明書等の
交付件数

25,891 件 31,146 A
休日･夜間の窓口開設、証明書の即
時発行を充実させることにより、区民
の利便性を高める。
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151 区民カード交付事務
戸籍住
民課

品川区民カード
の交付件数
（H15.12末）

3,759 件 - B
証明書の交付および届出に係る本人
確認に関する条例の施行に伴い、区
民カードの無料交付を継続する。

152
住民基本台帳人口集
計事務

戸籍住
民課

住民基本台帳
に基づく統計と
報告(住民基本
台帳月報・年報
･人口調査)

14 回 969 B 効率的な事務執行に務める。

153 特別区税賦課事務 税務課

当初調定額に
対する無申告
者、扶養ダブ
リ、法定資料等
の調査による定
額増額分

193,761 千円 606,754 B
区税の適正かつ公平な賦課に努め
る。

154 納税促進事業 税務課 口座振替者数 16,312 人 44,893 B
口座振替による納税推進等について、
より効率的なＰＲ方法を工夫する。

155 過誤納金返還金事務 税務課
還付金および
加算金額

100,516 千円 110,794 B
過誤納金を減らす対応を進めるととも
に、還付金が発生した場合は迅速な
処理をする。

156 区民税の徴収 税務課
１年間に徴収し
た特別区税

32,307,238 千円 418,228 A
24時間いつでも納付できるコンビニ収
納など新たな徴収方法も含め、効率的
な区税の徴収に努める。

157 臨時運行許可事務 税務課
臨時運行許可
件数

1,028 件 4,816 B
利用者に対して迅速かつ正確な事務
処理に努める。

158
国民健康保険事業
（退職被保険者医療
費）

保険年
金課

保険医療機関
に受診した月平
均被保険者数

16,250 人 2,977,141 B 今後とも適正な執行に努める。

159
国民健康保険事業
（一般被保険者医療
費）

保険年
金課

保険医療機関
に受診した月平
均保険者数

67,025 人 11,012,534 B 今後とも適正な執行に努める。

160
国民健康保険料収納
率向上対策

保険年
金課

調定額に対す
る実収入額

9,026,283 千円 198,667 A
本年より開発に着手しているコンビニ
収納システムをはじめ、多様な手法を
考え収納率向上に努める。
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161
品川区国民健康保険
運営協議会運営

保険年
金課

会議の開催回
数

2 回 827 B
円滑で民主的な運営を図る。また今
後、女性委員の比率を高めるよう努め
る。

162
趣旨普及(国民健康
保険事業のＰＲ）

保険年
金課

発行部数 254,950 部 9,277 B
ＰＲ方法に工夫を加え、一層効率的な
趣旨普及に努めていく。

163
国民健康保険事業
（葬祭費）

保険年
金課

葬祭費の支給
件数

1,749 件 128,971 B 適切な事務執行に努める。

164
国民健康保険事業
（医療費通知）

保険年
金課

医療費通知対
象世帯延べ件
数

61,511 件 6,296 B
健康への認識を深め、医療費の適正
化につながるよう通知内容を工夫して
継続的に実施していく。

165
国民健康保険事業
（保養施設）

保険年
金課

保養施設利用
者数

2,493 人 16,176 B
被保険者の利用状況等により指定施
設の更新を行ない、利用効率の向上
を図る。

166
国民健康保険事業
（出産育児一時金）

保険年
金課

出産育児一時
金の支給件数

527 件 191,925 B 適切な事務執行に努める。

167
国民健康保険事業
（結核・精神医療給付
金）

保険年
金課

結核・精神医療
給付金の支給
対象平均人数

937 人 17,997 B 今後も適正な執行に努めていく。

168 国民年金事務
保険年
金課

届出等受付総
件数

48,087 件 163,389 B より一層の事務の効率化に努める。

169
介護保険事業（賦課
徴収）

保険年
金課

調定額と実収
入額

2,364,273 千円 85,545 A
第１号被保険者の普通徴収分に関し
て徴収率向上の方策を検討する。

170

計
画
事
業

障害者自立生活支援
センター整備

障害者
福祉課

センターにおけ
る相談状況

49 件 8,876 B

身近な地域で相談を受け、障害者が
必要とする福祉サービスに的確につな
げていくなど、調整機能の向上を図
る。
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171

計
画
事
業

知的障害者ガイドヘ
ルパー派遣の実施

障害者
福祉課

年間の派遣回
数

36 回数 1,718 B
継続して知的障害者の社会参加を促
進する。

172

計
画
事
業

障害者住宅の確保
障害者
福祉課

障害者住宅の
供給状況

6 戸 934 B
他の住宅、施設との複合方式など、障
害者の居住に適した障害者住宅の確
保に努める。

173

計
画
事
業

知的障害者のグルー
プホームの整備・充
実

障害者
福祉課

知的障害者グ
ループホーム
数

3 箇所 - A
区内に居住する知的障害者が､住み
慣れた地域で引き続き自立した生活
が営めるよう整備する。

174

計
画
事
業

重度身体障害者の生
活の場の確保

障害者
福祉課

調査・検討中 - - - B
常時介護が必要な最重度の身体障害
者の介護と生活の場を確保するため、
調査・検討を継続する。

175

計
画
事
業

知的障害者入所施設
の整備・充実

障害者
福祉課

入所施設建設
の進捗状況
(H16年度新設１
か所）

- - 134,059 A
身近な地域での自立生活支援施設を
来年度開設に向け整備する。

176

計
画
事
業

知的障害者の通所施
設の整備・充実

障害者
福祉課

通所施設の新
規開設数

- - - A

在宅生活を支援し、充実した生活を送
ることができるよう、定員拡大や既存
施設の機能転換など、知的障害者通
所施設の整備充実を図る。

177

計
画
事
業

福祉工場の事業拡大
障害者
福祉課

障害者の就労
状況(H15年度
新設１か所）

- - - A
障害者の就労の機会と場を確保する
ため、福祉工場の事業拡大を図る。

178

計
画
事
業

障害児地域生活支援
（障害児放課後生活
サポート事業）

障害者
福祉課

預かりサービス
の利用者数

869 人 3,484 A
障害児の介護者を支援するとともに、
障害児の社会参加と自立支援を促進
する。

179

計
画
事
業

有償在宅福祉サービ
ス制度の充実

障害者
福祉課

利用会員数 401 人 47,051 B

高齢者の在宅における多様な自立支
援のサービスを継続するとともに、より
効果的な実施に向け、今後のあり方を
検討する。

180
障害者情報バリアフ
リー化支援事業

障害者
福祉課

年間受講者数 216 人 2,638 A

障害者の情報バリアフリー化を推進
し、情報機器を活用した障害者の社会
参加の促進を図る。
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181
社会福祉法人および
障害者団体への助成

障害者
福祉課

助成金を交付
する法人および
団体数

12 団体 138,070 B
社会福祉協議会や障害者団体などの
団体に事業運営上必要最小限の助成
を継続する。

182 西大井福祉園運営
障害者
福祉課

年間の通所利
用対象者数

40 人 124,534 B
知的障害者が自立した生活を営むた
めの更生援護施設として、継続して自
立支援を図る。

183
知的障害者福祉支援
費

障害者
福祉課

年間の施設へ
の入所（通所）
対象者数

438 人 1,197,107 B

知的障害者が生活指導や訓練を受け
ることができるよう、新たな福祉サービ
スの仕組みである支援費制度に基づ
き、施設への入所および通所を実施
する。

184
身体障害者福祉支援
費

障害者
福祉課

年間の施設へ
の入所（通所）
対象者数

87 人 258,721 B

身体障害者が生活指導や訓練を受け
ることができるよう、新たな福祉サービ
スの仕組みである支援費制度に基づ
き、施設への入所および通所を実施
する。

185
障害者福祉手当
（障害者への手当支
給）

障害者
福祉課

各種手当の受
給者数

7,254 人 984,745 B
手当を支給することにより、心身障害
者の福祉の増進を図る。

186

心身障害者通所訓練
事業
（心身障害者福祉会
館運営）

障害者
福祉課

年間の通所利
用対象者数

47 人 167,487 C
新しい時代に適合したサービス機能の
充実と公設民営型の運営体制への移
行を図る。

187
在宅障害者デイサー
ビス事業

障害者
福祉課

年間のサービ
ス利用対象者
数

199 人 42,310 B
障害者が日中、作業や訓練活動を行
うための場として必要なデイサービス
事業を実施する。

188
福祉ショップ「テルベ」
の運営

障害者
福祉課

年間の客数 4,102 人 3,925 C

開設7年目となり、製品の販売を通し
て、区民の障害者に対する理解を高
める上で効果を発揮してきたが、売上
げ向上策等も含め、今後のあり方の
改善・検討を行っていく。

189
在宅障害者に対する
社会参加への支援

障害者
福祉課

各事業の利用
人数

8,245 人 115,808 B

社会参加を促進する各種サービスの
提供や就労援助を拡充するなど、社
会経済情勢の変化に対応し実施す
る。

190
障害者福祉について
の啓発･ボランティア
養成

障害者
福祉課

イベント・講習
会への参加者
数

1,110 人 35,718 B

障害者に対する区民の理解を深める
ための啓発活動および地域で支えあ
うボランティアの育成について継続す
る。
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191
民生委員・児童委員
事業

障害者
福祉課

地区協議会等
の開催件数

109 件 56,420 A

民生委員・児童委員活動の活性化に
向けた13地区での体制整備を図るとと
もに、地域における連携、協力体制を
強化する。

192 生活保護法施行事務
生活福
祉課

診療報酬明細
書再点検による
過誤発見数

1,124 枚 149,483 A
生活保護事務システムの導入により、
正確性の向上と事務の省力化を図
る。

193 高額療養費貸付事業
生活福
祉課

年間の貸し付
けた貸付件数

1,022 件 9,787 B
貸付事務の的確性・迅速性に留意し
つつ、生活の安定と福祉の増進を図
る。

194
行旅死亡人等取扱事
務

生活福
祉課

年間の医療給
付および火葬
等を行なった取
扱件数

13 件 6,157 B 引き続き行旅病人の救護等を行う。

195 生活保護支給
生活福
祉課

生活保護受給
世帯数

2,865 世帯 9,019,705 B
今後とも適正保護に努め、生活困窮
者の最低生活維持および自立の促進
を図る。

196
生活保護世帯に対す
る援護事業（法外）

生活福
祉課

生活保護世帯
数

2,865 世帯 90,620 C
事業の有効性等について見直しを継
続する。

197

計
画
事
業

在宅子育て支援事業
（児童センターの親子
サロンの設置）

児童課
親子サロンの
増設数

1 箇所 11,765 A
子育て中の親子の出会いと交流の場
として「親子サロン」を整備し､児童セン
ター事業の充実を図る。

198

計
画
事
業

魅力ある遊び場の整
備・充実（児童セン
ター施設整備）

児童課
大規模改修実
施施設数

1 か所 67,326 B
子育て・中高生支援等の特色ある児
童センター機能の充実のために計画
的な施設改修を実施していく。

199

計
画
事
業

（仮称）西五反田地域
子育て支援センター
事業

児童課
来館者数
（H16.6開設予
定）

- - - A
身近な地域の子育て拠点として整備
し、相談の実施、育児講座の開催等を
行っていく。

200

計
画
事
業

地域子育ての総合的
推進（子育て支援セ
ンター事業）

児童課 来館者数 3,874 人 60,716 A
総合的な子育て支援施設として、相談
事業や子ども家庭在宅サービス等の
充実を図る。
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201

計
画
事
業

育児の相互支援活動
の促進･
（ファミリー・サポート・
センター設置）

児童課
ファミリーサ
ポート活動件数

372 件 13,414 A
地域住民が相互に支え合う子育て支
援活動を実施していく。

202

計
画
事
業

母子家庭への生活支
援（ひまわり荘の改
築、運営）

児童課

ひまわり荘改築
の進捗状況
（H14.9改築開
設）

100 ％ 360,165 A
子育て支援センターの相談活動と連
携し、母子家庭の生活の安定を図ると
ともに、社会的自立を推進していく。

203
出産のための入院助
産

児童課 　実施件数 4 件 2,358 B 継続して実施する。

204 児童手当給付金 児童課
手当受給児童
数

7,680 件数 544,535 B
児童手当法に基づき、効率かつ適正
に事業の実施を図る。

205 児童扶養手当給付金 児童課
手当受給児童
数

3,033 件数 246,114 B

都から移管の審査、支給事務等を効
率かつ適正に行うとともに、母子家庭
に対する他の施策と整合を図りつつ実
施していく。

206
乳幼児医療費助成事
業

児童課
医療証交付件
数

15,076 件数 594,116 B
医療費の自己負担分助成を継続し、
乳幼児の健全育成を図る。

207 児童育成手当給付金 児童課
手当受給児童
数

3,277 人 556,553 C
都の制度改革の動向や事業の目的・
対象、他制度との関連等について、引
き続き見直す。

208
ファミリー・サタデイ子
育て体験事業

児童課
実施保育園数
（H15年度、10
園）

- - - B
月１回、土曜日を開放し、保育指導お
よび児童のふれあいを提供していく。

209 学童保育事業 児童課
学童保育の在
籍児童数

1,677 人 735,091 D
放課後児童健全育成事業について
は、すまいるスクールに移行する。

210 児童センターの運営 児童課
児童センター入
館者数

608,679 人 997,682 C
少子化の進展、すまいるスクールの拡
充にあわせ、児童センターが担うべき
役割について再構築をする。
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211 婦人相談員の活動 児童課 相談件数 466 件 16,028 B
婦人相談員の活動を通じ、自立のた
めの支援を継続する。

212
ひとり親家庭・家庭相
談事業

児童課 相談件数 1,566 件 26,380 B
母子相談、母子保護等によるひとり親
家庭等への支援を継続する。

213
女性福祉資金貸付事
務

児童課 貸付件数 6 件 11,710 C
他の貸付金制度等の代替性が高く、
貸付件数が年間数件のため、制度の
廃止を検討する。

214
ひとり親家庭医療費
助成事業

児童課
医療証交付件
数

3,612 件 116,321 B
ひとり親家庭等の健康を維持し、経済
的負担の軽減を図るため、継続して実
施する

215
ひとり親家庭パソコン
教室

児童課 受講者数 40 人 2,562 B
パソコン技術の取得を通じ、ひとり親
家庭の自立促進のための就労を支援
する。

216

計
画
事
業

保育園における病後
時保育の実施

保育課
病後時保育利
用者数

892 人 29,067 B
利用者数は増加しており、継続して実
施していく。

217

計
画
事
業

休日保育の実施 保育課 延べ利用数 466 人 25,127 B
多様な就労形態による利用者ニーズ
に応える。

218

計
画
事
業

保育園の適正配置 保育課
各地区別入園
児童比率

22 ％ - B
保育需要の変化に対応するため、保
育園の適正配置について継続して検
討する。

219

計
画
事
業

保育園施設の整備 保育課
整備・改修した
施設数

22 か所 207,274 B
計画的に保育環境の整備充実を図
る。

220

計
画
事
業

幼保一元化の推進
（就学前乳幼児教育
施設）

保育課
ぷりすくー西五反
田をH16年6月開
設予定

- - - A
幼稚園・保育園の一元化に向けた連
携を一層促進させる。
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221

計
画
事
業

認証保育所制度の活
用

保育課 認証保育所数 4 園 47,340 A

都と区が連携して運営指導することに
より、認証保育所の保育サービス水準
を維持向上させるとともに区民の多様
な保育ニーズに応える。

222 認可外保育室助成 保育課
認可外保育室
の入所率

59 ％ 47,314 D
東京都認証保育所への移行を更に促
進する。

223
保育園保育料徴収事
務

保育課
保育園保育料
徴収率

96.7 ％ 18,280 B
徴収事務の効率化を図り、徴収率の
維持向上に努める。

224 私立保育園運営 保育課
私立園の定員
充足率

107 ％ 1,170,094 B
保育運営にかかる費用の助成につい
て、保育を取り巻く環境の変化に応じ
た見直しを図る。

225 公立保育園運営 保育課
月平均在籍児
童数

3,301 人 7,704,384 C

多様な保育需要に対応した事業のあ
り方について検討し、区立保育園のよ
り効率的な運営を図る。
また、適正な受益者負担についても検
討する。

226 延長夜間保育事業 保育課
延長夜間保育
延べ利用者数

82,527 人 147,357 B
子育てと保護者の就労を支援するた
め継続して実施する。

227
 保育園給食における
調理業務代行契約の
推進

保育課
調理業務代行
新規契約園数

9 園 137,220 A
従前からのサービスを低下させずに、
民間活力の導入を図り、平成１６年度
までに全園導入する。

228

計
画
事
業

地域健康づくり推進
委員事業

健康課

地域センター単
位で実施した健
康づくり事業参
加者数

4,276 人 41,549 A
「区民健康づくりプラン品川」に基づ
き、地域との連携により、事業を充実
していく。

229

計
画
事
業

地域健康づくり活動
の支援

健康課

「食に関する相
談」および「食
事指導講習会」
参加者数

1,856 人 3,783 A
食生活の改善を通じて生活習慣病予
防のための事業を拡充する。

230

計
画
事
業

健康塾の拡充 健康課
健康塾への参
加率

906 所 9,465 A
高齢者の健康づくりに有効な事業とし
て拡充していく。
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231

計
画
事
業

各種がん検診の充実 健康課
がん検診の受
診者数

49,323 人 339,189 B
検査の精度と受診者負担のあり方を
勘案しつつ、実施していく。

232

計
画
事
業

区民健康診査の充実 健康課 受診者数 39,642 人 727,341 B
生活習慣病予防のために、効果的･効
率的に実施していく。

233

計
画
事
業

休日診療の充実 健康課
年間の患者数
（人）

8,948 人 89,462 B
休日診療体制の充実を図りつつ、継
続して実施する。

234

計
画
事
業

小児平日夜間診療の
充実

健康課 年間の患者数 1,596 人 3,954 B
子育て支援の視点から、小児平日夜
間診療体制の整備を図っていく。

235

計
画
事
業

成人歯科健診の充実 健康課 受診者数 920 人 13,413 B
事業の周知を図りつつ、引き続き実施
していく。

236

計
画
事
業

精神障害者訪問介
護・共同作業所等事
業の実施

健康課

共同作業所・グ
ループホーム・
ホームヘルプ
サービスを受け
た人数

99 人 84,741 A
ホームヘルプ事業者との連携強化等
により、効果的なサービスの提供を
図っていく。

237

計
画
事
業

精神障害者のための
生活支援センターの
設置

健康課 - - - 2,155 A

精神障害者の地域における生活支援
を強化するため、保健、福祉、医療の
連携体制づくりの検討も加え計画を着
実に執行していく。

238

計
画
事
業

精神障害者のための
授産施設の設置

健康課 - - - 2,155 A

精神障害者の地域における生活支援
を強化するため、保健、福祉、医療の
連携体制づくりの検討も加え計画を着
実に執行していく。へいせい

239 母子医療費助成事業 健康課    支給実人員 142 人 28,096 B
　法定事業として引き続き適正に実施
していく。

240
犬の登録・狂犬病予
防注射

健康課
狂犬病予防注
射を行った頭数

5,288 頭 15,983 B
　病院会場方式の定着を見極めつつ、
効果的･効率的に事業を実施してい
く。
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241 定期予防接種 健康課
予防接種を受
けた子どもの数

25,845 人 193,710 B
　接種率の向上を図り、病気の発生お
よびまん延の予防を推進していく。･

242
ぜん息等公害健康診
査・相談、機能訓練
事業

健康課
事業の参加者
数

795 人 13,295 B
　法定事業として継続するが、類似の
他の事業との統合等を検討する。

243
公害健康被害認定給
付事業

健康課 認定件数 785 件 1,024,681 B
　適正かつ効率的な執行を図ってい
く。

244
ぜん息等のリハビリ
テーション事業

健康課 参加者数 254 人 7,968 B
　認定患者の減少を見極めつつ、事業
の執行方法の見直しを図る。

245 食品衛生推進員事業 健康課

食品衛生推進
員が年２回の講
習会を受講した
回数

26 件数 2,200 B
　食品衛生推進員の活動を支援する
ことにより、食品の安全性確保と食中
毒防止を図っていく。

246 衛生検査業務 健康課 検査件数 65,519 件 151,546 C
民間委託が可能な業務について、引
き続き委託を検討していく。

247 衛生統計調査 健康課
人口動態調査
等各種調査数

13 件 8,238 B
　調査結果の有効な活用を図りつつ、
継続して実施していく。

248 健康センター事業 健康課

年間予定参加
者数に対するフ
リー利用者と
コース型教室参
加者の合計数

131,088 人 241,585 A
　委託の見直しの効果を検証しつつ、
より有効な事業展開を図っていく。

249
衛生試験所施設維持
管理

健康課 年間開庁日数 245 日 67,215 B
　施設の設置目的を踏まえ、維持管理
していく。

250
「区民健康づくりプラ
ン品川」の推進

健康課
モデル事業へ
の参加率

57 ％ 22,323 A
区民一人ひとりが自らの課題として健
康づくりに取り組めるよう、プランを着
実に推進していく。
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251
公衆浴場施設整備資
金補助

健康課
利子補助利用
件数

4 件 4,779 B
　公衆浴場の確保策として、継続す
る。

252 衛生関係助成 健康課
助成対象団体
への助成数

40 件 22,858 B
　助成金が有効に活用されるよう、助
成内容を精査しつつ、継続して実施し
ていく。

253
衛生害虫等の駆除対
策及び大井競馬場周
辺消毒

健康課
専門業者対応
実件数

527 件 18,170 B
　効果的･効率的な執行方法を検討し
つつ、継続して実施していく。

254
幼児のむし歯予防及
び歯科教育

健康課

３歳児フッ素塗
布及び歯科衛
生教育の受診
者（人）

6,635 人 8,423 B
　受診率の向上を図りつつ、継続して
実施していく。

255 母子栄養摂取援助 健康課    支給実人員 13 人 1,203 B 　他施策との統合を検討する。

256 健康診査普及事業 健康課
区民健診受診
者

39,642 人 15,171 B
　啓発方法を工夫し、受診率の向上を
図っていく。

257
在宅難病患者日常生
活支援

健康課
サービス受給
者数

7 件 10,660 B
　効果的なサービスの提供に努め、難
病患者の自立した日常生活を支援し
ていく。

258 医療関係助成 健康課
助成対象団体
への助成数

7 件 16,935 B
　助成金が有効に活用されるように、
助成内容を精査しつつ継続的に実施
していく。

259
かかりつけ医機能推
進事業

健康課
かかりつけ医紹
介窓口紹介実
績

453 件 5,950 B
かかりつけ医の普及とともに、病院と
診療所、福祉との連携を進める。

260

計
画
事
業

在宅介護支援セン
ター機能の強化

高齢福
祉課

在宅サービス
利用者数（ケア
プラン作成）

5,448 人 493,905 A
在宅介護支援センターを中心に、民間
居宅介護支援事業者等との連携を強
化していく。

39



事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

261

計
画
事
業

福祉人材の育成
高齢福
祉課

受講者数（学期
のべ）

531 人 7,992 A
品川福祉カレッジの内容の充実を図っ
ていく。

262

計
画
事
業

安心して介護サービ
スを利用できるしくみ
づくり

高齢福
祉課

・サービス評価
を実施したサー
ビスの数･
・運用時につい
ては、事業者の
数

3 種類 15,098 A
介護サービスの評価･向上システムの
運営に向けて、引き続きサービス向上
委員会機能を強化していく。

263

計
画
事
業

地域における高齢者
リハビリテーションシ
ステムの推進

高齢福
祉課

リハビリ専門
チーム事業の
実施

-
(H15年度
から実施)

回 7,685 A
　介護予防･重度化予防のため、地域
のリハビリサービスを拡充していく。

264

計
画
事
業

痴呆性高齢者へのケ
アと支援の充実

高齢福
祉課

痴呆専門チー
ム会議開催

12 回 7,698 A
　痴呆性高齢者およびその家族の在
宅支援のため、より効果的なサービス
の充実を図っていく。

265

計
画
事
業

安心の住まいの整備
高齢福
祉課

高齢者の安心
の住まいの設
置戸数（世帯
数）

27 戸 767,058 B
　国や都､民間企業の動向を見極めな
がら、効果的な整備を図っていく。

266

計
画
事
業

新しいタイプの介護
専用施設等の整備

高齢福
祉課

ケアホーム等定
員数

81 人 1,271,951 A
　要介護高齢者の多様なニーズに応
える有効な事業として、事業を推進し
ていく。

267

計
画
事
業

在宅サービスセン
ター等の整備

高齢福
祉課

在宅サービスセ
ンターの整備数

1 個所 181,228 B

　既存施設の有効利用や民間事業者
の活用等により、デイサービスや
ショートステイのサービス基盤の整備
を推進していく。

268

計
画
事
業

成年後見および権利
擁護の充実

高齢福
祉課

相談件数 300 件 32,219 A
成年後見センターの権利擁護事業の
充実に努める。

269

計
画
事
業

鉄道駅エレベーター
等の整備促進

高齢福
祉課

福祉対応型エ
レベーター・エ
スカレーターの
設置を助成した
駅数

4 駅数 78,636 A
人にやさしいまちづくりを推進するた
め、整備を促進する。

270 介護保険給付事業
高齢福
祉課

介護保険事業
計画及び予算
に対する給付
費の支出状況
を把握する。

10,984,150 千円 12,351,601 B
　適正な給付と円滑な進行管理を図っ
ていく。
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271
介護福祉専門学校助
成

高齢福
祉課

卒業生の人数 30 人 23,194 B
　福祉人材の育成と確保のため、介護
福祉専門学校への支援を継続して実
施していく。

272
大規模施設維持管理
経費補助(さくら会：南
大井複合施設)

高齢福
祉課

助成金の執行
額

19,058 千円 19,152 B
　維持管理経費を精査しつつ、適正に
助成する。

273
区外特別養護老人
ホームに対する建設
費補助

高齢福
祉課

契約助成施設
入所者数

70 人 21,399 B
　特別養護老人ホームの量的確保の
ため、継続して助成していく。

274
社会福祉法人に対す
る社会福祉・医療事
業団償還金の助成

高齢福
祉課

助成金の執行
額

62,928 千円 63,022 B
　安定的な施設運営を支援するため、
助成金交付要綱に基づき適正に執行
していく。

275
区立特別養護老人
ホームの運営

高齢福
祉課

区立特養へ入
所している人数

260 人 165,502 B 　より効率的な運営を促進していく。

276
訪問介護サービス給
付等自己負担金軽減
事業

高齢福
祉課

自己負担金軽
減対象者数（減
額認定証発行
件数）

1,258 人 56,926 B
　特例措置が終了するまで適正に実
施していく。

277 介護認定審査会
高齢福
祉課

審査会での認
定件数

12,250 件 46,591 B 　審査会のより安定した運営を図る。

278 介護保険認定調査
高齢福
祉課

審査会での認
定件数

12,250 件 132,347 B
　より一層迅速で効率的な執行に努め
る。

279
介護保険制度趣旨普
及

高齢福
祉課

地域やグルー
プへの説明会
の参加者数

1,554 人 9,716 B
　効果的な手法により、引き続き制度
の趣旨普及に努めていく。

280
介護保険制度推進委
員会

高齢福
祉課

委員会開催回
数

5 回 16,429 B

　平成17年度の介護保険制度の見直
しも視野にいれて、制度の円滑かつ公
正な運営のため、引き続き委員会を運
営していく。
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281 紙おむつの支給助成
高齢福
祉課

紙おむつの年
間支給人数

13,328 人 38,374 B
　対象者要件への要介護度の導入の
効果を測りつつ、さらに効果的な介護
者支援を実施していく。

282 地域ケア会議等事業
高齢福
祉課

地域ケア会議
の開催

227 回 12,395 B

　高齢者が在宅介護により住み慣れ
た地域で生活できるように、地域ケア
会議を継続して保健･福祉･医療の連
携を強化していく。

283
特別養護老人ホーム
入所調整事業

高齢福
祉課

特養入所調整
会議申込者数
及び審査数

1,347 人 20,072 B
　施設入所における安心感や公平性
を確保するため、継続して実施してい
く。

284 訪問歯科診療事業
高齢福
祉課

１年間に往診に
より治療・指導
を受けた人数

67 人 13,028 C
　かかりつけ歯科医システムの検討と
あわせ、より効果的な方法を関係機関
と協議検討する。

285 布団乾燥事業
高齢福
祉課

布団乾燥の延
べ利用件数

236 件 1,597 C
　利用者の減少を踏まえ、代替方法等
を検討する。

286 訪問介護員養成研修
高齢福
祉課

養成講習受講
者の人数

113 人 10,852 B
　良質な訪問介護サービス人材の確
保のため、継続して実施していく。

287
品川介護福祉専門学
校修学資金貸付事業

高齢福
祉課

修学資金貸付
を受けた者の
人数

46 人 31,395 B
　良質な福祉人材を確保するため、貸
付要件等の妥当性を検証しつつ、継
続して実施していく。

288
在宅サービスセン
ターの運営

高齢福
祉課

　在宅サービス
センター利用者
数

1,850 人 362,744 B
　引き続き在宅サービスセンターの充
実に努めるとともに、民間事業者との
連携を図る。

289 訪問看護運営助成
高齢福
祉課

助成金の執行
額

1,200 千円 1,387 B
　要介護者が在宅生活を維持できるよ
うに、引き続き助成していく。

290 にこにこ訪問事業
高齢福
祉課

サービスを利用
した者の人数

368 人 3,181 B
　ひとり暮らしの高齢者の安否確認や
孤独感の解消を図るため､より有効な
事業内容を検討しつつ実施していく。
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291 訪問理美容事業
高齢福
祉課

サービスを利用
した者の人数

370 人 1,386 B
　寝たきり高齢者への訪問サービスと
して、継続して実施する。

292
養護老人ホームへの
入所

高齢福
祉課

養護入所者数 174 人 365,232 B
　老人福祉法に基づき、適正に施設入
所を実施していく。

293
福祉電話貸与・電話
料助成

高齢福
祉課

福祉電話貸与・
電話料助成世
帯数

442 世帯 25,240 C
　社会環境の変化にあわせ、見直しを
検討する。

294 緊急通報システム
高齢福
祉課

新規設置者数 67 人 17,674 B
　ひとり暮らし高齢者等の地域におけ
る自立生活への有効な支援策として、
継続して実施していく。

295
在宅介護者激励研修
事業

高齢福
祉課

激励のつどい
事業および研
修事業に参加
した人数

436 人 14,192 B
　介護者のニーズを反映させながら、
引き続き実施していく。

296 高齢者相談員事業
高齢福
祉課

訪問および電
話での安否確
認対象世帯

331,826 世帯 24,805 B
　民生委員である高齢者相談員の身
近な相談活動として、充実していく。

297
ひとり暮らし高齢者等
への年賀状等送付

高齢福
祉課

暑中見舞い状
および年賀状
の送付人数

19,500 人 2,482 B
　高齢者の孤独感の解消を図るため
の有効な事業として、継続して実施し
ていく。

298 訪問家事援助
高齢福
祉課

ホームヘル
パーの延べ派
遣回数

5,301 回 18,989 B
　介護予防･生活支援施策として、引き
続き在宅での自立した生活を支援して
いく。

299 車椅子の貸出
高齢福
祉課

車椅子貸出台
数

180 台 2,169 B
　在宅での自立した生活を支援するた
め､効率的な運営を図りつつ、引き続
き実施していく。

300
高齢者自立支援住宅
改修給付事業

高齢福
祉課

①住宅改修予
防給付件数･
②住宅設備改
修給付件数

251 箇所 54,815 B
　自立生活への支援と介護者の負担
軽減を図るため、引き続き実施してい
く。
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301
住宅改修アドバイ
ザー派遣事業

高齢福
祉課

住宅改修アドバ
イザーの派遣
依頼数

81 件 4,869 B
　住宅改修にあったての技術面でのア
ドバイスは必要性が高いため、継続し
て実施していく。

302

計
画
事
業

バリアフリー住宅等
の普及啓発

高齢事
業課

モデルルーム
訪問者数＋講
習会参加者数

1,000 人 12,458 A
住宅モデルルームを活用し、講習会等
の内容を工夫するなど、事業の充実を
図っていく。

303

計
画
事
業

高齢者社会参加の活
動促進

高齢事
業課

年間の高齢者
クラブのボラン
ティア活動総件
数

14,329 件 4,994 A
ボランティア等高齢者の社会参加の促
進を強化していく。

304

計
画
事
業

新就業システムの推
進

高齢事
業課

求職者登録数 502 人 18,237 A
「サポしながわ」の事業推進のための
支援体制を充実していく。

305
老人保健医療レセプ
ト事務

高齢事
業課

レセプト再審査
依頼件数

23,982 件 6,672 B
　レセプト点検事務の一層の迅速化、
正確化に努める。

306 老人保健医療事業
高齢事
業課

保険医療機関
等で受診した老
人医療受給者
数

1,209,700 件 28,917,636 B
　制度改正以降の事務の増加に対応
するため、一層の効率化に努める。

307
かかりつけ医・歯科
医定着促進事業

高齢事
業課

かかりつけ医に
関心を持ってい
る区民の数

453 人 7,479 B
　引き続き、かかりつけ医･歯科医の
認知と定着を図っていく。

308 高齢者住宅対策事業
高齢事
業課

住宅困窮者に
対する区立住
宅確保数

220 戸 199,257 B
　高齢の住宅困窮者のニーズに対応
した高齢者住宅ストックの活用と住宅
あっ旋制度の運用を図っていく。

309 シルバー成年式
高齢事
業課

参加者数 1,430 人 20,149 B
　実施方法については見直しを行いつ
つ、一層効果的な事業を展開してい
く。

310 長寿お祝い事業
高齢事
業課

お祝い品の配
付数

3,025 件 22,858 B
　長寿お祝い事業として、節目の年で
のお祝い品の贈呈を、引き続き実施し
ていく。
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311
高齢者生きがいづくり
事業

高齢事
業課

全事業参加者
数

1,810 人 15,295 B

　高齢者の社会参加の促進のため、
引き続き効果的･効率的に実施してい
く。･

312
山中いきいき広場事
業

高齢事
業課

事業参加者数 2,633 人 2,938 B
　自主運営方式を生かし、参加者等の
増を図っていく。

313
シルバーセンターの
運営

高齢事
業課

年間の利用者
数

358,443 人 253,908 B
　地域の高齢者の健康づくりとふれあ
いの場として、運営の充実を図ってい
く。

314
しながわ出会いの湯
事業

高齢事
業課

年間延べ参加
者数

30,996 人 69,775 B
　ふれあいサポート活動との連携の強
化を図り、継続して内容を充実させて
いく。

315
品川区シルバー人材
センター支援事業

高齢事
業課

延就業人数 248,904 人 129,025 A
　補助基準の見直しの効果を見守りつ
つ、一層効率的な支援に努める。

316
高齢者クラブ等支援
事業

高齢事
業課

助成金対象事
業の実施数(ク
ラブの会員数）

39,660 回 54,825 A
　ふれあいサポート活動や地区健康づ
くり推進活動などへの参加促進のた
め、引き続き支援を行っていく。

317
おとしよりと子供のふ
れあい事業

高齢事
業課

参加者数 672 人 1,893 B
　事業内容を工夫し、高齢者と若い世
代とのふれあいを促進していく。

318
しながわお休み石設
置事業

高齢事
業課

1年間に設置し
たお休み石の
数

28 基 5,469 B
　記念お休み石制度の周知を図りな
がら、お休み石を設置していく。

319 住居衛生等調査指導
保健所
衛生課

・飲料水の安全
を確保するため
の給水施設調
査・アレルギー
等の健康影響
の原因となる住
居等の生活環
境・住まい方に
関する相談・講
習会等による衛
生教育

673 件 31,058 A
　相談や監視指導に的確に対応する
ため、より一層の効率的な執行を図っ
ていく。

320
保健所等施設維持管
理

保健所
衛生課

年間開庁日数 245 日 194,430 B
　引き続き省エネルギーに努め、良好
な施設環境の中で区民サービスを提
供できるように整備していく。
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321
環境衛生関係営業施
設等監視指導

保健所
衛生課

理美容所等の
環境衛生関係
営業施設等へ
の監視指導数
（監視指導件
数、理化学検査
数）、および窓
口相談等数（許
可変更申請数）

1,517 件 54,750 B
　効率的な事業実行を図り、対象施設
の衛生水準の確保に努めていく。

322 薬事衛生監視指導
保健所
衛生課

医薬品販売業、
毒物劇物販売
登録業への監
視指導（監視件
数）と家庭用品
の試買状況（試
買件数）および
窓口相談等数
（許可変更申請
数）

317 件数 24,739 B
都区業務移管による業務量増大に向
けて、効率的な執行体制の整備を図
る。

323

計
画
事
業

こころの健康づくりの
推進

保健所
保健
サービ
ス課

講演会等の年
間参加者数

840 人 8,392 B
こころの健康づくりの推進のための効
果的な事業の実施に努める。

324
特定給食施設改善指
導

保健所
保健
サービ
ス課

特定給食施設
の栄養報告提
出件数

307 件 5,169 B
特定給食施設への効果的な指導によ
り、生活習慣病の予防を図っていく。

325
結核健康診断・予防
接種

保健所
保健
サービ
ス課

健診受診者数 26,705 人 102,910 B
　法改正の動向を見極めつつ、効果的
な実施方法を検討していく。

326
結核診査協議会およ
び結核医療費公費負
担

保健所
保健
サービ
ス課

結核医療費の
公費負担件数

229 件 54,095 B
　法改正の動向を見守りつつ、適正な
執行を効率的に実施していく。

327 精神保健福祉相談

保健所
保健
サービ
ス課

相談者数 277 件 29,726 B
　相談件数の増加や相談内容の多様
化に対応していくため、区民のニーズ
に合った事業の充実を図っていく。

328 感染症予防事業

保健所
保健
サービ
ス課

普及啓発事業
参加者・相談事
業利用者数

4,086 人 28,548 B
　効果的･効率的な実施方法を検討
し、感染症対策の充実を図っていく。

329 難病患者療養支援

保健所
保健
サービ
ス課

療養相談会･療
養支援教室･交
流会への参加
者数､難病患者
への家庭訪問
回数

- 人 - B
難病患者の療養支援ニーズの増加に
的確に対応し、関係機関と連携しつ
つ、事業を実施していく。
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330
精神障害者社会復帰
促進事業(デイケア）

保健所
保健
サービ
ス課

参加者数 1,964 人 53,083 B
　障害者の自立と社会復帰の促進の
ため、効果的な事業を展開していく。

331
食品衛生監視指導事
業

保健セ
ンター
衛生課

食品等検査件
数

3,505 件 136,070 B
　食品等の安全性を確保するため、関
係機関との連携のもとに食品公衆衛
生の向上･増進を図っていく。

332 医事衛生
保健セ
ンター
衛生課

立入調査件数 114 件 27,421 B
　区民が良質な医療サービスを受けら
れるように、法令に基づく適正な監視
指導を継続して実施していく。

333

計
画
事
業

生活習慣病への対応
と予防への支援

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

各教室毎の参
加者数及び骨
粗しょう症予防
検診の受診者
数

2,955 人 72,450 B
「区民健康づくりプラン品川」に基づ
き、事業を展開していく。

334

計
画
事
業

乳幼児の育児支援

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

母親学級、両親
学級など各種
講座の延受講
者数

2,273 人 28,880 B
関係機関との連携を図りつつ、引き続
き実施していく。

335 妊婦健康診査

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

・妊婦健康診査
受診者数

4,770 人 72,656 B
　歯科健診受診率の向上を図りつつ、
妊婦の健康管理と妊娠合併症の予防
のため、継続して実施していく。

336 乳幼児健康診査

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

各健康診査（4
か月、６・９か
月、1歳6か月、
3歳児）の受診
者数

10,163 人 177,008 B
　子育て支援のため、事業の実施方
法を工夫しつつ継続して実施していく。

337 小児健康相談

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

相談に来所した
数

1,107 人 21,862 B
子育て支援の観点から、事業方法等
の見直しを検討する。

338 新生児等訪問指導

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

新生児等訪問
数

809 人 21,082 B
　区民のニーズに応じて訪問すべき対
象や訪問体制を見直し、効果的･効率
的に実施していく。

339 乳幼児歯科衛生相談

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

歯科健診，予防
処置の受診者

6,304 人 30,038 B
歯科保健･母子保健事業等関連事業
の見直しを踏まえて、実施していく。

47



事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

340 健康相談

保健セ
ンター
保健
サービ
ス課

一般健康相談
及び受託健診
の受診者数

2,031 人 48,514 C

健康に関する窓口としての機能として
は今後も必要であるが、事業内容とし
ての健診の内容や実施方法を見直
す。

341

計
画
事
業

環境計画の策定・推
進

環境課
策定に向けた
懇談会・委員会
の開催回数

11 回 19,489 C
今後は環境活動推進会議を運営する
中で環境計画の推進を図る。

342

計
画
事
業

環境活動推進会議の
設置・活動の推進

環境課
環境活動推進
会議の開催回
数

8
(H16.2月)

回 0 A

今後は環境活動推進会議のﾒﾝﾊﾞｰが
中心となり、学校、地域、企業、区等で
実施する様々な環境活動の推進を図
る。また、会議に分科会を設置し環境
学習プログラムの作成と啓発活動のイ
ベント企画参加などの活動をしていく。

343

計
画
事
業

ノーレジ袋運動推進
事業

環境課

ノーレジ袋運動
を実施した延べ
区民(商品券交
換枚数)

1,114 枚 20,207 C

ノーレジ袋運動の実態を踏まえつつ、
区民全体への普及拡大に向けてのよ
り効率的・効果的な事業の展開を図
る。

344

計
画
事
業

エコクリーン店（事業
所）認定事業 環境課

エコクリーン店
認定数
(ノーレジ運動
推進協力店含
む)

489 所 1,352 B

より多くの区内商店・事業所を認定で
きるよう、事業のＰＲに努めるととも
に、区民に環境に配慮した商店の利
用を促す。

345

計
画
事
業

環境ＩＳＯ運用管理 環境課

環境負荷・改善
にかかる目標を
達成した、事務
事業数

77
ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾑ 28,997 B

運用３年目であり、省ｴﾈﾙｷﾞｰ・省資源
などの取り組みの成果がでている。引
き続き、継続的改善を進め着実な運
用管理に努める。

346

計
画
事
業

品川区版環境にやさ
しいシステムの展開
（家庭ＩＳＯ）

環境課

家庭ＩＳＯの目
標を達成した区
民に発行した認
定証数。

278
(H15年度) 件 － A

引き続き、児童のいる家庭を対象に取
り組みの推進を図る。･
また、全家庭にこの取り組みが広がる
ように、ホームページ上に簡単な取組
内容等の掲載も検討する。

347

計
画
事
業

品川区版環境にやさ
しいシステムの展開
（学校ＩＳＯ）

環境課
学校ＩＳＯに取り
組んだ学校数｡

7
(H15年度) 校 － A

小・中学校全校で実施できるように計
画的に事業を推進する。

348

計
画
事
業

低公害車専用燃料ス
タンドの設置

環境課 - - - - B

今後の車のエネルギー源の動向、技
術開発の進展などに注目するととも
に、低公害車の普及・促進のために、
民有地へのスタンド設置を誘導してい
く。

349
環境啓発事業(環境リ
サイクルフェア）

環境課 参加者数 10,000 人 6,430 B

区民・事業者の環境に対する意識向
上を推進していくため、環境活動推進
会議と連携を図り、啓発事業の内容を
再検討し実施すること。
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350 工場指導事業 環境課
工場等指導件
数（工場設置、
変更許可など）

292 件 48,569 A
区民の良好な生活環境の確保のた
め、引き続き工場等への規制・指導に
努める。

351
環境・公害苦情相談
事業

環境課

公害苦情受付
および処理件
数、環境一般相
談受付件数等

1,245 件 28,289 B

複雑多岐に渉ってきている区民からの
公害苦情や相談内容に迅速かつ的確
に対処していくとともに、担当職員の専
門性のレベルアップを図る。

352 大気汚染調査 環境課
年間測定にお
ける100％の測
定機稼働日数

356 日 27,504 B
引き続き継続的に大気汚染状況を監
視・調査することにより、区民の健康と
生活環境の保護に努める。

353 水質汚濁調査 環境課
水質測定およ
び苦情対応

6 回 13,214 B
引き続き継続的に水質汚濁状況の監
視・調査をするとともに、水質改善に効
果のある策の検討も図る。

354
騒音・振動 測定・対
策

環境課
自動車騒音振
動等の測定箇
所数

22 件 13,019 B
引き続き継続的に騒音・振動源の監
視・調査を行い、区民の健康と生活環
境の保護に努める。

355
低公害車導入促進助
成事業

環境課
助成件数(除去
装置・買い換え
利子補給)

　100
(H16.1末) 件 0 B

東京都の動向に応じて、引き続き助成
していく。

356

計
画
事
業

生ごみの減量・リサイ
クルの普及

清掃リ
サイク
ル課

生ごみ処理機
購入費用を助
成した台数

99 台 4,556 B
引き続き、事業のＰＲに努め、ごみ減
量の推進のため効果的な事業の推進
を図る。

357

計
画
事
業

新たなリサイクルシス
テムの構築

清掃リ
サイク
ル課

　　延資源回収
品目の数

14 品目 - A

現行のﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑを活かしつつ､より
区民が参加しやすい資源回収方法と
回収品目の整理に努め、新たなﾘｻｲｸ
ﾙｼｽﾃﾑの整備を図る｡

358

計
画
事
業

回収資源物の中間処
理施設の整備

清掃リ
サイク
ル課

- - - - B

今後の資源回収方法・回収品目を今
年度に十分検討した上で、施設整備を
進める。また、整備後の運営形態につ
いても検討する。

359

計
画
事
業

早朝・夜間収集の実
施

清掃リ
サイク
ル課

　実施地域の年
間ごみ(可燃・
不燃）収集量

2,742 ｔ 36,269 B

ごみの減量・まちの美観向上とカラス
対策のため、早朝収集を継続するとと
もに、夜間収集も視野に入れ、より効
果的な事業の展開を図る。･
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360

計
画
事
業

各戸収集事業
清掃リ
サイク
ル課

各戸収集世帯
を拡大していく
こと

6,722 世帯 - A
各戸収集事業は区民に好評であり、
計画的に事業の推進を図る。

361

計
画
事
業

粗大ごみ再利用の促
進

清掃リ
サイク
ル課

リサイクルショッ
プ「リボン」を活
用した資源の再
利用数

20 個 - B
区民に対しリサイクルショップの利用
を促すとともに、粗大ごみの再利用に
努める。

362
リサイクルショップの
運営

清掃リ
サイク
ル課

年間販売件数 66,653 件 46,028 B
将来的なリサイクルショップの民営事
業化の可能性を検討しながら、円滑な
運営に努める。

363
フリーマーケット支援
事業

清掃リ
サイク
ル課

フリーマーケット
の年間出店数

1,074 件 2,506 B
区支援方式から関係団体による自立
運営方式を主体的に実施する。

364
リサイクル活動推進
事業（登録団体によ
る資源回収）

清掃リ
サイク
ル課

資源回収量 6,969 t 80,428 A
今まで以上に登録団体の増に努め、
区民自らによるごみの減量・リサイク
ルの推進を図る。

365
リサイクル活動推進
事業（拠点回収）

清掃リ
サイク
ル課

資源回収量 75,258 ｋｇ 16,500 C
集団回収、集積所回収の品目との重
複を見直し検討を図り、より効果的な
事業の運営を図る。

366 区施設資源回収事業
清掃リ
サイク
ル課

資源回収量 263,443 ｋｇ 8,582 B
ごみの減量とリサイクルの推進のた
め、一層事業の充実を図るとともに、
効率的な資源回収に努める。

367
大井ストックヤード車
両受付システム

清掃リ
サイク
ル課

受付車両台数 15,811 台 21,256 B 効率的なシステムの運用を図る。

368
廃棄物減量等推進員
事業

清掃リ
サイク
ル課

研修会等への
延べ参加人数

490 人 4,488 B

地域のごみ減量及びリサイクル活動
のリーダーとしての推進員の活動の活
性化に努め、より一層事業の充実を図
る。

369
廃棄物減量等推進審
議会の運営

清掃リ
サイク
ル課

審議会開催回
数

4 回 6,585 B 審議会の円滑な運営を図る。
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370
清掃事務所職員の労
働安全衛生管理

清掃リ
サイク
ル課

安全教育・講
習、健康診断開
催件数

37 回 13,554 B

これまで以上に職員に対し業務中の
安全注意の喚起に努め、事故・交通事
故を未然に防ぐよう、適切な指導、用
具類の改善等を図る。

371 ふれあい指導
清掃リ
サイク
ル課

ふれあい指導
の件数

2,923 件 134,594 B
ごみの適正排出等、より一層の指導
の強化に努めるとともに、効率的な事
業の展開を図る。

372
可燃ごみ・不燃ごみ
収集

清掃リ
サイク
ル課

年間のごみ収
集量

88,527 ｔ 2,245,699 B

効率的な収集に努め、ごみの減量・リ
サイクル推進を図る。
また、各戸収集を着実に進めていく。

373 資源回収事業
清掃リ
サイク
ル課

資源回収量 15,109 ｔ 811,618 A

区民に分別徹底の働きかけを一層行
うとともに、回収品目の拡大を図り、効
率的な事業の展開を図る。･

374
ストックヤード管理運
営費

清掃リ
サイク
ル課

資源回収量 14,052 ｔ 121,153 B
資源の中間処理施設としての機能を
十分に活かすとともに、今後の運営形
態の検討を図る。

375
品川清掃事務所の維
持管理

品川清
掃事務
所

対象とする維持
管理範囲

6,093 ㎡ 144,504 B
より一層の経費削減に努めるととも
に、適正な維持管理に努める。

376
船舶中継所の維持管
理(品川）

品川清
掃事務
所

対象とする維持
管理範囲

5,560 ㎡ 40,698 B

より一層の経費削減に努めるととも
に、適正な維持管理に努める。また、
老朽化の施設改修等にあたっては計
画的に実施する。

377 し尿収集
品川清
掃事務
所

くみ取り対象戸
数

298 戸 69,448 C
今後の運営形態、経費削減等につい
て検討を図る。

378 粗大ごみ収集
品川清
掃事務
所

粗大ごみ収集
量

1,764 t 226,714 C
効率的な収集を図るとともに、運営方
法等の検討を図る。

379
清掃収集車で集めた
不燃ごみの船舶中継
作業

品川清
掃事務
所

船舶中継所へ
の不燃ごみ搬
入量

67,583 ｔ 630,080 B

引き続き不燃ごみを圧縮し海上輸送
で中間処理施設に搬送することで清
掃車等の排ガスによる環境負荷の軽
減を図るとともに、効率的な事業の運
営に努める。

51



事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

380
荏原清掃事務所の維
持管理

荏原清
掃事務
所

対象とする維持
管理範囲

1,157 ㎡ 74,381 B
より一層の経費削減に努めるととも
に、適正な維持管理に努める。

381

計
画
事
業

橋りょう改修事業
管理工
事課

橋梁の耐震対
策（落橋防止装
置）の設置

2 橋 43,448 B
避難路としての必要優先度を勘案し着
実に整備を行っていく。

382

計
画
事
業

雨水流出抑制事業
管理工
事課

雨水浸透桝の
設置数

21 個 13,457 B
効果的な整備を行い、治水安全度を
高めるように実施する。

383

計
画
事
業

商店街の電線地中化
管理工
事課

北品川地区、戸
越銀座地区で進
める

- - - A
商店街活性化の環境整備として側面
から支援していく。

384

計
画
事
業

路面改良事業
管理工
事課

一年間に改修
した区道の面積

7,794 ㎡ 155,911 B
必要度の高い道路から計画的に整備
を行っていく。

385

計
画
事
業

側溝改良事業
管理工
事課

一年間に改修
した側溝延長

2,511 m 63,727 B
道路の改修に合わせて計画的に整備
を行っていく。

386

計
画
事
業

コミュニティ道路づくり
管理工
事課

一年間に整備
した路線数

- - - B
安全で快適な歩行者空間づくりを進め
ていく。

387

計
画
事
業

東品川海上公園整備
管理工
事課

１６年度から実施
設計を行う - - - B

設計にあたっては、計画内容について
充分検討を行う。

388

計
画
事
業

緑道整備事業
管理工
事課

一年間に整備
した延長

360 m 27,292 B
勝島運河護岸については、区民による
自主的な緑化活動である花海道事業
を今後共サポートしていく。

389

計
画
事
業

しながわ中央公園整
備

管理工
事課

　執行事業費 600 ㎡ 844,134 B
全面開園に向け、計画どおりに整備を
行っていく。
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390

計
画
事
業

身近な公園の新設
管理工
事課

・買収した公園
用地面積･
・開発等による
新設公園児童
遊園の面積

12,979 ㎡ 509,884　　B
環境や地域の防災機能の向上等を考
慮しながら整備を行っていく。

391

計
画
事
業

魅力ある公園づくり
管理工
事課

一年間に改修
した公園・児童
遊園の改修整
備ヶ所数

4 ヶ所 26,904 B 計画的に改修を行っていく。

392

計
画
事
業

道路擁壁等美化事業
管理工
事課

年間実績整備
箇所

1 箇所 8,000 B
地域の景観との調和をはかり、実施し
ていく。

393

計
画
事
業

電線類の地中化促進
管理工
事課 - - - 935 B

地域の防災機能向上とあわせて引き
続き検討を行っていく。

394

計
画
事
業

道路バリアーフリー事
業(段差解消・歩道の
平坦化）

管理工
事課

一年間に整備
した箇所数

40 箇所 20,481 B
他事業と連携をはかり、計画的に整備
を進めていく。

395

計
画
事
業

道路バリアーフリー事
業（視覚障害者用誘
導ブロック敷設）

管理工
事課

一年間に整備
した延長数

76 ｍ 4,486 B
視覚障害者の安全性の確保および社
会参加の支援を進めていく。

396

計
画
事
業

誰でもトイレの設置
管理工
事課

公衆便所新設
数･
公衆（公園）便
所改築数

1 箇所 0 B
設置場所について充分に検討を行っ
ていく。

397

計
画
事
業

ミニコミﾕニテｲゾーン
形成事業

管理工
事課

ゾーン形成事
業エリア数

- - - C
商店街電線地中化と連携し、歩行者
にやさしいまちづくりを検討する。

398

計
画
事
業

交差点改良
管理工
事課

一年間に整備
した交差点改良
か所数

46 件 34,506 B
改良箇所の選定にあたっては、交通
事故の状況を踏まえ整備を行ってい
く。

399

計
画
事
業

駐輪場の整備・有料
化

管理工
事課

年間整備か所
数

12 か所 499,190 B
駐輪場の利用率の向上をはかり、効
率的な管理運営に努めていく。
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400

計
画
事
業

放置自転車撤去活動
の充実

管理工
事課

放置自転車の
撤去回数

240 回 127,671 B
自転車を放置させないまちづくりにつ
いて検討し、適正な自転車利用につい
て区民へ粘り強く啓発していく。

401

計
画
事
業

違法駐車防止対策の
推進

管理工
事課

　違法駐車等防
止重点地域に
おける違法駐
車防止活動回
数

48 回 3,853 B
関係機関と連携し、違法駐車の防止、
抑制に努めていく。

402

計
画
事
業

参加体験型高齢者交
通安全教室

管理工
事課

　参加体験型高
齢者交通安全
教室参加者人
数

247 人 2,443 B
団体に加入している高齢者に限らず
広く参加できるように検討する。

403

計
画
事
業

ヒヤリ地図（交通事故
予防地図）の作成

管理工
事課

ヒヤリ地図作成
か所数

4 か所 1,958 B
作成した地図を活用し、交通安全意識
の啓発を行っていく。

404 境界確定事務
管理工
事課

　1年間に境界
確定した延長
(区で行ったも
の）

1,155 m 66,026 B 効率的な事業執行に努めていく。

405
公共溝渠境界確定事
務

管理工
事課

　1年間に境界
確定した延長

630 m 7,356 B
境界を早期に確定できるように、効果
的、効率的な事業執行に努めていく。

406 公共基準点整備事業
管理工
事課

H14年度までの
延べ整備件数

207 件 9,125 B
整備にあたっては効率的な事業執行
に努めるとともに、世界測地系への対
応の影響について検討を行っていく。

407 占用事務
管理工
事課

占（使）用料の
決算額

911,848 千円 53,013 B
引き続き適正な管理に努め、適正な占
用料等の徴収を行う。

408 道路台帳補正事務
管理工
事課

1年間に補正す
る道路面積(㎡）

35,263 ㎡ 23,113 B
道路台帳の適正な管理に努めるととも
に、手数料の徴収について検討を行っ
ていく。

409
道路占用物件（袖看
板）実態調査

管理工
事課

調査件数 1,192 件 6,794 B
不適合看板の是正について効果的、
効率的に行っていく。
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410 私道整備事業
管理工
事課

私道整備面積
（㎡）

1,872 ㎡ 43,845 B
生活道路として公共性の高い道路を
優先して整備、改修を行っていく。

411
企業者工事の路面復
旧

管理工
事課

改修実績面積
（㎡）

150,123 ㎡ 73,550 B
企業者との調整を密に行い、速やか
に路面復旧を行う。

412
下水人孔蓋等高さ調
整工事

管理工
事課

事業費 70,954 千円 77,464 B 効率的な事業執行に努める。

413 屋外広告物取締事務
管理工
事課

違反屋外広告
物（立看板、は
り札等）のパト
ロール回数

240 回 10,889 A
民間団体を活用した除却活動を展開
し、違反屋外広告物の除却に努めて
いく。

414 交通安全対策事業
管理工
事課

交通安全教育
受講者数

2,762 人 36,278 B
交通安全意識向上のために効果的な
内容となるように、取り組み内容を工
夫して実施する。

415
交通安全施設整備事
業

管理工
事課

一年間に整備
した事業費

58,387 千円 46,459 B
交通の状況等を踏まえ、計画的に整
備を行っていく。

416
道路、公園、河川等
の監察事務

管理工
事課

道路などにおけ
るパトロール実
施件数

40 回 21,170 B 不法占用の解消に努める。

417 国有財産譲与事務
管理工
事課

　1年間に譲与
を受けた地区
数

48 地区 8,791 B 期間内での着実な受領に努める。

418

計
画
事
業

河川護岸の緑化推進
道路公
園課

一年間に緑化
した護岸延長

-
(H15年度開

始事業)
- - B

計画的に整備を行い、緑ゆたかなうる
おいのあるまちづくりを進める。

419

計
画
事
業

公共施設の緑化推進
道路公
園課

一年間に公共
施設モデル緑
化した数量

2 か所 34,902 B
多様な屋上緑化手法について民間の
モデルとなるように実施し、普及啓発
に努めていく。
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420

計
画
事
業

みどりの街なみ推進
道路公
園課

一年間に指定
したモデル地区
数

1 地区 1,358 C
地域の自主的な活動による、緑ゆた
かなうるおいのあるまちづくりを進めて
いく。

421

計
画
事
業

緑豊かな街なみづくり
助成事業（生垣助成）

道路公
園課

一年間に生垣
助成をした延長

150 m 4,472 B
緑ゆたかなうるおいのある街なみ形成
を図り、震災時の防災機能の向上の
ため、接道部の緑化を支援していく。

422

計
画
事
業

屋上緑化等助成事業
道路公
園課

一年間に屋上
緑化した面積

244 ㎡ 4,511 B
多様な緑化手法を紹介し、既設の建
物についても屋上・壁面等の緑化をし
ていけるようＰＲに努めていく。

423

計
画
事
業

みどりの協力員・みど
りの講座

道路公
園課

一年間に講座
に参加した人数

- 人 0 B
地域での緑化推進のリーダーを育成
し、地域が主体となった緑化をはかっ
ていく。

424

計
画
事
業

樹木の保存事業
道路公
園課

保存樹木（全体
保存樹木の１／
３）の年間に剪
定した本数

109 本 16,340 B
貴重な大木や樹林を保護するため、
効果・効率的な保存手法について検
討していく。

425

計
画
事
業

ふれあい花壇事業
道路公
園課

一年間にふれ
あい花壇を設
置した数量

27 か所 3,024 B
区民の自主的な活動により、緑ゆたか
で花のあるまちづくりを進めていく。

426

計
画
事
業

街路灯建替事業
道路公
園課

　1年間に行っ
た建替え基数

451 基 62,731 B 計画的に建て替えを行っていく。

427 排水場等の維持管理
道路公
園課

一年間に維持
管理した排水場
等の箇所数

11 箇所 26,440 B
排水場等の良好な状態の維持に努め
る。

428
河川維持管理（公共
溝渠）

道路公
園課

一年間にしゅん
せつ等を行った
公共溝渠延長

843 m 14,094 C
機能が喪失した水路については払い
下げを行うなど、適正な管理に努め
る。

429 路面維持管理
道路公
園課

１年間に補修し
た区道の面積

7,534 ㎡ 475,609 B
安全で円滑な交通を確保するため、維
持補修を行っていく。
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430 橋りょう維持管理
道路公
園課

一年間に維持
補修を行った橋
数

67 橋 50,577 B
効率的な維持管理を行い、橋りょうの
安全確保に努める。

431 高潮護岸管理
道路公
園課

一年間の清掃
延面積

850,224 ㎡ 11,053 B
花海道など区民の自主的な活動と連
携し、維持管理を行っていく。

432
しながわ水族館の運
営

道路公
園課

　入館者数 669,042 人 221,034 B
今後とも品川区の観光資源として、創
意工夫をしながら営業努力を継続し、
効率的な運営に努める。

433 道路緑化対策事業
道路公
園課

草花を植え換え
る花壇の延べ
面積

492 ㎡ 15,586 C
日常の管理については区民の協力を
求めながら実施していく。

434
花と植木の即売市・
園芸講座

道路公
園課

花と植木の即
売市・園芸講座
の開催回数

10 回 2,045 C
しながわ中央公園の完成に合わせ、
事業を見直す。

435 区施設植栽管理費
道路公
園課

樹木維持管理
本数

689 本 15,448 B 適正な維持管理を行っていく。

436 緑化指導認定事務
道路公
園課

指導数 160 件 5,944 B
建築関係の申請部署等と連携をはか
り、効果的な指導を行っていく。

437 街路樹の維持管理
道路公
園課

１年間に剪定し
た街路樹（高
木）の本数

2,208 本 168,981 C

適正に維持管理を行い、快適な交通
空間の創出に努める。また、低木や花
壇の維持管理について住民参加の方
法を検討する。

438 街角花壇維持費
道路公
園課

一年間に植え
替えた回数およ
び面積

482 ㎡ 10,661 C
区民の自主的な活動により、緑ゆたか
で花のあるまちづくりを進めていく。

439
しながわ区民公園維
持管理

道路公
園課

水族館、テニス
コート、プール、
釣堀、野球場、
ディキャンプ場
の利用者数の
合計

753,533 人 238,655 B 効率的な維持管理に努めていく。

57



事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

440
公園・児童遊園維持
管理

道路公
園課

維持管理対象
数

363 箇所 805,361 C 地域、住民参加の方法を検討する。

441 緑のリサイクル事業
道路公
園課

一年間に使用
したチップ出来
高量

40 ㎥ 1,858 B
ゴミの減量化をはかり、資源としてチッ
プ材の有効活用を行っていく。

442 公衆便所の維持管理
道路公
園課

一年間に清掃
等を実施した公
衆便所の箇所
数

36 箇所 82,947 B
効率的な執行に努め、衛生的な環境
を保っていく。

443
道路安全施設の維持
修繕

道路公
園課

１年間に修繕・
整備点検した本
数

277 本 98,273 B
適正な維持管理を行い、歩行者およ
び車両の通行の安全をはかる。

444 街路灯等維持管理
道路公
園課

　1年間に行う
街路灯・私道防
犯灯等の管理
数の推移。

19,240 灯 166,261 B 効率的な維持管理に努める。

445
土木事務所等の維持
管理

道路公
園課

１年間に維持管
理した土木事務
所等の棟数

9 棟 34,525 B
適正かつ効率的な運営を引き続き
行っていく。

446

計
画
事
業

目黒川右岸排水施設
建設事業

下水道
河川課

工事進捗率 38 ％ 747,349 A
局所的な集中豪雨による都市型水害
への対策として早期整備を図る。

447

計
画
事
業

戸越幹線貯留管整備
工事（上流部工事）

下水道
河川課

工事進捗率
H15年度事
業開始

- － A
局所的な集中豪雨による浸水被害の
低減をはかるため、早期整備を図る。

448

計
画
事
業

雨水浸透施設設置助
成事業

下水道
河川課

　・１年間に雨
水浸透施設を
設置した建物の
件数（流出抑制
対策量）

4 件 7,917 B
ＰＲに努め、引き続き事業推進を図
る。

449 水防対策事業
下水道
河川課

　１年間に水防
本部体制をとっ
た回数

8 回 22,371 B
迅速な水防初動体制づくりに今後も取
り組んでいく。
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450
防水板設置工事助成
事業

下水道
河川課

助成金に基づ
き、防水板を設
置した件数

13 件 14,170 B
助成基準の見直しを行っており、浸水
被害軽減のため継続して実施する。

451 河川維持事業
下水道
河川課

　立会川の浮遊
ゴミの回収回数

54 回 48,315 B

下水道第二立会川幹線や立会川幹線
雨水放流管が完成し、抜本的な解決
がはかられるまでの間は立会川等の
水質改善のため、引き続き事業を行っ
ていく。

452

計
画
事
業

東急目黒線連続立体
交差事業の促進

都市計
画課

区負担金執行
率

57 ％ 1,812,314 B
関係機関との連携を強め、早期完成
に向け計画を推進する。･

453

計
画
事
業

補助２６号線の整備
促進

都市計
画課

鉄道との交差を
検討中

－ - 2,804 A
関係機関と連携し、早期完成に向けて
事業を推進する。

454

計
画
事
業

補助４６号線の整備
促進

都市計
画課 － － - 1,869 A

避難路としての機能もあるため、早期
完成を目指し整備を促進する。

455

計
画
事
業

補助１８号線整備事
業

都市計
画課

年間用地買収
面積

0 ㎡ 12,707 B
早期完成に向け引き続き計画を推進
する。

456

計
画
事
業

補助２０５号線整備事
業

都市計
画課

年間用地買収
面積

331 ㎡ 483,457 B
早期完成に向け引き続き計画を推進
する。

457

計
画
事
業

補助１６３号線整備事
業

都市計
画課

年間用地買収
面積

1,857 ㎡ 227,073 A
五反田、大崎、大井町を結ぶ区の重
要な交通ネットワークとして、早期整備
をはかっていく。

458

計
画
事
業

補助３２０号線（武蔵
小山駅前広場）街路
整備事業

都市計
画課

年間用地買収
率

－ - 16,158 A
地域の活性化の拠点として、早期完成
を目指し、事業を推進する。

459

計
画
事
業

補助３０号線（西小山
駅前広場）街路整備
事業

都市計
画課

年間用地買収
率

用地取得
完了 - 219,069 B

地域の活性化の拠点として、早期完成
を目指し、事業を推進する。
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460

計
画
事
業

東急目黒線緑道等整
備事業

都市計
画課

整備状況 － - － A
整備計画の作成にあたっては、沿線
住民、関係機関と充分に調整し、魅力
ある空間の整備を行っていく。

461

計
画
事
業

品川区景観ガイドプ
ランの作成

都市計
画課

ガイドプラン作
成に何らかの
形で参加した区
民の人数

－ - 5,094 B
理念的な内容とせず、実際のまちづく
りに役立つものを作成する。

462 都市計画審議会運営
都市計
画課

都市計画審議
会審議件数

23 件 8,008 B 適正な運営を行っていく。

463

計
画
事
業

天王洲地区整備
都市開
発課

進捗率 60 ％ － B 引き続き整備を推進する。

464

計
画
事
業

大崎駅東口地区整備
（東五反田４－１街
区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

10 ％ － B 引き続き整備を推進する。

465

計
画
事
業

大崎駅西口地区整備
（明電舎地区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

－ - － A
都内では初となる民間事業者の都市
計画提案による都市再生事業を支援
し、開発事業を推進する。

466

計
画
事
業

大崎駅西口地区整備
（ソニー地区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

－ - － B 引き続き整備を推進する。

467

計
画
事
業

大崎駅東口第３地区
整備

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

40 ％ 169,821 A

利便性の高い好立地の地区に業務・
商業施設と良質な住宅の供給を図り
つつ、周辺地域の活性化に大きく寄与
する事業として推進していく。

468

計
画
事
業

大崎駅東口地区整備
（東五反田二丁目第
２地区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

20 ％ 4,772 A
大崎駅周辺地区都市再生ビジョンの
実現に向け、市街地整備を促進してい
く。

469

計
画
事
業

大崎駅東口地区整備
（北品川五丁目第１
地区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

20 ％ 4,782 A

地区内にある総合体育館が小中一貫
校校舎と合築されるため、体育館の移
転跡地を活用して整備をはかってい
く。
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470

計
画
事
業

大崎駅西口地区整備
（大崎駅西口中地区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

40 ％ 29,516 A
りんかい線の開通により、利便性がさ
らに向上した。今後とも良好な住環境
と魅力ある市街地の整備を推進する。

471

計
画
事
業

大崎駅西口地区整備
（大崎駅西口南地区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

20 ％ 9,712 A
区の公共施設の整備計画についても
検討し、再開発事業を推進していく。

472

計
画
事
業

大崎駅東西自由通路
整備事業

都市開
発課

進捗率 80 ％ 3,379,320 A
大崎駅の東西地区を結ぶ重要な歩行
者動線であり、事業者等と連携し整備
を促進する。

473

計
画
事
業

大井町駅周辺地区再
開発事業（大井町西
地区）

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

－ ％ 5,779 A
補助１６３号線整備事業と連携し、まち
づくりを推進していく。

474

計
画
事
業

大井町駅周辺地区再
開発事業（広町地区）

都市開
発課

関係機関協議
H15年度事
業開始

- － A
大井町駅周辺の活性化のためには、
駅に隣接する広町地区が大変重要で
あり、引き続き検討していく。

475

計
画
事
業

西五反田三丁目地区
整備

都市開
発課

区民住宅建設、
高齢者施設・地
域センター複合
施設建設

－ - － B

区民住宅４９８戸や高齢者施設、地域
センター、公園等の公共施設の整備
が完了し、今後は民間事業者と連携し
整備を推進していく。

476

計
画
事
業

品川シーサイド駅周
辺地区整備

都市開
発課

事業中の各棟
の整備状況と
促進地域の進
行状況

3 棟 0 B

りんかい線の全線開通により利便性
が向上し、商業施設と良質な住宅の供
給がはかられ、引き続き地域の活性
化のため整備を推進する。

477

計
画
事
業

西大井駅周辺地区再
開発事業

都市開
発課

事業の開始か
ら完了までの実
施状況

85 ％ 2,262,155 B
今後は、Ｊタワー西大井を拠点に、ベ
ンチャー企業の創業支援など、産業の
活性化をはかっていく。

478
都市再生総合整備事
業

都市開
発課

御成橋架替
ティクス前道路
整備

－ - 67,032 A
基盤施設を先行的に整備し、開発事
業の促進をはかっていく。

479

計
画
事
業

細街路拡幅整備事業 建築課

・一年間に拡幅
整備を行なった
道路延長（平成
1４年度：3,353
ｍ）

3,353 ｍ 280,462 B

幅員４ｍ道路の確保は防災上の安全
確保はもとより、緊急車両の通行な
ど、生活の安全のうえでも重要であ
り、継続して行っていく。
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480

計
画
事
業

被災建築物応急危険
度判定ボランティア支
援事業

建築課

被災建築物応
急危険度判定
員全体会参加
率

47.5 ％ 2,858 B
参集訓練、応急危険度判定訓練など
を実施し、実効性のある判定体制を整
備していく。

481
特殊建築物等定期報
告事業

建築課 報告率 65 ％ 3,161 B
建物利用者の安全確保のため、未報
告の建物を減らし、さらに周知をは
かっていく。

482 違反建築取締り 建築課

区内の全建築活
動における違反
建築を抑制し、確
認申請手続きの
励行のために建
築現場をパトロー
ルし、違反建築の
早期発見に努め
る。

110 件 31,148 B
違反建築の事前防止にさらに努め、建
築活動の秩序維持のため適正な指導
を行っていく。

483 融資住宅審査 建築課 設計審査件数 18 件 11,017 C
住宅金融公庫の独立行政法人化の動
向に注視し、見直しする。

484
建設リサイクル法届
出事務

建築課
14年度の届出・
通知総件数

627 件 19,006 B
資源の有効利用と廃棄物の適正処理
のため、的確な指導など取り組みを強
化していく。

485

計
画
事
業

区民住宅建設事業
（西五反田・超高層
棟）

住宅課
新規区民住宅
の供給戸数

平成16年3
月400戸

竣工
戸 2,916,396 A

竣工、入居まで着実に計画を推進し、
今後は効果的、効率的な維持管理を
行っていく。

486

計
画
事
業

区民住宅建設事業
（西五反田・高齢者等
複合棟）

住宅課
　新規区民住宅
の供給戸数

平成15年
12月98戸

竣工
戸 1,187,284 A

竣工、入居まで着実に計画を推進し、
今後は効果的、効率的な維持管理を
行っていく。

487

計
画
事
業

都営住宅の移管(建
替時移管）

住宅課
　区営住宅の移
管（建替時）

平成16年3
月46戸
竣工

戸 192,734 B
区で管理するメリットを勘案し、必要に
応じ移管事業を行う。

488

計
画
事
業

住宅修築資金融資
あっ旋事業

住宅課
　融資あっ旋件
数

6 件 4,778 C
区民のニーズにあった、あっ旋制度に
ついて検討を行っていく。

489

計
画
事
業

分譲マンション維持
管理に関する相談支
援

住宅課
　マンション管
理セミナー参加
人数

96 人 9,514 B 区の役割について検討する。
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490

計
画
事
業

環境共生住宅助成事
業

住宅課 　申込件数 0 件 1,024 B
地球環境保全のため、環境にやさしい
住宅への改修を支援する。

491
都営住宅（品川区地
元割当分）公募

住宅課
　申込用紙の配
布部数

2,091 部 5,340 B 効率化をはかりながら実施する。

492

区営住宅管理(区営
住宅の維持管理およ
びあき家住宅の入居
者募集）

住宅課
　区営住宅入居
申込件数

478 件 90,569 B 効率的な管理を行っていく。

493
借上型区民住宅の維
持管理

住宅課
借上型延べ供
給戸数

298 戸 674,526 C あき家対策を検討していく。

494
建設型区民住宅の維
持管理

住宅課
建設型延べ供
給戸数

260 戸 82,847 A
民間事業者を活用しながら、効率的な
維持管理を行っていく。

495 住宅まつり補助 住宅課
参加人数（入場
者数）

3,000 人 1,935 B
地域産業の振興とともに、区民の住環
境改善を行えるように内容等に工夫を
凝らし実施していく。

496
二世代住宅取得等助
成事業

住宅課 　申込件数 27 件 21,790 B
地域の活性化の面からも二世代住宅
の取得を支援する。

497

計
画
事
業

区民の自主的なまち
づくりへの支援

住環境
整備課

まちづくり活動
推進団体がま
ちづくりを目的
とした活動を推
進することに対
する支援

1 地区 2,208 B
区民の自主的、主体的なまちづくり活
動の支援を行っていく。

498

計
画
事
業

旗の台・中延地区密
集住宅市街地整備促
進事業

住環境
整備課

道路や公園とし
て整備した面積
と建替え促進に
より建替えられ
た敷地面積の
合計値

45 ㎡ 59,179 A
共同化の具体的な計画を作成し、事
業を推進していく。

499

計
画
事
業

戸越１・２丁目地区密
集住宅市街地整備促
進事業

住環境
整備課

道路や公園とし
て整備した面積
と建替え促進に
より建替えられ
た敷地面積の
合計値

695 ㎡ 117,799 B
防災性、安全性の向上のため整備を
行っていく。
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500

計
画
事
業

百反通りの拡幅およ
び沿道敷地の共同化

住環境
整備課

道路として整備
した面積と建替
え促進により建
替えられた敷地
面積の合計値

969 ㎡ 905,835 B
整備完了に向け、着実に計画を推進
する。

501

計
画
事
業

荏原北地区密集住宅
市街地整備促進事業

住環境
整備課

道路や公園とし
て整備した面積
と建替え促進に
より建替えられ
た敷地面積の
合計値

28 ㎡ 50,420 B
防災性、安全性を高めるため、整備を
行っていく。

502

計
画
事
業

東中延１・２丁目、中
延２・３丁目地区密集
住宅市街地整備促進
事業

住環境
整備課

道路や公園とし
て整備した面積
と建替え促進に
より建替えられ
た敷地面積の
合計値

平成18年
度事業開
始予定

- － B
現況を把握し、状況に応じた整備計画
を作成し、事業を推進する。

503

計
画
事
業

防災再開発促進地区
の認定建替

住環境
整備課

建替件数 0 件 0 B
周知に努め、事業を有効に活用してい
く。

504

計
画
事
業

二葉３・４丁目、西大
井６丁目地区密集住
宅市街地整備促進事
業

住環境
整備課

道路や公園とし
て整備した面積
と建替え促進に
より建替えられ
た敷地面積の
合計値

平成17年
度事業開
始予定

- － A
現況調査を行い、地域の特性にあった
整備計画を作成し、事業を推進する。

505

計
画
事
業

都心共同住宅供給事
業

住環境
整備課

住宅供給戸数 42 戸 75,210 B
住宅の共同化を行うことにより、良好
な住環境の整備を行っていく。

506

計
画
事
業

補助２６号線地区都
市防災不燃化促進事
業

住環境
整備課

助成棟数 2 棟 14,857 B
防災性、安全性の向上のため、引き続
き不燃化をはかっていく。

507

計
画
事
業

補助４６号線品川地
区都市防災不燃化促
進事業

住環境
整備課

助成棟数
平成15年
度開始事

業
- 9,754 B

防災性、安全性の向上のため、不燃
化を促進していく。

508

計
画
事
業

補助２６号線その２地
区都市防災不燃化促
進事業

住環境
整備課

助成棟数
平成18年
度事業開
始予定

- － B
戸越公園一帯周辺地区の不燃化事業
と連携して事業を行っていく。

509

計
画
事
業

戸越公園一帯周辺地
区都市防災不燃化促
進事業

住環境
整備課

助成棟数
平成18年
度事業開
始予定

- － A
現況を把握し、避難場所、避難路等の
整備計画の策定を行っていく。
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510

計
画
事
業

荏原北・西五反田地
区防災生活圏促進事
業

住環境
整備課

道路拡幅面積、
広場等整備面
積､不燃化建替
え敷地面積

523 ㎡ 26,202 B
地域の防災性の向上のため事業を
行っていく。

511
中高層建築物等の建
設に係る環境指導

住環境
整備課

開発指導要綱・
指針等に関す
る協定の協定
件数

107 件 24,190 B 適切な指導を行っていく。

512 建築紛争調整事業
住環境
整備課

建築紛争に関
する年間相談
件数

277 件 19,257 B
建築紛争の予防と調整を粘り強く継続
していく。

513 建築審査会事務
住環境
整備課

審査会付議案
件数

7 件 6,509 B 効率的な運営に努める。

514
従前居住者用住宅管
理

住環境
整備課

年間入居戸数
最大８４戸（７戸
×１２ヶ月＝８４
戸）

72 戸 8,731 B
密集市街地整備事業の進捗をはかる
ため、区民住宅等も有効に活用する。

515
密集住宅市街地整備
促進事業整備計画策
定

住環境
整備課

整備計画等を
策定した地区の
面積

1 ha 24,870 B
地域の特性にあった整備計画を作成
し事業を推進する。

516 用品制度の運営
収入役
室

物品の調達金
額

89,455 千円 3,061 B さらに効率的な運営に努める。

517 備品管理事務
収入役
室

毎年3月31日現
在の備品保有
点数

49,902 点 10,582 C
　財務会計システムの導入に伴ない、
備品管理の効率化と備品の有効活用
を図る。

518 審査出納事務
収入役
室

支出命令審査
件数

73,651 件 138,369 C
　財務会計システムの導入に伴ない、
より適正な会計事務を促進する。

519

計
画
事
業

校舎屋上緑化 庶務課 年間整備校数 5 校 16,780 A

緑化の方法や内容等は工夫しつつ、
小学校を中心に推進していく。また、
校舎改築の際には積極的に緑化を進
めていく。

65



事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

520

計
画
事
業

小中一貫校施設計画 庶務課 計画着手校数 1 校 38,300 A

平成18年4月の第1校を着実に開校さ
せるとともに、小中一貫教育の内容や
制度の精査、検証を行い、今後各地
区で展開していく。

521

計
画
事
業

校庭整備(学校環境
整備事業)

庶務課 年間整備校数 3 校 92,395 B
学校改築計画との整合性を図りつつ
必要な改修を行う。

522

計
画
事
業

外壁改修(学校環境
整備事業)

庶務課 年間整備校数 7 校 92,686 B
学校改築計画との整合性を図りつつ
必要な改修を行う。

523

計
画
事
業

屋内運動場建設 庶務課 年間整備校数 2 校 57,845 C
校舎改築計画に併せて、改修を進め
る。

524

計
画
事
業

屋上防水(学校環境
整備事業)

庶務課 年間整備校数 4 校 21,149 B
学校改築計画との整合性を図りつつ
必要な改修を行う。

525

計
画
事
業

学校施設の計画的改
築

庶務課 計画着手校数 2 校 42,406 A
将来的な見通しを持って学校改築を
進めていく。

526 教育広報紙の発行 庶務課
教育広報の発
行部数

54,000 部 3,542 B
ホームページとの連携を持たせながら
内容の一層の充実を図っていく。

527 教職員住宅維持管理 庶務課 入居者数(延べ) 408 人 6,085 B
優秀な人材の確保を図るため、民間
住宅等の借上げを含め、検討してい
く。

528 交通指導委託 庶務課  配置箇所 42 箇所 41,538 C
交通指導の必要性を検証し、廃止を
含め検討する。

529 教職員健康管理 庶務課
結核検診受診
率

905 人 22,094 B 今後も受診率の向上に努める。
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530 学校職員被服貸与 庶務課 　貸与者数 1,510 人 18,990 B
学校の特色づくりなども考慮しながら
適切な貸与を行う。

531
学校事務システムの
運営

庶務課

小中学校およ
び教育委員会
事務局におけ
るクライアント
の設置台数

178 台 97,888 B
学校における事務全般についてのシ
ステム化の必要性を検討していく。

532
プラン２１推進委員会
の運営

庶務課
推進委員会等
会議開催回数

7 回 2,145 B
今後も「教育改革プラン２１」に基づき
教育改革を一層進めていく。

533
区立小中学校等の機
械警備

庶務課
　警報設備の設
置校数

67 校 44,505 B 現状どおり進めていく。

534
学校環境整備事業
（小規模維持修繕）

庶務課 年間整備校数 58 校 826,087 C
学校改築計画との整合性を図りつつ、
民間活用の新たな工夫を検討する。

535 学校開放運営 庶務課
 学校施設利用
件数（有料分）

20,823 件 159,963 B
施設管理とともに、利用者の満足度が
上がるよう委託内容等を検討してい
く。

536 近隣住民協力員 庶務課  協力員数 58 人 1,486 D
過去の実績等を検証し早期に廃止す
る。

537 安全衛生管理 庶務課 　巡回相談回数 40 回 2,990 B
法定事業として、職員の身体的、精神
的な健康管理に努めていく。

538 常備薬品購入 庶務課 　配付校 67 校・園 495 B 着実に進めていく。

539

計
画
事
業

学校給食施設改修
（ドライシステム化）

学務課
一年間に改修
した給食室の学
校数

2 校 81,598 C
新たなドライシステム化については、
学校改築の際に整備する。
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540

計
画
事
業

児童生徒用机・椅子
老朽取替

学務課
児童生徒用机・
椅子老朽取替
年間取替数

1,203 セット 14,106 B
学校改築や小中一貫校建設時の初度
調弁等を含め計画的に整備を行って
いく。

541
給食生ごみのリサイ
クル

学務課
生ごみ処理機
設置校数

25 校 7,777 C
個別学校でのリサイクルは、生ゴミ回
収事業への移行を段階的に進めてい
く。

542
二葉幼保一元化施設
運営

学務課
５月１日現在の
在園児数

116 人 184,927 A
幼保一元策について効果を見ながら
進めていく。

543
小中学校の夏季施設
事業の支援

学務課 　参加者数 1,823 人 9,004 B
各学校の特色を持たせながら教育成
果が上がるよう実施していく。

544 小中学校の移動教室 学務課 　参加者数 3,377 人 80,693 B
学校での特色を出しながら教育効果
を一層向上させていく。

545 校医等報酬 学務課

各学校に内科
医、眼科医、耳
鼻科医、歯科
医、薬剤師の５
名を配置する。

290 人数 147,995 C
関係機関と調整し、校医のあり方を検
討する。

546
保健運営（学校環境
衛生の整備）

学務課
各種委託の述
べ実施回数

1,044 回 60,629 B
委託にあたっては、十分な検査を行い
実効性を確認する。

547
児童・生徒の健康管
理

学務課
健康診断受診
者（児童・生徒
人数）

15,939 人 39,632 B
児童・生徒の健康管理のため継続し
実施していく。

548 幼稚園教材の整備 学務課 在園児数 547 人 9,799 B
今後も必要な教材教具については整
備し教育内容の充実を図る。

549
障害児（区立幼稚園
児）対策

学務課 介助員数 13 人 12,022 B
必要に応じて適切な介助員を配備して
いく。
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550 幼稚園の運営 学務課 在園児数 547 人 57,679 A

保育園と幼稚園の一体的な就学前教
育のあり方について検討し、品川らし
い保育教育を整備推進する。･

551 幼稚園保健運営 学務課 在園児数 547 人 8,150 B
効率的に園児の健康増進が図れるよ
う方策を見直していく。

552 心身障害児就学事務 学務課
年間での整備
学校数

4 校 4,112 B
必要な整備・備品の配置等は計画的
に行っていく。

553
心障学級介助員の配
置

学務課
介助員の雇用
人数

84
実績
人 86,364 B

児童・生徒の必要に合わせ、適正な配
置に努めていく。

554
就学事務(学校選択
制）

学務課

学校の特色あ
る教育活動を
考えて、学校を
選択した保護者
の数

200 人 15,644 A

小学校のブロック制を廃止し、早期に
完全自由化を図るとともに、この制度
の課題や効果を十分評価・検証してい
く。

555
学校における情報化
教育の推進

学務課

パソコンの導入
およびインター
ネット回線の接
続校。

58
学校
数 702,518 A

今後の情報化・ＩＴ化の進捗を見通しな
がら、各教室へのパソコンの配備等学
校の情報化・教育のシステム化を進め
ていく。

556 特別教室整備 学務課 整備学校数 17
学校
数 19,913 B

計画的に整備を行い、教育環境の整
備に努める。

557 クラブ活動指導事業 学務課
全クラブ数　２３
７

1,479 人 7,784 B
児童・生徒の適正やニーズに合わせ
必要な指導員を配置するとともに、地
域との連携等を図っていく。

558 就学援助事業 学務課 　受給者数 4,061 人 357,535 B
公平性を確保しつつ適正に行ってい
く。

559
給食調理機器等の整
備

学務課

一年間に給食
調理機器（高額
備品）を取り替
えた学校数

20 校 33,416 B
必要な調理器具は精査しながら配置
していく。
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560 給食室の維持運営 学務課
年間給食提供
数（2,970,326
食）

2,964,697 食数 110,994 C
保育園で実施している給食調理代行
の成果を検証し、学校での可能性を検
討する。

561
日光林間学園維持管
理

学務課
　年間一般宿泊
者延べ人数

7,662 人 223,637 B
林間学園として十分活用した上で、区
民利用におけるサービス向上を進め
ていく。

562
多子家庭給食費補助
事業

学務課 交付者数 101
交付
者数 5,026 B

事業の効果や必要性について他の制
度との整合性などと比較しつつ検討し
ていく。

563

計
画
事
業

教育内容の充実（習
熟度別学習・小学校
における英語学習）

指導課
指導助手派遣
時数

8,405 時数 15,317 A
指導助手の研修等を含め、内容や教
授方法等の検討を行い充実を図る。

564

計
画
事
業

特色ある学校づくり
(教科担任制・福祉教
育・ふれあい教育・小
中連携教育他）

指導課
小中一貫教育
実施校数

4 校数 16,102 A
内容の充実を図るとともに、実践校の
成果を各校で活用できるようにする。

565

計
画
事
業

教育活動の成果を基
盤とした学校づくり
（学校評価）

指導課

学校評価を具
体的に教育課
程の編成に反
映している学校
校

58 校数 4,329 A
実施した評価が学校経営や教育方
法、カリキュラムに反映されていくサイ
クルを確立していく。

566

計
画
事
業

教育活動の成果を基
盤とした学校づくり
（学力定着度調査）

指導課
態度表明の
ホームページ掲
載

68 ％ 8,168 A
継続的に実施し教育力の向上を図る
とともに、個々の児童・生徒の動機付
けや学習プログラムにつなげていく。

567

計
画
事
業

教職員研修 指導課
校内研究実施
延回数

384 回 14,332 A
教員の資質向上が図れるよう研修の
方法や内容等を見直し成果が上がる
ようにする。

568

計
画
事
業

開かれた学校づくり
（まちの人々に学ぶ
授業）

指導課
招いた地域の
人々

780 人 3,854 A

内容の充実や拡大を行うとともに、学
校間での情報交換を密にし、地域人
材を共同し活用していく方策等も検討
する。

569

計
画
事
業

開かれた学校づくり
（中学校における公
開授業）

指導課
公開授業参加
者数

674 人 1,438 A
地域に開かれた学校を進めるため、
内容を充実し実施していく。
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事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

570

計
画
事
業

すまいるスクール 指導課
実施予定の学
校数

4 校 106,688 A
運営体制等の見直しを進め、効率的
かつ児童及び保護者のニーズに対応
した運営を行っていく。

571

計
画
事
業

ステューデントシティ 指導課
ステューデント
シティー参加者
による評価

- - - A
体験学習の場として、引き続き充実し
ていくが、成果について十分な検証を
行っていく。

572 品川区研究学校 指導課
校内研究の公
募校数

16 校 14,214 B
研究成果が共有化されるよう工夫しな
がら継続的に実施していく。

573
生徒の指導対策の整
備

指導課 活動回数 3,840 回 12,965 B
今後も地域と連携し進めていくととも
に、生徒一人ひとりに適応したきめ細
かい指導に努めていく。

574 適応指導教室の運営 指導課
登録者の出席
率

15 ％ 38,169 B
不登校対策としては継続していくととも
に、閉じこもり児童・生徒の実態等も把
握していく。

575 小中学校の一般公開 指導課
一般公開期間
中に授業を参
観した人数

41,184 人 1,166 B
学校選択制や特色ある学校づくりの
一環として今後も継続して実施し地域
に開かれた学校にしていく。

576 指導資料作成委員会 指導課 作成資料数 3 種類 3,798 B
区が行っている平和事業（広島派遣な
ど）や人権啓発事業等と連携をとりな
がら充実を図る。

577
人権尊重教育推進校
の設置

指導課
人権学習会等
講演時間

12 時間 2,002 B
人権尊重教育の充実を図るため研究
校での成果を共有化していく。

578 連合行事 指導課
参加児童・生
徒・保護者延人
数

15,769 人 26,424 B
行事の内容等や委託先などについて
は検討を行っていく。

579 教育センターの運営 指導課
来所教育相談
件数

3,139 件数 51,249 C

教員の資質向上のため研修の充実や
教育情報の発信など、教育センター施
設および活用方法について見直しを
図る。
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事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

580

計
画
事
業

家庭教育支援ネット
ワーク講習（保育体
験講座）

生涯学
習課

参加者数 40
参加
人数 2,918 A

次世代育成支援の一環からも保育体
験実習は時期や内容を含め拡大して
いく。

581

計
画
事
業

生涯学習・スポーツ
情報の収集･提供（施
設予約システムの運
用）

生涯学
習課

インターネットア
クセス件数

- - 82,185 A
学校、体育館等予約できる施設の拡
大を検討する。

582

計
画
事
業

ライフステージに応じ
た学習プログラムの
提供(シルバー大学）

生涯学
習課

事業実施回数 620 回数 32,706 B
高齢者の生きがいや地域ボランティア
活動の発展につながるよう計画的な
事業運営に努めていく。

583

計
画
事
業

ライフステージに応じ
た学習プログラムの
提供(障害者学級）

生涯学
習課

学級の年間参
加者の人数

96 人 21,966 B
学級生のニーズ把握に努めつつ、ボラ
ンティアやリーダーの拡大と連携を
図っていく。

584

計
画
事
業

文化センターの整備
生涯学
習課

年間延利用団
体数

31,749 団体 601,167 B
街づくりの全体計画に合わせて検討を
進める。

585

計
画
事
業

地域開放施設の充実
(学校屋内運動場）

生涯学
習課

地域体育館整
備校数

2 校 3,702 B
計画的継続的に学校体育館の地域利
用に向けた整備を行っていく。

586

計
画
事
業

地域開放施設の充実
(夜間照明）

生涯学
習課

学校校庭夜間
照明設備設置
校数

1 校 12,104 B 計画的に整備を進めていく。

587

計
画
事
業

総合体育館の改築の
検討（総合体育館の
運営）

生涯学
習課

延べ利用者数 326,854 人 231,230 B

新しい体育館について利用方法等ソフ
ト面の充実を検討していく。また、ス
ポーツ協会については運営体制の強
化を図り、自立化を促進する。

588
文化財保護事業（文
化財保護審議会）

生涯学
習課

審議会開催回
数

3 回 6,020 B
文化財の保護・活用の側面からも継
続し実施していく。

589
文化財保護事業（文
化財保護）

生涯学
習課

文化財めぐり及
び文化財一般
公開参加者数

533 人 18,604 B
都市の活性化の観点からも文化財の
活用・観光資源化について検討してい
く。
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事業評価結果一覧(平成１５年度評価分）

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

H14年度コスト
（千円）

評
価

説　　　明事業成果（活動）状況

590
文化財保護事業（埋
蔵文化財）

生涯学
習課

照会件数 1,424 件 15,374 B
区内遺跡の保存活用に今後も努めて
いく。

591 歴史館維持運営
生涯学
習課

利用人数 12,576 人 61,644 B
計画的な改修を検討し、効率的な管理
運営を行う。

592 歴史館事業
生涯学
習課

講座・講演会の
参加者数

2,212 人 32,036 B
講座、講習会について内容の充実を
図っていくとともに、展示解説ボラン
ティアの活用を図る。

593 品川歴史館特別展
生涯学
習課

観覧人数 1,645 人 13,991 B

区民にとって魅力的な特別展を企画
するとともに、生涯学習関連事業との
連携を図り、事業展開を多角化してい
く。

594
団体等支援事業(社
会教育関係団体登録
制度)

生涯学
習課

社会教育関係
登録団体数

1,729
団体
数 3,195 B

区民の自主的な生涯学習が一層進展
するよう支援を行っていく。

595
文化フェスティバル
（区民作品展）

生涯学
習課

出展数 277
出展
数 3,275 B

成果や実績等を評価・検証し、種目や
会場、日程などを見直ししていく。

596 自然体験教室
生涯学
習課

定員に対する
参加者数

53 人 2,948 B
異年齢集団活動や環境学習等も含め
た児童・生徒にとって総合的な教育の
場となるよう内容を充実させていく。

597
成人教育　　区民大
学

生涯学
習課

講座の年間参
加人数

606
参加
者数 30,349 B

参加費用については、実施方法と学
習内容などを考慮し、検証を行ってい
く。

598
家庭教育支援事業
(家庭教育委託学級）

生涯学
習課

事業実施回数 312
実施
回数 6,861 B

委託内容（事業内容）について、各ＰＴ
Ａと十分連携し実施し効果が上がるよ
うにする。

599
家庭教育支援事業
（子ども地域活動促
進事業）

生涯学
習課

事業実施回数 95
実施
回数 5,290 B

各学校・ＰＴＡの特色のある事業となる
よう整備を進めていく。
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価

説　　　明事業成果（活動）状況

600
プラネタリウム室運営
（五反田文化セン
ター）

生涯学
習課

一般投影及び
団体投影にお
ける年間参加
人数

4,079 人 12,930 B
事業の進め方や機器整備について長
期的な計画を検討する。

601
ヘルストレーニング室
運営（東品川文化セ
ンター）

生涯学
習課

利用人数 4,973 人 6,229 D
年度内に廃止し新たな事業展開を行
う。

602
地域スポーツ活動の
支援（スポーツリー
ダー養成事業）

生涯学
習課

講座の参加人
数

101 人 1,075 C
受講修了者が学校や地域で活動でき
る体制を作るとともに区民健康づくりと
の連携を図っていく。

603
地域スポーツの推進
（遊び場開放）

生涯学
習課

年間参加者数 96,360 人 25,985 C
すまいるスクールの展開なども考慮し
今後の開放方法を検討していく。

604
（財）品川区スポーツ
協会助成

生涯学
習課

補助金交付額 32,151 千円 33,070 B
自立的な事業運営ができるよう体制等
を検討する。

605 区民スポーツ大会
生涯学
習課

区民大会参加
者数

16,621 人 22,483 B
区民スポーツの発展につながるよう継
続し実施していく。

606
地域スポーツ施設の
開放

生涯学
習課

地域スポーツ開
放施設の年間
延べ使用人数

750,566 人 26,034 B
予約システムの導入等を含めより利
用しやすい方法を検討していく。
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説　　　明事業成果（活動）状況

607
「軽井沢レクの森キャ
ンプ場」の夏季一般
開放

生涯学
習課

貸出数 231 張 6,094 B
継続して事業内容の工夫を検討して
いく。

608
附属機関等委員経費
（社会教育委員）

生涯学
習課

会議への参加
人数

27 人 1,850 C
区民ニーズに応え、区の特色を活かし
た計画づくりを行うため、柔軟な運営
方法等を検討する。

610
図書館児童サービス
事業

品川図
書館

事業実施回数 882 回/年 60,345 B
ボランティアの活用を積極的に図りな
がら、事業の継続、実施をしていく。･

611 図書館運営
品川図
書館

図書館資料の
総貸出数

2,441,384 点 731,284 C

図書館利用サービスが向上するよう
窓口業務の委託化を検討していく。ま
た、各図書館の機能について見直しを
行う。

612 図書館資料の収集
品川図
書館

1年間の新刊図
書の購入タイト
ル数

21,072
タイト

ル 320,625 B
区民ニーズに応えた図書館運営を
行っていく。

613 常時啓発（啓発講座）

選挙管
理委員
会事務
局

講座の参加者 100 人 1,113 B

区民が選挙に関心をもち、投票への
参加を促すために、選挙・政治意識の
高揚を図ることは投票率の向上につな
がるため継続して実施する必要があ
る。

614
明るい選挙推進ポス
ターコンクール

選挙管
理委員
会事務
局

応募した人 157 人 2,155 B

対象者に早期から選挙・政治に興味を
深めてもらい、次世代に向けての選挙
意識の高揚を図るためには継続して
実施する必要がある。

615
バースデーカードによ
る新成人への選挙啓
発

選挙管
理委員
会事務
局

投票率　20歳投
票率(H15年度
区議会議員選
挙）

28 ％ 2,675 B

新成人に主権者として意思を政治に
反映することのできる最大かつ基本的
な機会であることを再認識してもらうた
めに継続して実施する必要がある。

616
明るい選挙を推進す
る話し合い活動の支
援

選挙管
理委員
会事務
局

話し合い活動
の実施回数

533 回 2,000 B

明るい選挙推進委員による政治や選
挙に対する関心を深めるための「話し
合い」を支援することは、投票率の向
上に欠かせない事業であることから継
続して実施する必要がある。

ＩＴ社会に対応した区民サービスを進め
ていく。また、ビジネス支援の充実など
図書館サービスの新たな展開を検討
する。

609

計
画
事
業

A-
魅力ある図書館づくり
（ソフト整備）

品川図
書館

個人利用件数 - -
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617 話し合い助言者研修

選挙管
理委員
会事務
局

研修の参加者
数

821 人 5,261 B

明るい選挙推進委員の意識向上を図
ることにより、区民の選挙・政治意識
の高揚に寄与することができるため、
継続して実施する必要がある。

618 区議会だより発行
区議会
事務局

区議会だより印
刷部数

168,000 部 14,129 B

平成15年度から独自の区議会ホーム
ページを立ち上げ、情報提供に努めて
いるが、なおいっそう議会活動を周知
する必要があることから、区議会だよ
りの発行を含め継続する必要がある。

619 議会図書室運営
区議会
事務局

図書購入冊数 204 冊 10,056 B

地方分権の進展に伴い、議員活動に
おいても調査・研究の充実が求められ
ていることから、今後も重要な事業とし
て図書資料を収集していく。
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Ⅲ．評価後の事務事業の改善状況                   
 

 平成 1５年度は総合実施計画事業を含めて６１９本の事務事業を評価しました。事務

事業評価は､評価結果を次の事業の改善につなげ、継続して事業を見直していくことが

重要です。そこで、評価した事業が、どのように見直し・改善に活用されているのかを､

とりまとめました。 

 

◇対象事業 

 １５年度に事務事業の評価を実施した事業のうち、評価レベル「Ａ：拡大する事業」、

「Ｃ：見直しする事業」、「Ｄ：廃止・中止する事業」の事業を対象としました。 

  

◇改善の概要 

 事務事業評価の結果を受けて､事務事業の見直し､実施計画､予算編成等への活用につ

いてとりまとめると、主な改善状況は､次のようになりました。 

 ① 新規事業として拡充を図るもの                １９事業 

  生活安全パトロールと連携し、充実を図る生活安全推進事業 

  まちづくりの推進と産業の活性化を担う産業観光情報ネットワーク化事業 

  介護予防、重度化予防の地域における高齢者リハビリテーションシステムの推進 

  ボランティアグループによる違反広告物の除却を行なう屋外広告物取締事務 

など 

 ② 新たな工夫をはかり事業を充実させるもの           ６９事業 

  コンビニ収納を開始する国民健康保険料収納率向上対策 

  事業所と連携して災害に備える体制を検討していく事業所の地域協力 

  障害者の就労の機会と場を確保する福祉工場の拡大 

  みどりと花のボランティア事業と連携する公園・児童遊園維持管理 

  １３地区２６教室で行なう健康塾の拡充 

  小学校全校で展開する学校ＩＳＯ 

  分別の徹底によるごみ減量を推進する各戸収集事業 

大崎図書館を産業支援図書館としてリニューアルする魅力ある図書館づくりなど 

③ 事業執行上の問題点を解決し、改善を図るもの         １４事業 

  証明書の時間外取り扱いを即時発行に改善した大井町サービスコーナー運営 

  電算システムのリニューアルにより省力化と正確性の向上を図る生活保護法施行

事務など 

 ④ 民間委託等により事業執行の方法を変更するもの         ９事業 

  一部を委託化する電話交換業務、 

窓口業務を委託する図書館運営など 

⑤ 事業の統合、縮小、休止、廃止をしたもの            ９事業 

  すまいるスクールに移行する学童保育事業 

校舎改築計画に併せる屋内運動場建設や学校給食施設改修事業など 
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⑥ 計画的に長期間にわたって事業を進めるもの          ４０事業 

  児童センターの親子サロンの設置を進める在宅子育て支援事業 

  大崎駅周辺再開発事業、密集住宅市街地整備促進事業 

   学校施設の計画的改築など 

 

 その他、継続して見直し､改善の検討を進めなければならない事業（１３事業）もあ

り、今後も､事務事業評価を行い、改善につなげることにより､区民サービスの向上を図

っていきます。 

 

 

◇各個別の事務事業の見直し・改善状況 

 １５年度の評価に対する個別の事業の 1５年度から 1６年度にかけての見直し・改善

状況の主なものは､次頁のとおりです。 

 評価欄に、「Ａ→Ｂ」「Ｃ→Ｂ」のように二つの評価が記載してある事業は､１４年度

の評価と 1５年度の評価が異なっている事業です。 

 



事業評価後の事業への反映状況

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

評
価

説　　　明 評価後の改善状況

1

計
画
事
業

区政総合業績評価制
度（行政評価制度等）
の構築

企画財
政課 A

事務事業評価、政策評価のローリング
を通じて予算編成や施策に反映させ、
区民サービスの向上を図る。

政策評価の実施とあわせて、区の政策
や事務事業について、より区民にわか
りやすく示していく。

5

計
画
事
業

ＣＡＴＶの普及促進・
活用

広報広
聴課 A

継続的に基盤整備を図りつつ、地域に
身近な情報発信機能を高めさせてい
く。

番組編成の見直し等により区民に身近
な情報をきめ細やかに提供していく。そ
の他、品川らしさを出した新規番組を
制作する。

8
ホームページ等によ
る情報提供

広報広
聴課 A

電子媒体の即時・即効性を活かした的
確な情報提供を継続する。また、区民
に親しまれる電子上のコミニュケーショ
ンスペースとして整備、充実を図る。

ホームページ上の地図をより鮮明にし
施設等への行き方を案内するなど区民
等の利便性を高める。

15
情報公開等審議会等
の運営

広報広
聴課

Ａ
↓
B

個人情報保護を堅守することは電子区
役所を推める上でも、極めて重要であ
り、制度の公正な運営と区政の透明性
の確保を図る。

電子区役所の進展や個人情報保護法
施行に伴い、適切な対応（ハード・ソフ
ト）を検討している。

17

計
画
事
業

電子区役所推進事業
情報シ
ステム
課

A

個人情報保護、セキュリティ対策に万
全を期しつつ、「小さな区役所大きな
サービス」の要の手段として計画的に
活用する。

電子申請・調達システムの共同開発手
法の適用により、最小の経費で最大の
効果を上げる。

18

計
画
事
業

基幹事務管理システ
ム整備

情報シ
ステム
課

A
電子区役所を進めるための基盤整備
であり、安定的運用に万全を期し、事
務の効率化を進める。

H16年4月の財務会計（執行系）システ
ムの稼動に向け、十分な操作研修を行
い、導入効果を最大限発揮する。

19 電子計算組織運営
情報シ
ステム
課

C

個人情報の保護、セキュリティの確保
に万全を期しつつ、現行ホストコン
ピュータシステムを再構築し委託化へ
と移行する。

住民情報システムを再構築し、運用を
委託化し、効率的運用を図る。

32 職員研修 人事課 A

地方分権が進むなかで、職員の意識
改革や政策形成能力の向上が一層求
められている。一定の成果が得られて
いるものの、新たな課題に挑戦し続け
る職員の育成を図る観点から、今後も
創意工夫を図る。

政策形成能力の向上を目指し、創造性
開発研修等スキルアップ研修の充実、
係長職に対して、人材育成のための
コーチング研修を実施している。

33 職員住宅管理 人事課 C

　災害対策初動体制要員の確保の面
から、一定規模は必要であるが、２寮
の廃止に続き、今後も見直しを進める
必要がある。

老朽著しく入居希望のない西大井待機
寮を廃止する。職員住宅については、
今後も継続した見直しを行っていく。

36
職員住宅資金融資
あっ旋事務

人事課 D
新規あっ旋は休止しており、現存の利
子補給終了後は廃止する。

引き続き新規あっ旋は休止し、利子補
給のみ行っている。平成15年度末に職
員住宅資金融資基金を廃止する。
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事業評価後の事業への反映状況

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

評
価

説　　　明 評価後の改善状況

37 職員への被服貸与 人事課 C

平成15年度に少数職種について見直
し改善したものの、全職種について、貸
与品を精査した上で、職務を行う際に
真に必要なものについて貸与を行うも
のとし、経費削減を図る。

専門職の貸与被服のデザイン・種類・
貸与方法を職務に適したものに改善
し、経費節減を図った。引き続き、他の
職種についても改善を図っていく。

41

計
画
事
業

都市型公害対策の推
進

経理課

B
↓
A

環境対策に取り組む自治体として、庁
有車の買い替え時には低公害車の導
入を図るとともに、区民に対しても普及
促進を図る。

低公害車導入に向け、買い換え時の
購入計画を作成するとともに、懸垂幕
やノーカーデーの取り組みにより区民
への普及促進を図った。

43 区有施設営繕業務 経理課 C

区有施設の営繕業務は建物や設備を
補修・改修し区有財産としてそれぞれ
の目的に沿って利用可能な状態に維
持することであり、効率的に業務を進
めるため、民間活用を更に進める等の
新たな工夫を要する。

平成16年度より、中小規模の改修工事
について、設計監理委託を年間契約に
て行い、スケジュール管理の徹底を図
るとともに、効率化を推進する。

45 電話交換業務 経理課 C
職員の年齢等を考慮しながら、民間委
託等を検討する必要がある。

電話交換業務のレベルアップも含め、
平成16年度からの一部民間委託導入
に向け検討を進めた。

46
入札予定価格１０００
万円以上の工事請負
契約事務

経理課 A
財務会計制度とリンクさせた電子入札
の導入などを視野に入れ、公平性・透
明性・競争性をより高める必要がある。

平成16年度からの財務会計システム
の稼動を確実に進めるとともに、都内
市区町村と共同で平成17年度の電子
入札稼動にむけ、検討をすすめてい
る。

50
庁有自動車運行維持
管理

経理課 C

平成15年度から集中管理を図る等の
見直しを行ったが、引き続き運転業務
の委託等を含め、経費削減のための
検討を進める。

経費節減のため、平成16年度からの
一部民間委託導入に向け検討を進め
た。

51
区有施設間のメール
運行管理

経理課 C

平成15年度よりメールカーの運行回数
の見直しを図り経費の削減に努めた
が、今後も庁内イントラネットの活用状
況を踏まえ見直しを検討する。

庁内イントラネットの活用状況を踏ま
え、配送先の削減等より効率的なメー
ルカーの運行方法を検討した。

52

計
画
事
業

自立した消費者の育
成

区民課

B
↓
A

副読本を配布するだけでなく、新たな
消費者問題傾向に対応した啓発手法
を考えるなど、より効果的な消費者教
育の方法を検討する。

新たな副読本選定の研究や学校での
活用予定の調査等を進めている。
また、区のホームページ等を利用した
情報提供を検討中である。

56

計
画
事
業

水と緑の市町村との
交流事業（山北）

区民課 C
現状の効果を分析し、品川区民と山北
町民のふれあいがより一層深まるよう
に内容を見直す。

品川区民と山北町民のふれあいが深
まるよう事業を見直し、経費をかけずに
行える事業を工夫・検討している。

62
区民保養所（暖景苑）
運営

区民課 C
区民が利用しやすいよう、保養所事業
全体を見直す方向で検討する。

保養所事業全体につき、新たな手法を
含め今後のあり方を検討する。
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事業評価後の事業への反映状況

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

評
価

説　　　明 評価後の改善状況

66 奨学金貸付事業 区民課 C
収入未済が生じない返済方法等を検
討する。

返還については、徴収相談員を置くこ
とにより効果をあげている。

71

計
画
事
業

ふれあいサポート活
動（地域相互支援活
動）

地域活
動課 A

各地域センターごとに設置された「ふれ
あいサポート活動会議」を中心に、地
域の特性に対応した区民相互扶助を
育む環境作りを積極的に推進する。

「高年者懇談会」の事務局を社会福祉
協議会から各地域センターへ移管する
とともに、ふれあいサロンを実施するな
ど、活動の基盤づくりをする。

77 平塚橋会館運営
地域活
動課

C
↓
B

斎場施設としてのあり方を見直し、地
域コミュニティの自主活動の拠点として
も活用する。

地域コミュニティの自主活動の拠点とし
ての活用を推進する。

81 地域食事サービス
地域活
動課 A

事業展開にあたっては、ふれあいサ
ポートを活用し、地域福祉事業として拡
大していく。

「ボランティア懇談会」や「試食会」の中
で、ボランティアの確保に向け協力を
促している。

85
生活安全推進事業
（防犯防火協会補助
金）

地域活
動課 A

生活安全パトロールなどと連携し、防
犯･防災に関しては生活安全協議会で
協議を行いながら充実を図る。

生活安全を担当する専管組織を立ち
上げ、空き交番の立ち寄り、児童連れ
去り防止等の防犯パトロールなどを実
施している。

86
歩きたばこ防止キャ
ンペーン

地域活
動課 A

地域の美化・通行の安全などの観点か
ら歩行喫煙、吸い殻・空き缶等の投げ
捨てに対して罰則つき取締りおよび啓
発活動を実施していく。

巡回指導員による、注意指導に努力す
る他、広く区内全域の歩きたばこ防止
をアピールしている。

87 青少年健全育成事業
地域活
動課 A

年々変化する青少年を取り巻く環境に
対応する地区委員会事業等を通して、
青少年の健全育成に寄与していく。

青少年の健全育成に相応しい環境づく
りのため、環境実態調査を実施する。

93

計
画
事
業

事業所の地域協力 防災課

B
↓
A

事業所と連携して災害に備えることが
できるよう、具体的に計画をたて、体制
の整備を推進していく。

地域を含めたＳＯＮＹ主催震災メモリア
ルイベントに協力した。事業所の地域
協力体制を確立するために、事業所向
け防災地図作成と連絡会議を設置す
る。

94

計
画
事
業

災害要援護者の安全
確保

防災課 A
災害要援護者についての認識を高め、
ふれあいサポート活動を活用した災害
時の体制作りを図る。

災害要援護者名簿作成のための名簿
登録意向調査を試験的に２町会で実
施。また、災害要援護者避難誘導ワー
クショップを４地区で実施。

96

計
画
事
業

防災行政無線管理 防災課

A
↓
B

「防災伝言板」「防災テルてる」を有効
に活用するとともに、平成24年の周波
数デジタル化に向け、より良いシステ
ム導入を検討していく。

「防災伝言板」については、台風情報
や水害情報の送信の他、日常的には
地域情報の送信を行っている。「防災
テルてる」については訓練に取り入れ
ている。また、デジタル化の検討を継続
している。
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事業評価後の事業への反映状況

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

評
価

説　　　明 評価後の改善状況

106
区職員の防災体制整
備

防災課 A
初動活動の職員を確保し、災害応急対
策活動の体制が充実するよう、職員の
対応力の向上を図る。

冬季に職員防災訓練を実施する等に
より実践的な訓練を実施した。また職
員の水防用防災服を貸与した。

113

計
画
事
業

産業観光情報ネット
ワーク化事業

産業振
興課 A

区内産業の活性化戦略として位置づ
け、新たな広報媒体・情報収集ツール
として条件整備をする。

まちづくりの推進と産業活性化を担う
新たな手法として、都市型観光を推進
する。

115

計
画
事
業

企業活力づくり支援
事業

産業振
興課 A

本年開設の「ものづくり創造センター」
を充分活用し、経営環境に応じた支
援・意欲的な企業の自立を支援する。

「ものづくり創造センター」を拠点にＮＰ
Ｏと連携して、技術開発・産学交流・人
材育成を推進する。

128
人づくり・産学交流支
援事業

産業振
興課 C

インターンシップに関して学生のニーズ
と受入れ企業とのギャップが生じてい
る点も踏まえ、事業内容の大幅な見直
しを検討する。

企業が利用しやすい人材育成・産学連
携の多様なメニューを用意し、新規事
業として展開していく。

129
品川技術ブランドＰＲ
事業

産業振
興課

B
↓
A

技術力のある区内製造業に対し、技術
革新や製品開発の情報発信を支援す
ることにより、受発注機会の増大、販路
の拡大などの推進を図る。

品川ブランドとしての事業をＮＰＯと協
同開発し、地域産業の活性化を図る。

135
共通商品券普及促進
事業

産業振
興課 A

区内商店街振興の一環として、区商連
における商品券事業の普及推進をサ
ポートする。

販売店の拡充、利用者へのＰＲなど、
流通基盤の一層の整備を区商連に要
請した。

137
内職相談およびあっ
旋事業

産業振
興課

C
↓
B

求職希望者が増加しているため、求人
数の割合を増やし効率的なあっ旋を行
う。

「しながわ産業ニュース」等により区内
事業者へのＰＲを強化した。

140

計
画
事
業

戸籍電算化開発事業
戸籍住
民課

A
↓
B

個人情報の保護に万全を期すととも
に、事務処理の標準化･効率化･省力
化および住民サービスの向上を図るた
めに計画的に電算化を推進する。ま
た、電算化事業の進捗に合わせて、執
行体制等の見直しを検討する。

戸籍システムを一部稼動(現在戸籍)さ
せるとともに、開発・執行体制の見直し
を図る。

142
住民基本台帳ネット
ワークシステムの構
築

戸籍住
民課

A
↓
B

個人情報の保護に万全を図りつつ、住
民基本台帳カードの普及に努める。

個人情報の保護に万全を期すととも
に、第二次サービスも順調に稼動して
いる。

143
戸籍事務　①戸籍届
出事務

戸籍住
民課 A

戸籍事務の電算化によりセキュリティ
対策に万全を期し、事務改善を積極的
に進める。また、窓口で本人確認を行
うことにより個人情報の保護を図る。

事務処理の効率化が図られ戸籍編成
等の事務処理期間が短縮された。
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144
戸籍事務　②戸籍証
明事務

戸籍住
民課 A

戸籍事務の電算化によりセキュリティ
対策に万全を期し、事務改善を積極的
に進める。また、窓口で本人確認を行
うことにより個人情報の保護を図る。

事務処理の効率化が図られ証明書の
発行時間が短縮された。

150
大井町サービスコー
ナー運営

戸籍住
民課 A

休日･夜間の窓口開設、証明書の即時
発行を充実させることにより、区民の利
便性を高める。

住民票・印鑑証明書の時間外取扱を
予約交付から即時交付に改善した。

156 区民税の徴収 税務課 A
24時間いつでも納付できるコンビニ収
納など新たな徴収方法も含め、効率的
な区税の徴収に努める。

コンビニ収納による軽自動車税の納付
機会を拡大するとともに、滞納整理シ
ステムの見直しにより効率的なシステ
ムの構築を図る。

160
国民健康保険料収納
率向上対策

保険年
金課 A

本年より開発に着手しているコンビニ
収納システムをはじめ、多様な手法を
考え収納率向上に努める。

平成16年6月からコンビニ収納を開始
し、利便性と収納率の向上を図る。

169
介護保険事業（賦課
徴収）

保険年
金課 A

第１号被保険者の普通徴収分に関して
徴収率向上の方策を検討する。

平成16年度から徴収員制度により収
納率向上を図る。

173

計
画
事
業

知的障害者のグルー
プホームの整備・充
実

障害者
福祉課 A

区内に居住する知的障害者が､住み慣
れた地域で引き続き自立した生活が営
めるよう整備する。

「旗の台つばさの家」をはじめてとして
NPO法人等が設置主体となったグルー
プ・ホーム３か所を開設。

175

計
画
事
業

知的障害者入所施設
の整備・充実

障害者
福祉課 A

身近な地域での自立生活支援施設を
来年度開設に向け整備する。

在宅サービス(デイサービスセンター)
の機能も併設した総合的な支援施設を
平成16年５月に開設する。

176

計
画
事
業

知的障害者の通所施
設の整備・充実

障害者
福祉課 A

在宅生活を支援し、充実した生活を送
ることができるよう、定員拡大や既存施
設の機能転換など、知的障害者通所
施設の整備充実を図る。

平成15年度から、２施設で計15名の定
員を拡大した。また、平成16年度には、
心身障害者福祉会館の通所部門を支
援費制度の適用が可能な法内施設へ
移行する。

177

計
画
事
業

福祉工場の事業拡大
障害者
福祉課 A

障害者の就労の機会と場を確保する
ため、福祉工場の事業拡大を図る。

平成15年12月福祉工場の製陶工場を
完成させ、障害者の就労の場を拡大し
た。

178

計
画
事
業

障害児地域生活支援
（障害児放課後生活
サポート事業）

障害者
福祉課 A

障害児の介護者を支援するとともに、
障害児の社会参加と自立支援を促進
する。

障害児の受入れ拡大のため、平成16
年度から学童保育クラブ跡を活用し拡
充を図る。
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180
障害者情報バリアフ
リー化支援事業

障害者
福祉課 A

障害者の情報バリアフリー化を推進
し、情報機器を活用した障害者の社会
参加の促進を図る。･

障害者向けパソコン講習会を開催する
などIT活用習得の機会を提供するとと
もにパソコンボランティア養成講座を開
催した。

186

心身障害者通所訓練
事業
（心身障害者福祉会
館運営）

障害者
福祉課 C

新しい時代に適合したサービス機能の
充実と公設民営型の運営体制への移
行を図る。

指定管理者制度を活用して平成16年
度から管理運営を社会福祉法人に移
行する。

188
福祉ショップ「テルベ」
の運営

障害者
福祉課 C

開設7年目となり、製品の販売を通し
て、区民の障害者に対する理解を高め
る上で効果を発揮してきたが、売上げ
向上策等も含め、今後のあり方の改
善・検討を行っていく。

ワゴンセールの実施やPRの充実など、
売上げ向上のための取組みが成果を
あげている。

191
民生委員・児童委員
事業

障害者
福祉課 A

民生委員・児童委員活動の活性化に
向けた13地区での体制整備を図るとと
もに、地域における連携、協力体制を
強化する。

「地区ふれあいサポート活動会議」へ
の参加を始めとして、13地区の特性に
応じて連携・協力を進めている。

192 生活保護法施行事務
生活福
祉課

B
↓
A

生活保護事務システムの導入により、
正確性の向上と事務の省力化を図る。

生活保護事務システムを導入し、改善
を図った。

197

計
画
事
業

在宅子育て支援事業
（児童センターの親子
サロンの設置）

児童課 A
子育て中の親子の出会いと交流の場
として「親子サロン」を整備し､児童セン
ター事業の充実を図る。

全児童センターに親子サロンを計画的
に設置していく。

199

計
画
事
業

（仮称）西五反田地域
子育て支援センター
事業

児童課 A
身近な地域の子育て拠点として整備
し、相談の実施、育児講座の開催等を
行っていく。

平成16年6月に「ぷりすくーる西五反
田」施設内に開設し、子育て支援事業
を展開する。

200

計
画
事
業

地域子育ての総合的
推進（子育て支援セ
ンター事業）

児童課 A
総合的な子育て支援施設として、相談
事業や子ども家庭在宅サービス等の
充実を図る。

区の子育て支援の中枢施設として事業
展開を継続していく。

201

計
画
事
業

育児の相互支援活動
の促進･
（ファミリー・サポート・
センター設置）

児童課 A
地域住民が相互に支え合う子育て支
援活動を実施していく。

提供会員の確保に努め、多くの区民が
参加できる体制をつくり安定したサービ
ス提供に努める。

202

計
画
事
業

母子家庭への生活支
援（ひまわり荘の改
築、運営）

児童課 A
子育て支援センターの相談活動と連携
し、母子家庭の生活の安定を図るとと
もに、社会的自立を推進していく。

母子家庭施策の積極的な活用を図り、
自立度を高めていく。
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207 児童育成手当給付金 児童課 C
都の制度改革の動向や事業の目的・
対象、他制度との関連等について、引
き続き見直す。

ひとり親家庭等の生活の安定と自立促
進のため、他の施策との整合を図りつ
つ、検討を進める。

209 学童保育事業 児童課

C
↓
D

放課後児童健全育成事業について
は、すまいるスクールに移行する。

平成15年度末に10館を閉鎖し、すまい
るスクールに移行する。

217

計
画
事
業

休日保育の実施 保育課

A
↓
B

多様な就労形態による利用者ニーズ
に応える。

利用者ニーズの動向の把握に努めて
いる。

220

計
画
事
業

幼保一元化の推進
（就学前乳幼児教育
施設）

保育課 A
幼稚園・保育園の一元化に向けた連携
を一層促進させる。

　幼稚園・保育園の機能を一体化した
施設「ぷりすくーる西五反田」を平成16
年6月に開設する。

221

計
画
事
業

認証保育所制度の活
用

保育課 A

都と区が連携して運営指導することに
より、認証保育所の保育サービス水準
を維持向上させるとともに区民の多様
な保育ニーズに応える。

引続き、認証保育所の開設を支援す
る。

222 認可外保育室助成 保育課

C
↓
D

東京都認証保育所への移行を更に促
進する。

平成16年度中に全ての施設を認証保
育所に移行させる予定である。

225 公立保育園運営 保育課

B
↓
C

多様な保育需要に対応した事業のあり
方について検討し、区立保育園のより
効率的な運営を図る。
また、適正な受益者負担についても検
討する。

平成16年度中に保育料改定を行い適
正な受益者負担の実現に努める。

227
 保育園給食における
調理業務代行契約の
推進

保育課 A
従前からのサービスを低下させずに、
民間活力の導入を図り、平成１６年度
までに全園導入する。

計画どおり平成16年度で全園実施す
る。

228

計
画
事
業

地域健康づくり推進
委員事業

健康課 A
「区民健康づくりプラン品川」に基づき、
地域との連携により、事業を充実して
いく。

13地域センターごとに、身近な地域で
の健康づくり事業を充実させる。

229

計
画
事
業

地域健康づくり活動
の支援

健康課 A
食生活の改善を通じて生活習慣病予
防のための事業を拡充する。

「20代」、「キッズ」を対象とした料理講
習会に「高齢者」向けを加える等幅広
い世代に対して食生活改善事業を実
施する。
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230

計
画
事
業

健康塾の拡充 健康課 A
高齢者の健康づくりに有効な事業とし
て拡充していく。

参加希望者の増加に対応して13地区
24教室を26教室に拡充し実施する。

236

計
画
事
業

精神障害者訪問介
護・共同作業所等事
業の実施

健康課 A
ホームヘルプ事業者との連携強化等
により、効果的なサービスの提供を
図っていく。

各関係機関が相互に連絡調整のうえ、
利用者の自立支援に資するサービス
提供に努めている。

237

計
画
事
業

精神障害者のための
生活支援センターの
設置

健康課 A

精神障害者の地域における生活支援
を強化するため、保健、福祉、医療の
連携体制づくりの検討も加え計画を着
実に執行していく。

平成15年度に法人準備会を設立する
とともに、関係機関による検討委員会
を設置し計画の着実な執行を図ってい
る。

238

計
画
事
業

精神障害者のための
授産施設の設置

健康課 A

精神障害者の地域における生活支援
を強化するため、保健、福祉、医療の
連携体制づくりの検討も加え計画を着
実に執行していく。へいせい

平成15年度に法人準備会を設立する
とともに、関係機関による検討委員会
を設置し計画の着実な執行を図ってい
る。

246 衛生検査業務 健康課 C
民間委託が可能な業務について、引き
続き委託を検討していく。

平成16年度から血清、寄生虫卵、便潜
血および飲料適否検査を委託する。

248 健康センター事業 健康課 A
　委託の見直しの効果を検証しつつ、
より有効な事業展開を図っていく。

体験型のオープンスクール等新たな教
室の運営方法を取り入れ、利用者増に
結びつける。

250
「区民健康づくりプラ
ン品川」の推進

健康課 A
区民一人ひとりが自らの課題として健
康づくりに取り組めるよう、プランを着
実に推進していく。

プランに基づくモデル事業実施から柱
となる「ふれあい健康塾」事業を新たに
3地区で開校し事業の拡充を図ってい
く。

260

計
画
事
業

在宅介護支援セン
ター機能の強化

高齢福
祉課 A

在宅介護支援センターを中心に、民間
居宅介護支援事業者等との連携を強
化していく。

利用者の増加を踏まえ、区内居宅介護
支援事業者との連絡会を実施するな
ど、連携を強化した。

261

計
画
事
業

福祉人材の育成
高齢福
祉課 A

品川福祉カレッジの内容の充実を図っ
ていく。

「ケアマネジメントの事例検討」をオプ
ションとして追加した。

262

計
画
事
業

安心して介護サービ
スを利用できるしくみ
づくり

高齢福
祉課 A

介護サービスの評価･向上システムの
運営に向けて、引き続きサービス向上
委員会機能を強化していく。

12～14年度のしくみの検証と16年度以
降の本格実施のための検討を行った。
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263

計
画
事
業

地域における高齢者
リハビリテーションシ
ステムの推進

高齢福
祉課 A

　介護予防･重度化予防のため、地域
のリハビリサービスを拡充していく。

「身近でリハビリ」3ヶ所、「水中運動」
1ヶ所、「高齢者筋力向上トレーニング
（モデル事業）」1ヶ所を実施した。

264

計
画
事
業

痴呆性高齢者へのケ
アと支援の充実

高齢福
祉課 A

　痴呆性高齢者およびその家族の在
宅支援のため、より効果的なサービス
の充実を図っていく。

痴呆専門チームおよび痴呆研修等の
充実を図るとともに、痴呆ケアのあり方
の再構築について検討した。

266

計
画
事
業

新しいタイプの介護
専用施設等の整備

高齢福
祉課 A

　要介護高齢者の多様なニーズに応え
る有効な事業として、事業を推進してい
く。

ユニットケアによる個室型介護専用施
設「ケアホーム西五反田」を平成16年4
月に開設する。

268

計
画
事
業

成年後見および権利
擁護の充実

高齢福
祉課 A

成年後見センターの権利擁護事業の
充実に努める。

区長申立て、法定後見活動および任意
後見活動など、利用者増を図った。

269

計
画
事
業

鉄道駅エレベーター
等の整備促進

高齢福
祉課 A

人にやさしいまちづくりを推進するた
め、整備を促進する。

荏原中延駅にエレベーターを2基設置
した。

293
福祉電話貸与・電話
料助成

高齢福
祉課 C

　社会環境の変化にあわせ、見直しを
検討する。

自己所有電話に対する基本料・通話料
の助成を廃止する。

302

計
画
事
業

バリアフリー住宅等
の普及啓発

高齢事
業課 A

住宅モデルルームを活用し、講習会等
の内容を工夫するなど、事業の充実を
図っていく。

国の補助金事業の対象となり高齢期
の居住環境改善検討委員会を設置し
て、住宅モデルルームの役割、活用等
の内容について検討中。モデルルーム
の名称を変更し、PRの強化を実施する
予定。

303

計
画
事
業

高齢者社会参加の活
動促進

高齢事
業課 A

ボランティア等高齢者の社会参加の促
進を強化していく。

高齢者クラブ会員向けにボランティア
の参加を呼びかけるパンフレットを配
布するなど社会参加の促進を図った。

304

計
画
事
業

新就業システムの推
進

高齢事
業課 A

「サポしながわ」の事業推進のための
支援体制を充実していく。

地区ごとの出張相談会の開催などの
新規事業への支援を行った。

315
品川区シルバー人材
センター支援事業

高齢事
業課 A

　補助基準の見直しの効果を見守りつ
つ、一層効率的な支援に努める。

16年度より人事給与制度の見直しを実
施予定。今後は法改正による事業の強
化の方向をみつつ、より効率的な支援
に努める。
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316
高齢者クラブ等支援
事業

高齢事
業課 A

　ふれあいサポート活動や地区健康づ
くり推進活動などへの参加促進のた
め、引き続き支援を行っていく。

ふれあいサポート活動をはじめとする
地域活動への参加促進のため連合会
の5地区１３地域体制への移行の円滑
化に努めた。

319 住居衛生等調査指導
保健所
衛生課

B
↓
A

　相談や監視指導に的確に対応するた
め、より一層の効率的な執行を図って
いく。

15年度にシックハウス対策を盛り込ん
だ建築基準法が改正されるなど、シッ
クハウス等に対する区民の関心は高く
なっている。今後は、普及啓発や相談
体制の充実を図っていく。

333

計
画
事
業

生活習慣病への対応
と予防への支援

保健セ
ンター保
健サー
ビス課

C
↓
B

「区民健康づくりプラン品川」に基づき、
事業を展開していく。

「区民健康づくりプラン品川」に基づき、
区民の参加しやすい事業とするため、
地域出張型の教室を充実する。

335 妊婦健康診査

保健セ
ンター保
健サー
ビス課

C
↓
B

　歯科健診受診率の向上を図りつつ、
妊婦の健康管理と妊娠合併症の予防
のため、継続して実施していく。

産婦健康診査を廃止し、区民健康診
査、女性の健康診査への統合を図っ
た。

342

計
画
事
業

環境活動推進会議の
設置・活動の推進

環境課 A

今後は環境活動推進会議のﾒﾝﾊﾞｰが
中心となり、学校、地域、企業、区等で
実施する様々な環境活動の推進を図
る。また、会議に分科会を設置し環境
学習プログラムの作成と啓発活動のイ
ベント企画参加などの活動をしていく。

会議にふたつの分科会を設け、パート
ナーシップによる本格的な環境活動を
行う。

343

計
画
事
業

ノーレジ袋運動推進
事業

環境課 C

ノーレジ袋運動の実態を踏まえつつ、
区民全体への普及拡大に向けてのよ
り効率的・効果的な事業の展開を図
る。

商店街と連携し、参加商店の拡大と地
域イベントと一体となった普及・啓発に
努める。

346

計
画
事
業

品川区版環境にやさ
しいシステムの展開
（家庭ＩＳＯ）

環境課 A

引き続き、児童のいる家庭を対象に取
り組みの推進を図る。･
また、全家庭にこの取り組みが広がる
ように、ホームページ上に簡単な取組
内容等の掲載も検討する。

参加する家庭の拡大を図るよう、小学
校の協力を更に求めていく。なお、ホー
ムページへの掲載は16年度に行う。

347

計
画
事
業

品川区版環境にやさ
しいシステムの展開
（学校ＩＳＯ）

環境課 A
小・中学校全校で実施できるように計
画的に事業を推進する。

モデル実施校（７校）の状況をふまえ、
小学校全校での16年度実施に向けて
検討する。

350 工場指導事業 環境課 A
区民の良好な生活環境の確保のた
め、引き続き工場等への規制・指導に
努める。

今後も良好な生活環境の確保のため、
企業者に対し環境にやさしい事業活動
を指導していく。

354
騒音・振動 測定・対
策

環境課
C
↓
B

引き続き継続的に騒音・振動源の監
視・調査を行い、区民の健康と生活環
境の保護に努める。

測定器機を更新し、より効率的な執行
に努めていく。
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事業評価後の事業への反映状況

No

事
業
区
分

事   業   名   称
担当
課

評
価

説　　　明 評価後の改善状況

357

計
画
事
業

新たなリサイクルシス
テムの構築

清掃リ
サイクル
課

A

現行のﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑを活かしつつ､より
区民が参加しやすい資源回収方法と
回収品目の整理に努め、新たなﾘｻｲｸﾙ
ｼｽﾃﾑの整備を図る｡

１６年度中に集積所を使ってのペットボ
トル、紙箱等の容器包装を分別収集計
画にそって実施していく。更に分別の
協力を区民に依頼する。

360

計
画
事
業

各戸収集事業
清掃リ
サイクル
課

A
各戸収集事業は区民に好評であり、計
画的に事業の推進を図る。

18年度を目途に全域拡大し、分別の徹
底によるごみ減量を推進するとともに、
街の美観を向上する。

364
リサイクル活動推進
事業（登録団体によ
る資源回収）

清掃リ
サイクル
課

A
今まで以上に登録団体の増に努め、区
民自らによるごみの減量・リサイクルの
推進を図る。

従来どおり回収団体への相談・助言、
用具等の貸与、報奨金の支給や回収
業者への協力等を実施。更に、新規登
録団体の啓発を促進していく。

373 資源回収事業
清掃リ
サイクル
課

A

区民に分別徹底の働きかけを一層行う
とともに、回収品目の拡大を図り、効率
的な事業の展開を図る。･

乾電池の全域回収とペットボトルをモ
デル地区で回収し、回収量、頻度、協
力度を検討した。

377 し尿収集
品川清
掃事務
所

C
今後の運営形態、経費削減等につい
て検討を図る。

作業計画の見直しにより、平成１６年
度より小型吸上車(隔日の１台)を減車
し雇上経費の減を図った。

383

計
画
事
業

商店街の電線地中化
管理工
事課 A

商店街活性化の環境整備として側面
から支援していく。

今後、事業路線の選定を行い、商店街
の活性化と併せて交通安全や防災機
能の向上を図っていく。

397

計
画
事
業

ミニコミﾕニテｲゾーン
形成事業

管理工
事課 C

商店街電線地中化と連携し、歩行者に
やさしいまちづくりを検討する。

実施可能な手法等を検討していく

402

計
画
事
業

参加体験型高齢者交
通安全教室

管理工
事課

C
↓
B

団体に加入している高齢者に限らず広
く参加できるように検討する。

広報誌により、参加者を募ったほか、
シルバーセンターでのポスター掲示、
チラシの配布等により広く区民に呼び
かけを行った。

410 私道整備事業
管理工
事課

C
↓
B

生活道路として公共性の高い道路を優
先して整備、改修を行っていく。

私道舗装と私道排水の助成率や施工
条件の違いを統一し、さらに区民の負
担軽減を図るため、助成率のアップも
図った。

413 屋外広告物取締事務
管理工
事課

B
↓
A

民間団体を活用した除却活動を展開
し、違反屋外広告物の除却に努めてい
く。

平成１６年度からのボランティアグルー
プによる違反屋外広告物の除却を開
始する。
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422

計
画
事
業

屋上緑化等助成事業
道路公
園課

A
↓
B

多様な緑化手法を紹介し、既設の建物
についても屋上・壁面等の緑化をして
いけるようＰＲに努めていく。

広報誌、ホームページ等によるＰＲと本
庁舎屋上庭園を実際に見てもらうこと
により、屋上緑化の普及につとめた。

437 街路樹の維持管理
道路公
園課 C

適正に維持管理を行い、快適な交通空
間の創出に努める。また、低木や花壇
の維持管理について住民参加の方法
を検討する。

みどりと花のボランティア事業を開始す
る。

440
公園・児童遊園維持
管理

道路公
園課 C 地域、住民参加の方法を検討する。

みどりと花のボランティア事業を開始す
る。

444 街路灯等維持管理
道路公
園課

C
↓
B

効率的な維持管理に努める。
平成１５年度において維持管理作業
（ランプ類交換、小破修理等）を委託と
し、効率化を図った。

446

計
画
事
業

目黒川右岸排水施設
建設事業

下水道
河川課 A

局所的な集中豪雨による都市型水害
への対策として早期整備を図る。

平成１７年度６月完成に向け、現在順
調に工事が進んでいる。

447

計
画
事
業

戸越幹線貯留管整備
工事（上流部工事）

下水道
河川課 A

局所的な集中豪雨による浸水被害の
低減をはかるため、早期整備を図る。

平成１５年１０月に工事に着手し、現在
順調に工事が進んでいる。

450
防水板設置工事助成
事業

下水道
河川課 B

助成基準の見直しを行っており、浸水
被害軽減のため継続して実施する。

より多くの区民に助成できるように、平
成１５年４月に助成限度額を見直した。

451 河川維持事業
下水道
河川課 B

下水道第二立会川幹線や立会川幹線
雨水放流管が完成し、抜本的な解決が
はかられるまでの間は立会川等の水
質改善のため、引き続き事業を行って
いく。

平成１４年７月からＪＲ地下水を放流し
た結果、悪臭に対する苦情が減少し
た。

453

計
画
事
業

補助２６号線の整備
促進

都市計
画課 A

関係機関と連携し、早期完成に向けて
事業を推進する。

早期完成に向け、さらに連携を強化し、
事業推進に努めている。

454

計
画
事
業

補助４６号線の整備
促進

都市計
画課 A

避難路としての機能もあるため、早期
完成を目指し整備を促進する。

早期に整備が完了するよう関係機関に
働きかけている
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457

計
画
事
業

補助１６３号線整備事
業

都市計
画課 A

五反田、大崎、大井町を結ぶ区の重要
な交通ネットワークとして、早期整備を
はかっていく。

用地取得状況は順調に進んでいるが、
今後も早期整備に向け努力していく。

458

計
画
事
業

補助３２０号線（武蔵
小山駅前広場）街路
整備事業

都市計
画課

B
↓
A

地域の活性化の拠点として、早期完成
を目指し、事業を推進する。

任意契約できない２件の用地について
は、土地収用法に基づき裁決申請を
行った。

460

計
画
事
業

東急目黒線緑道等整
備事業

都市計
画課 A

整備計画の作成にあたっては、沿線住
民、関係機関と充分に調整し、魅力あ
る空間の整備を行っていく。

沿線住民を対象にワークショップを立
ち上げ、意見・要望を聞いている。

465

計
画
事
業

大崎駅西口地区整備
（明電舎地区）

都市開
発課 A

都内では初となる民間事業者の都市
計画提案による都市再生事業を支援
し、開発事業を推進する。

平成１６年１月に都市再生特別地区に
指定された。

467

計
画
事
業

大崎駅東口第３地区
整備

都市開
発課 A

利便性の高い好立地の地区に業務・
商業施設と良質な住宅の供給を図りつ
つ、周辺地域の活性化に大きく寄与す
る事業として推進していく。

平成１５年７月に再開発組合の設立さ
れた。

468

計
画
事
業

大崎駅東口地区整備
（東五反田二丁目第
２地区）

都市開
発課 A

大崎駅周辺地区都市再生ビジョンの実
現に向け、市街地整備を促進していく。

都市再生特別地区の指定を受けるた
め、事業計画を検討している。

472

計
画
事
業

大崎駅東西自由通路
整備事業

都市開
発課 A

大崎駅の東西地区を結ぶ重要な歩行
者動線であり、事業者等と連携し整備
を促進する。

平成１５年１２月に全面開通した。

473

計
画
事
業

大井町駅周辺地区再
開発事業（大井町西
地区）

都市開
発課 A

補助１６３号線整備事業と連携し、まち
づくりを推進していく。

平成１５年８月に開発協議会が設立さ
れた。

477

計
画
事
業

西大井駅周辺地区再
開発事業

都市開
発課

A
↓
B

今後は、Ｊタワー西大井を拠点に、ベン
チャー企業の創業支援など、産業の活
性化をはかっていく。

平成１５年６月に竣工した。

478
都市再生総合整備事
業

都市開
発課 A

基盤施設を先行的に整備し、開発事業
の促進をはかっていく。

再開発地区周辺の橋りょう拡幅、新設
や道路整備、電線地中化を行う。
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485

計
画
事
業

区民住宅建設事業
（西五反田・超高層
棟）

住宅課 A
竣工、入居まで着実に計画を推進し、
今後は効果的、効率的な維持管理を
行っていく。

効果的、効率的な維持管理を行うた
め、民間事業者に委託した。

486

計
画
事
業

区民住宅建設事業
（西五反田・高齢者等
複合棟）

住宅課 A
竣工、入居まで着実に計画を推進し、
今後は効果的、効率的な維持管理を
行っていく。

効果的、効率的な維持管理を行うた
め、民間事業者に委託した。

488

計
画
事
業

住宅修築資金融資
あっ旋事業

住宅課 C
区民のニーズにあった、あっ旋制度に
ついて検討を行っていく。

融資あっ旋事業と二世代住宅取得、環
境共生住宅助成事業との併用を可能
にして、「住宅改善資金融資あっ旋・助
成事業」に一本化した。また、あっ旋限
度額を引き上げ、保証制度を利用でき
るようにし、利用し易いものにした。

493
借上型区民住宅の維
持管理

住宅課 C あき家対策を検討していく。
あき家の随時募集の方法やＰＲについ
て、改善策を検討している。

494
建設型区民住宅の維
持管理

住宅課 A
民間事業者を活用しながら、効率的な
維持管理を行っていく。

複数の民間事業者に委託することで、
サービスの競い合いによる効率的な維
持管理を図っている。

498

計
画
事
業

旗の台・中延地区密
集住宅市街地整備促
進事業

住環境
整備課 A

共同化の具体的な計画を作成し、事業
を推進していく。

平成１５年１２月に公園用地を取得し、
地区の防災性・住環境の向上を図って
いく。今後、新制度である防災街区整
備事業の活用により事業推進に努め
る。

504

計
画
事
業

二葉３・４丁目、西大
井６丁目地区密集住
宅市街地整備促進事
業

住環境
整備課 A

現況調査を行い、地域の特性にあった
整備計画を作成し、事業を推進する。

平成１５年６月に都市基盤整備公団と
事業協力を目的として、まちづくり協定
の締結を行った。

509

計
画
事
業

戸越公園一帯周辺地
区都市防災不燃化促
進事業

住環境
整備課

B
↓
A

現況を把握し、避難場所、避難路等の
整備計画の策定を行っていく。

広域避難場所「戸越公園一帯地区」の
避難計画人口拡大のための方策を検
討し、整備計画を策定した。今後、不燃
化促進調査を通し地域への計画周知
を図る。

517 備品管理事務
収入役
室 C

　財務会計システムの導入に伴ない、
備品管理の効率化と備品の有効活用
を図る。

備品の適正かつ効率的な管理を図る
ため財務会計システムの構築を進め
た。また、庁内イントラを活用し、不用
品の有効活用を図った。

519

計
画
事
業

校舎屋上緑化 庶務課 A

緑化の方法や内容等は工夫しつつ、小
学校を中心に推進していく。また、校舎
改築の際には積極的に緑化を進めて
いく。

平成16年度予算において、小学校2校
で緑化を実施する予定。
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520

計
画
事
業

小中一貫校施設計画 庶務課 A

平成18年4月の第1校を着実に開校さ
せるとともに、小中一貫教育の内容や
制度の精査、検証を行い、今後各地区
で展開していく。

大崎地区建設工事は、平成16年度に
工事着手する。

522

計
画
事
業

外壁改修(学校環境
整備事業)

庶務課

A
↓
B

学校改築計画との整合性を図りつつ必
要な改修を行う。

平成16年度は、八潮南小学校、八潮南
中学校で実施。

523

計
画
事
業

屋内運動場建設 庶務課

A
↓
C

校舎改築計画に併せて、改修を進め
る。

平成16年度は、実施しない。

524

計
画
事
業

屋上防水(学校環境
整備事業)

庶務課

A
↓
B

学校改築計画との整合性を図りつつ必
要な改修を行う。

平成16年度は、城南中学校で実施。

525

計
画
事
業

学校施設の計画的改
築

庶務課 A
将来的な見通しを持って学校改築を進
めていく。

平成16年度は、台場小学校、荏原第五
中学校で建設工事に着手し、第二延山
小学校で実施設計。また、小山小学校
改築に伴なう用地取得を行う。

530 学校職員被服貸与 庶務課

C
↓
B

学校の特色づくりなども考慮しながら
適切な貸与を行う。

引き続き工夫を検討していく。

536 近隣住民協力員 庶務課

C
↓
D

過去の実績等を検証し早期に廃止す
る。

平成16年度から廃止する。

539

計
画
事
業

学校給食施設改修
（ドライシステム化）

学務課

A
↓
C

新たなドライシステム化については、学
校改築の際に整備する。

校舎改築に併せて給食室のドライシス
テム化を整備していく。

541
給食生ごみのリサイ
クル

学務課 C
個別学校でのリサイクルは、生ゴミ回
収事業への移行を段階的に進めてい
く。

生ゴミ回収事業への移行を行っていく。

542
二葉幼保一元化施設
運営

学務課 A
幼保一元策について効果を見ながら進
めていく。

保育園と幼稚園の一体的な就学前教
育のあり方について検討を継続してい
く。
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事業評価後の事業への反映状況

No

事
業
区
分
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担当
課

評
価

説　　　明 評価後の改善状況

543
小中学校の夏季施設
事業の支援

学務課

C
↓
B

各学校の特色を持たせながら教育成
果が上がるよう実施していく。

各学校の特色を持たせながら教育成
果が上がるよう実施していく。

545 校医等報酬 学務課 C
関係機関と調整し、校医のあり方を検
討する。

小中一貫校の開設にあわせて校医の
あり方を検討する。

551 幼稚園保健運営 学務課

C
↓
B

効率的に園児の健康増進が図れるよ
う方策を見直していく。

入園直後に健康診断を実施するため、
就園時健康診断を廃止した。

554
就学事務(学校選択
制）

学務課 A

小学校のブロック制を廃止し、早期に
完全自由化を図るとともに、この制度
の課題や効果を十分評価・検証してい
く。

希望申請期間に平行して小学校学校
選択ブロック境等による指定校変更の
受付を実施し、選択の幅を広げた。

555
学校における情報化
教育の推進

学務課 A

今後の情報化・ＩＴ化の進捗を見通しな
がら、各教室へのパソコンの配備等学
校の情報化・教育のシステム化を進め
ていく。

校内ＬＡＮ等学校の情報化・教育のシ
ステム化を継続検討していく。

560 給食室の維持運営 学務課

B
↓
C

保育園で実施している給食調理代行
の成果を検証し、学校での可能性を検
討する。

校舎改築校における給食調理代行の
導入を検討する。

563

計
画
事
業

教育内容の充実（習
熟度別学習・小学校
における英語学習）

指導課 A
指導助手の研修等を含め、内容や教
授方法等の検討を行い充実を図る。

平成15年度より、小中全58校に拡大
し、実施内容の充実を図っている。

564

計
画
事
業

特色ある学校づくり
(教科担任制・福祉教
育・ふれあい教育・小
中連携教育他）

指導課 A
内容の充実を図るとともに、実践校の
成果を各校で活用できるようにする。

実践校における成果を報告書にまと
め、各校に配付している。

565

計
画
事
業

教育活動の成果を基
盤とした学校づくり
（学校評価）

指導課 A
実施した評価が学校経営や教育方
法、カリキュラムに反映されていくサイ
クルを確立していく。

外部評価者の評価を次年度の学校経
営方針や教育課程に反映させている。

566

計
画
事
業

教育活動の成果を基
盤とした学校づくり
（学力定着度調査）

指導課 A
継続的に実施し教育力の向上を図ると
ともに、個々の児童・生徒の動機付け
や学習プログラムにつなげていく。

今年度4月に中１を対象に、2月に小6
を対象に実施し、各小学校でＨＰに掲
載する等、今後の指導方法の向上を
図っていく。

94



事業評価後の事業への反映状況
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567

計
画
事
業

教職員研修 指導課 A
教員の資質向上が図れるよう研修の
方法や内容等を見直し成果が上がる
ようにする。

各種研修の実施内容や方法を工夫し、
教育の資質向上を図っている。

568

計
画
事
業

開かれた学校づくり
（まちの人々に学ぶ
授業）

指導課 A

内容の充実や拡大を行うとともに、学
校間での情報交換を密にし、地域人材
を共同し活用していく方策等も検討す
る。

各学校とも様々な地域の人材の活用を
図り、様々な学習を展開している。

569

計
画
事
業

開かれた学校づくり
（中学校における公
開授業）

指導課

B
↓
A

地域に開かれた学校を進めるため、内
容を充実し実施していく。

平成15年度からは、中学校全18校で
実施し、授業参加者数も拡大してい
る。

570

計
画
事
業

すまいるスクール 指導課 A
運営体制等の見直しを進め、効率的か
つ児童及び保護者のニーズに対応し
た運営を行っていく。

平成15年度は新たに15校で開設し、あ
わせて19校で実施し、内容の充実に努
めている。

571

計
画
事
業

ステューデントシティ 指導課 A
体験学習の場として、引き続き充実し
ていくが、成果について十分な検証を
行っていく。

今年度初めての事業で、全区立小学
校5年生を対象に実施した。経済学習
の具体的な体験の場として、様々な成
果が報告されている。

579 教育センターの運営 指導課 C

教員の資質向上のため研修の充実や
教育情報の発信など、教育センター施
設および活用方法について見直しを図
る。

教員研修の充実に向け、教育センター
施設などの活用方法を検討している。
特にパソコンの活用については、情報
基盤教育の充実を図っている。

580

計
画
事
業

家庭教育支援ネット
ワーク講習（保育体
験講座）

生涯学
習課 A

次世代育成支援の一環からも保育体
験実習は時期や内容を含め拡大して
いく。

保育課と調整し、希望者を受け入れら
れるように努めた。

581

計
画
事
業

生涯学習・スポーツ
情報の収集･提供（施
設予約システムの運
用）

生涯学
習課

B
↓
A

学校、体育館等予約できる施設の拡大
を検討する。

相互窓口受付を開始し、予約可能な施
設を拡大した。

601
ヘルストレーニング室
運営（東品川文化セ
ンター）

生涯学
習課 D

年度内に廃止し新たな事業展開を行
う。

15年度中に改修工事を実施し、16年度
から講習室として利用する。

607
「軽井沢レクの森キャ
ンプ場」の夏季一般
開放

生涯学
習課

C
↓
B

継続して事業内容の工夫を検討してい
く。

開放期間の見直しを図るとともに、ポス
ター等によるＰＲに努め、現地でのイベ
ントを実施した。

95



事業評価後の事業への反映状況
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608
附属機関等委員経費
（社会教育委員）

生涯学
習課 C

区民ニーズに応え、区の特色を活かし
た計画づくりを行うため、柔軟な運営方
法等を検討する。

委員長、学識経験者を中心とした小委
員会充実させ、審議の効率的な運営を
図った。

609

計
画
事
業

魅力ある図書館づくり
（ソフト整備）

品川図
書館 A

ＩＴ社会に対応した区民サービスを進め
ていく。また、ビジネス支援の充実など
図書館サービスの新たな展開を検討
する。

大崎図書館を産業支援図書館としてリ
ニューアルし、ものづくりＮＰＯ等と協働
して、区内中小企業のビジネス支援を
行う。

611 図書館運営
品川図
書館

B
↓
C

図書館利用サービスが向上するよう窓
口業務の委託化を検討していく。また、
各図書館の機能について見直しを行
う。

平成16年度4館で窓口業務委託実施。
次年度以降拡大実施する予定。また、
小規模館を分館化し、地区中心館との
一体的運営を行う。
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Ⅳ．今後の課題                           

事務事業評価は、区民の視点に立った効果的・効率的な行政運営をめざして、区が行

う様々な事業について、区民の視点での成果目標を設定し、限られた資源（人材・財源

等）の有効活用や評価していく過程の中で職員の意識改革を図るとともに、区民サービ

スを向上させていく手法で、平成１３年度から毎年実施しているものです。 

本区における事務事業評価の取り組みの基本は、何よりもその継続性にあり、単に評

価基準や評価シートを導入して行政評価の道具を用意するだけのものでなく、継続的に

機能するしくみを持った制度です。 

各事業の評価やその結果は、所管課へフィードバックされ、事業の見直し・改善を図

ることが恒常的に、繰り返し実施することを通じ、区の経営システム【PLAN（計画・

予算）－DO（事業執行）－CHECK（検証・評価）－ACTION（見直し・改善）】に、

今後、より一体化させる形での活用が大きな課題となります。 

今年度からコンピュータを活用した「事務事業評価システム」により、平成１３年度

からの評価データも含め、すべてデータベース化しました。これにより、事業の過去の

実績や評価、評価後の改善状況など、より整理された形での把握が可能となりました。 

今後、さらに研究、改良を加え「成長する評価システム」として改善し機能させてい

くとともに、区民のみなさんに、区で実施している色々な分野の事業をできるだけ分か

りやすく伝えていきます。 

 

事業の成果は区役所だけではなく、区民のみなさんの協力を得て初めて達成されるも

のであり、この制度はそのための共通の資料となります。 

よりよい品川区をつくるため、ぜひ、みなさんのご意見をお寄せください。 

 

 

ご意見は、郵送、電子メールまたは FAX で、

下記までお寄せください。 
 

〒140-8715 品川区広町 2-1-36 

品川区企画部 企画財政課 
FAX 5742-6870  電話 5742-6608 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ kikzai@city.shinagawa.tokyo.jp 

皆様のご意見をお寄せください 

９７ 


